
 
 

総務委員会資料 
 
 

 

２ 所管事務の調査（報告） 

(1) 川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本 

計画の策定について 
 

 

 

資  料  １ 川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画（案）に 

関するパブリックコメントの実施結果について 

 

資  料  ２ 川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画【概要版】 
 
資  料  ３ 北部市場の機能更新及び南部市場の運営方針に関する検討スケ 

ジュール 
 
参考資料１ 川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画 

 
 
 
 

経済労働局 
令和６年３月１１日 

1



「川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画（案）」に関する 

パブリックコメントの実施結果について 

 

１ 概 要 

北部市場は開場から 41 年が経過しており、施設老朽化への対応や社会経済環境の変

化に対応した機能強化を図るため、全体的な機能の更新（再整備）を必要としている

ことに加え、機能更新を契機とした、持続可能な運営構造への転換が求められていま

す。そのことを踏まえ、卸売市場として必要な機能・規模、施設整備、土地活用及び

事業手法の考え方など、機能更新の基本的な考え方を取りまとめた基本計画（案）を

策定し、広く市民の皆様から御意見を募集しました。 

その結果、52 通（意見総数 183 件）の御意見をお寄せいただきましたので、その内

容とそれに対する本市の考え方を次のとおり公表します。 

 

２ 意見募集の概要 

題     名 「川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画

（案）」について 

意見の募集期間 令和５年 11 月 28 日（火）から 12 月 28 日（木）まで 

意見の提出方法 電子メール（専用フォーム）、FAX、郵送、持参 

募集の周知方法 ・市ホームページ 

・情報プラザ（川崎市役所本庁舎２階） 

・各区役所・支所及び出張所の閲覧コーナー、各市民館、各

図書館 

・中央卸売市場北部市場（川崎市宮前区水沢１－１－１管理

事務所棟３階） 

結果の公表方法 ・市ホームページ 

・情報プラザ（川崎市役所本庁舎２階） 

・各区役所・支所及び出張所の閲覧コーナー、各市民館、各

図書館 

・中央卸売市場北部市場（川崎市宮前区水沢１－１－１管理

事務所棟３階） 

 

３ 結果の概要 

意見提出数（意見総数） 52 通 （183 件） 

内 訳 

電子メール 36 通 （126 件） 

FAX ８通 （23 件） 

郵送 １通 （15 件） 

持参 ７通 （19 件） 
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４ 意見の内容と対応 

今回のパブリックコメント手続きでは、広域的食品流通拠点としての機能強化や市

民に親しまれる市場化の推進等を求める意見、長期に亘る事業であることを踏まえた

工事期間の短縮、PFI 事業の契約に関する柔軟性の確保、事業費の抑制等に関する要

望などが寄せられました。意見を踏まえた必要な修正及び所要の整備を行った上で、

「川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画」を策定いたしました。 

 

(1) 意見に対する対応区分 

Ａ：意見を踏まえ、反映したもの 

Ｂ：意見の趣旨が案に沿ったもの 

Ｃ：今後の参考とするもの 

Ｄ：質問・要望で、案の内容を説明するもの 

Ｅ：その他 

 

(2) 意見の件数と対応区分 

項 目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

(1)  基本計画全般に関すること  15  7  22 

(2)  市場の機能・規模・設備に関すること  15 11 17  43 

(3)  市場の運営に関すること  3 8 2 3 16 

(4)  ﾛｰﾘﾝｸﾞ工事・施設配置・場内動線に関すること  5 16 1  22 

(5)  市民に親しまれる市場化に関すること  6    6 

(6)  市場機能連携エリアの活用に関すること  1 5 4  10 

(7)  事業手法に関すること  5 15 10  30 

(8)  事業費・市場使用料に関すること   4 4  8 

(9)  都市計画・交通環境に関すること 1  2 5 1 9 

(10) 環境配慮・緑化に関すること  1 4   5 

(11) 情報の周知等に関すること  6    6 

(12) その他     6 6 

合 計 1 57 65 50 10 183 

 

  

3



５ 具体的な意見の内容と市の考え方 

(1) 基本計画全般に関すること（22 件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 「食品流通拠点としての機能強化」や

「市民に親しまれる市場化」は、今後

も更に訴求される要素となると考えら

れるので、基本計画案に基づいた推進

を積極的に望む。 

基本計画案「第３章３ 機能更新における

課題と対応の方向性」にあるとおり、機能

更新においては、「食品流通拠点としての

機能の強化」、「市民に親しまれる市場化の

推進」など、主な課題を５つに整理すると

ともに、対応の方向性を「時代の変化に伴

う消費者ニーズの変化への対応」、「『物流

の 2024 年問題』を踏まえた流通機能の強

化」、「市民来場機会の確保、直接的還元の

促進」などそれぞれ定めております。各課

題の解決に向け、本計画に基づき、取組を

進めてまいります。 

Ｂ 

2 今まで延期を続け、進んでいなかった

北部市場の再整備が、基本計画の策定

を持ってスタートすることに大変期待

している。 

基本計画の策定に向け、これまで市場関係

者、周辺地域の方々、開発業者等を中心

に、様々な関係者との意見調整を行ってま

いりました。今後、機能更新事業者の公

募、その後の事業推進に向け、取組を進め

てまいります。 

Ｂ 

3 近江商人の哲学で「三方よし」という

言葉が広く知られているが、まさに市

場は、「商売において売り手と買い手

が満足し、社会に貢献できる」場だと

思う。安全性や効率化など、今の時代

にあった整備を行い、これから更に地

域に密着して市場を活性化させること

が、未来につなぐ社会貢献だと考え

る。 

機能更新においては、時代の変化に対応し

た加工・パッケージング・低温管理機能等

の整備、広域流通に対応したハブ機能の整

備を行うとともに、安全性・効率性に配慮

した施設配置・動線の構築などにより、広

域的食品流通拠点の実現を図るものとして

おります。また、基本計画案「第３章２

(2) 市民に親しまれる市場化の推進」にあ

るとおり、北部市場は、地域に存在する公

共施設として、市民来場機会の確保を図

り、市場運営についての理解を醸成すると

ともに、市民への直接的還元を促進してい

くこととしております。加えて、基本計画

案「第４章１(4) 社会的機能（食の安全・

安心、環境配慮、危機管理等）への対応に

ついて」にあるとおり、機能更新において

は、これらの社会的機能へ配慮した施設・

Ｂ 

区分 
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設備の整備等を行うこととしております。

機能更新を通じて、生産者にとっても、消

費者にとっても選ばれる市場となり、かつ

地域に貢献できる市場となることを目指し

てまいります。 

4 市場施設の建替えに関しては、施設の

老朽化の観点からも財政的な面から民

間への貸し出しを念頭に置いた点も理

解できる。また、市場における機能も

変わってきている事も近年の売上の推

移を見ても顕著に出ている様に感じる

ところも多々ある。総じて北部市場の

建替えには前向きにとまでは言えない

が概ね賛成する。 

基本計画案に沿って、新規機能の導入によ

る食品流通機能の強化・補完、卸売市場事

業特別会計の健全化・持続化、市民に親し

まれる市場化の推進など、本市の目指す食

品流通拠点の実現に向け機能更新の取組を

進めてまいります。 

Ｂ 

5 機能更新に係る全体的な計画として

は、概ね正論であり、政策自体に問題

は無いと考える。 

Ｂ 

6 北部市場と南部市場は、市民が生鮮食

品を安定的に入手するために不可欠な

場所と考える。今回の計画案は、今後

を見据え、これからの市場を考えた計

画になっていると思う。 

Ｂ 

7 令和２年６月の改正卸売市場法施行以

降、全国の卸売市場は新たな経営戦略

の策定等を実施しており、市場の重要

性・公益性を再確認すると共に、永続

的な市場機能の発展維持を目指す中

で、その地域に根差した独自の運営手

法を打ち出している。本市北部市場に

関しても改正法に則り見直すべき点は

見直し、強化される点は更に注力し、

新たなニーズや課題に対し柔軟かつ斬

新な手法を用いて市場運営がなされる

べきと強く考える。これまで市場に求

められてきた機能である集荷・分荷・

価格形成・情報受発信等に対し、市場

の内外を問わず、更なる意見集約・魅

力発信が重要になる。現状、広く外部

平成 30 年６月の卸売市場法改正を受け、

「川崎市卸売市場経営プラン」について、

市内における卸売市場の要否や公共関与の

是非といった基本的な点から再検証し、新

たな施策の方向性（規制緩和を活かした市

場運営）の追加や、目標実現に向け必要と

なる施設整備に関する項目の追加などを行

い、令和元年６月に改訂を行いました。ま

た、機能更新におきましては、課題の一つ

を「市民に親しまれる市場化の推進」とし

ており、その対応の方向性として「市民来

場機会の確保、直接的還元の推進」として

おります。課題解決に向け、卸売市場なら

ではの買い物・食事等を楽しめる環境の整

備や、場内事業者の皆様と連携した食育・

花育等の学習機会及び情報発信の充実等を

Ｂ 
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の意見を収集できる最も開かれた場

は、関連組合の「朝市」、「関連まつ

り」であり、現地に立つと、地産商品

への期待、市場全体の魅力向上や情報

発信等への思いを肌で強く感じる。都

市型の市場として、市内外から来場さ

れる方々に対し都市農業のポテンシャ

ルを最大化することや、近隣自治体か

らのアクセスの良さ、郊外も含めた物

流拠点としての強みを再確認していた

だくこと等を前面に打ち出し、基本計

画案を軸として、市民へ還元・貢献等

ができる市場を目指すべきと考える。 

図ってまいりたいと考えております。加え

て、北部市場の立地特性を活かし、ハブ機

能等を充実させ、高品質かつ豊富な品を集

めることで、生産者にとっても、消費者に

とっても選ばれる市場となることを目指し

たいと考えております。 

8 開場から 40 年以上が経過し、継続し

て活用できている部分と、時代に合わ

なくなってきている部分が出てきてい

る。これまで改修等を行ってきている

ものの、ツギハギ状態であり、すぐに

でも全体的な更新が必要な状況となっ

てきている。ソフトが更新されても、

元のハードが時代についてこれなけれ

ば有効活用にはつながらない。ハード

の入替えによって、時代に合った市

場、物流環境が構築されるものと想像

される。時代に即した取組を行うこと

は、大変素晴らしいことだと思う。目

の前の資金として、1,000 億円単位に

なるかとは思うが、今後 30 年から 50

年間にかけて、生鮮品の流通や食文化

を守るための投資だと思う。 

北部市場については、主要設備の著しい老

朽化への対応や、時代の変化に合わせた加

工・パッケージング、低温管理等の付加機

能の強化といった課題を踏まえ、施設の全

体的な機能更新を計画いたしました。加え

て、機能更新全体の事業期間を 62年と設

定し、事業期間に亘って市場運営の発展・

継続がなされるよう、収支計画等を行って

おります。長期間に亘って時代の変化に即

した生鮮食料品等の安定供給及び食文化の

発展がなされるよう、本計画に基づき、取

組を推進してまいります。 

Ｂ 
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9 市場法の改正を踏まえた食品流通の多

様化、生産者確保・維持と消費者ニー

ズの対応、取引規制の緩和等、従来の

流通システムに囚われない時代の変化

に即した機能更新が不可欠と考える。

今回の機能更新により、長期に亘る

154 万人を超える市民の食の安定施策

を実施すべきである。そのために、北

部市場の強みである立地優位性を生か

し、市内に留まらない広域商圏の食品

流通拠点ととらえ、競争力を備えた整

備が必要と思われる。単なる老朽化し

た市場の建て替えに留まらないでほし

い。 

基本計画案「第３章３ 機能更新における

課題と対応の方向性」にあるとおり、「時

代の変化に伴う消費者ニーズの変化への対

応」や、輸送面における北部市場の立地優

位性を活かし、「『物流の 2024 年問題』を

踏まえた流通機能の強化」等を図り、長期

間に亘って時代の変化に即した『首都圏に

おける広域的食品流通の拠点』となるよ

う、取組を推進してまいります。 

Ｂ 

10 安心、安全、公平な市場を期待してい

る。 

公平・公正な取引による価格形成を通じた

生鮮食料品等の安定供給は、卸売市場の使

命として欠かせないものと認識しておりま

す。市場運営のあり方等を定めた「川崎市

卸売市場経営プラン」に基づく基本計画案

に沿って機能更新の取組を進め、新規機能

の導入による食品流通機能の強化・補完、

卸売市場事業特別会計の健全化・持続化、

市民に親しまれる市場化の推進など、本市

の目指す食品流通拠点の実現を図ってまい

ります。 

Ｂ 

11 生鮮品の重要な拠点となる市場である

ことを前提に、相応しい品揃え、安定

供給を持続できるよう、流通の効率化

や環境への配慮とともに、生産者・需

要家のニーズに応えられる市場づくり

をお願いしたい。 

北部市場については、東名川崎 ICとの近

接により、西日本と首都圏の結節点として

適地であるという立地特性を活かし、ハブ

機能等を充実させ、高品質かつ豊富な品を

集めることで「首都圏における広域的食品

流通の拠点」の実現を図ることを目指して

おります。機能更新を通じて、生産者にと

っても、消費者にとっても選ばれる市場と

なることを目指し、取組を進めてまいりま

す。また、「川崎市地球温暖化対策推進実

施計画」に則り、環境配慮への対応も図っ

てまいります。 

Ｂ 

12 今回の機能更新に当たり、「首都圏に 北部市場については、東名川崎 ICとの近 Ｂ 
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おける広域的食品流通の拠点」として

北部市場はまさにベストと考えてい

る。現在の酒類業界において考察する

と、酒類流通の拠点として北部市場内

に構えることができれば、神奈川県内

に限らず東京都下にも流通網を張り巡

らせ、全国屈指の酒類流通拠点として

活動できると確信できる。今後の川崎

市の発展も考えあわせ、弊社としては

「首都圏における広域的食品及び酒類

流通の拠点」としての目標を掲げ、機

能更新に賛同し、市とともに取組させ

ていただきたい。 

接により、西日本と首都圏の結節点として

適地であるという立地特性を活かし、ハブ

機能等を充実させ、様々な分野の高品質か

つ豊富な品を集めることで「首都圏におけ

る広域的食品流通の拠点」の実現を図るこ

とを目指しております。機能更新を通じ

て、生産者にとっても、消費者にとっても

選ばれる市場となることを目指し、取組を

進めてまいります。 

13 北部市場は、老朽化が目立つとともに

機能性が悪いことは明確なので、基本

計画案に示されている事業スケジュー

ル以上に、できるだけ早いタイミング

での建て替えが必要だと考えている。 

施設老朽化への対応、時代の変化に合わせ

た食品流通機能の強化等を図るため、令和

６年度の機能更新事業者の公募に向け、取

り組んでいるところでございます。事業者

の選定後、環境影響評価や都市計画変更等

に要する時間をしっかり確保した上で、可

能な限り早いタイミングでの着工を目指す

とともに、工期の短縮を目指し、要求水準

書等の精査を行ってまいります。 

Ｄ 

14 施設供用開始まで長い期間がかかるた

め、仲卸業者等の動向もどうなるか分

からない。施設が竣工しても使用する

人がいないという事態にならないよ

う、配慮をお願いしたい。 

急激な社会経済環境の変化が起きているこ

とを踏まえ、早期の計画実施に向け、令和

６年度の機能更新事業者の公募を予定して

いるところでございます。事業者の選定

後、環境影響評価や都市計画変更等に要す

る時間をしっかり確保した上で、可能な限

り早いタイミングでの着工を目指すととも

に、工期の短縮を目指し、要求水準書等の

精査を行ってまいります。 

Ｄ 

15 機能更新については、検討時間がかか

りすぎると方針が決定したと同時に

「陳腐化」している恐れがある。どん

なに慎重に検討したとしても、周りの

環境や経済状況も変化していくため、

検討開始からかなりの期間が経過して

いる現在、これから施工までの時間を

基本計画の策定に向け、これまで市場関係

者、周辺地域の方々、開発業者等を中心

に、様々な関係者との意見調整を行ってま

いりました。急激な社会経済環境の変化が

起きていることを踏まえ、早期の計画実施

に向け、令和６年度の機能更新事業者の公

募を予定しているところでございます。事

Ｄ 
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考慮して早急に計画実施をした方が良

いのではないか。 

業者の選定後、環境影響評価や都市計画変

更等に要する時間をしっかり確保した上

で、可能な限り早いタイミングでの着工を

目指してまいります。 

16 余剰地活用を含め、長い期間の計画で

あり、買出人、場内事業者がなるべく

不便なく進めていただく事を望む。 

市場機能連携エリアの活用を含め、機能更

新は長期間に及ぶ事業であり、従来の市場

利用者の利便性や事業環境等を損ねること

なく、基本機能の強化を図るとともに、市

場機能連携エリア活用事業者との連携や一

般市民の来場を促進し、食品流通機能の底

上げや地域に根ざした市場の活性化を図る

ことが必要と考えております。そのため、

基本計画案において、基本機能の改善・強

化等を図ることや、ローリング工事実施に

当たっての業務効率低下防止等に加え、市

場機能連携エリアの活用に当たっての、余

剰地活用事業者と市場内事業者との取引・

業務連携による取扱量増加や、地域の価値

向上等の留意点を記載しております。機能

更新が買出人や場内事業者の利便性向上、

事業発展等につながるよう、取組を進めて

まいります。 

Ｂ 

17 北部市場の一員として、市民の皆様の

「食」に係る満足度の更なる向上、雇

用面における貢献を維持・発展させる

ためにも、我々を含む北部市場関係事

業者の事業環境の良化に寄与し、デメ

リットを極小化した機能更新としてい

ただくよう要望する。 

Ｂ 

18 基本計画案について、イメージしやす

いよう、もっと具体的な模型やスライ

ド等で説明をしてもらいたい。 

基本計画案は、卸売市場に必要な機能・規

模、施設整備の考え方や市場敷地を有効活

用するための土地活用の考え方など、機能

更新の基本的な考え方を整理するものであ

り、計画全体のイメージをまとめたものと

しては、「第 1章 川崎市中央卸売市場北

部市場機能更新に係る基本計画の全体像」

が、機能更新後の施設配置としては、「第

４章２(4) 現地建替（ローリング工事の実

施）について」のイメージ図がございま

す。なお、具体的な施設完成イメージ等

は、令和６年度に予定している機能更新事

業者の公募に際しての民間事業者からの提

案を踏まえ、決定してまいります。 

Ｄ 

19 川崎市住宅基本計画(案)では、北部市

場が立地する宮前区は、最寄駅へ遠い

基本計画案「第４章３(2) 市場機能連携エ

リア(余剰地)の活用コンセプト」にあると

Ｂ 

9



住宅の割合が川崎市７区の中でも圧倒

的に多く、宮前区のみ平成 25年から

平成 30 年にかけての空家率が増加傾

向であり、このままだと現在 21％以上

の高齢化率が令和 22 年には 10％以上

も上昇するといった課題があげられて

おり、世代間循環の促進が必要とさ

れ、若年層・子育て世帯の定住促進に

向けた取組として若年層・子育て世帯

に魅力あるまちづくりが提起されてい

る。そのため、北部市場が立地する周

辺地域が最寄駅から遠くても価値を向

上させるくらい若年層・子育て世帯に

魅力的な施設にすることをコンセプト

に付け加えていただくことが望まれ

る。 

おり、市場機能連携エリアにつきまして

は、「従来の卸売市場の延長線上の使い方

を基本とした市場機能及び災害時支援物資

拠点機能の強化」、「卸売市場ならではの特

色ある買い物・食事が楽しめる施設、食文

化の発展・継承を行う施設等による地域の

価値向上」、「中継機能（ハブ機能）等の充

実による食品流通ネットワークの強化」と

いう市のコンセプトに沿った上で、民間事

業者の創意工夫を活かした提案に基づき、

活用を図る予定です。機能更新を通じて、

食品流通機能の強化に加え、地域の皆様に

気軽にご利用いただき、様々な世代の方々

に愛される場所となること等を目指してま

いります。 

20 菅生緑地は約 13.4ha あり、北部市場

の約 16.8ha を加えると約 30ha にもな

る。これだけ公有地がまとまっている

地域は市内でも稀で価値が高い。一方

で、菅生緑地は尻手黒川線側からのア

クセスが悪く、川崎市民よりも横浜市

民の利用者の方が多い。PFI 手法を検

討する前にまず菅生緑地との連携や相

乗効果を考えるべきである。市場機能

の強化と共に、子供連れの市民が気軽

に「食と遊」を楽しめるようなコンセ

プトを取り入れる必要がある。ここを

市・区の観光名所として育て上げ、広

域の集客も図ることによって、宮前区

の課題である昼間人口の増加にも繋が

ると考える。北部市場西側敷地は少な

くとも全て緑地や広場として活用し、

川崎市民が尻手黒川線側からアクセス

しやすいように広域的な拡大・連携を

図る計画に見直した方が良い。更に横

浜生田線の横浜市側への接続も計画さ

れていることから、宮前平・鷺沼・た

機能更新におきましては、流通構造の変化

に対応した広域的な拠点となり得る北部市

場の立地ポテンシャルを踏まえ、卸売市場

本体の機能に加え、市場機能の強化、ハブ

機能の充実、地域の価値向上に資する機能

等として敷地全体を有効活用することとし

ております。機能更新を通じて、食品流通

拠点としての機能強化に加え、卸売市場な

らではの特色ある買い物・食事が楽しめる

施設、食文化の発展・継承を行う施設等を

整備し、地域の皆様に気軽にご利用いただ

ける場所となること等を目指してまいりま

す。また、菅生緑地との関わりにつきまし

ては、今後、事業者公募に向け要求水準書

等を作成する中で、緑地の確保、周辺環境

への配慮等の項目と関連し、整理を行って

まいります。バス路線を含む、菅生緑地へ

のアクセス向上につきましては、機能更新

により想定される交通環境への影響等を共

有するなど、関係部局と連携して取り組ん

でまいりたいと考えております。 

Ｄ 
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まプラーザ駅からのバス路線の見直し

も検討が必要である。これには建設緑

政局や交通局との協議が必要と考え

る。 

21 運営の方向性をあえて定めないことも

検討いただきたい。従来の市場やモー

ル化した市場等、様々な形態の市場が

あるが、業種・取扱品目により単方向

での事業を定めると盛衰を起している

ことが見えてくる。そのため、もっと

多様な展開を生み出す市場にしてほし

い。 

開設者と市場関係者が一体となって機能を

維持、持続させるため、市場運営のあり方

等を明確にし、共通認識を持つことは必要

なものと考えております。そのため、平成

28 年 2 月に「川崎市卸売市場経営プラ

ン」を策定（その後、令和元年 6 月に改

訂）しており、基本計画案はその経営プラ

ン等に基づくものとなっております。一方

で、機能更新では、民間事業者のアイデア

やノウハウを最大限活用する民間活用を行

う予定です。本市の定める一定の方向性の

下、可能な限り民間事業者の創意工夫を取

り入れ、効率的・効果的な事業実施及び市

民サービスの提供等ができるよう、取り組

んでまいります。 

Ｄ 

22 基本計画案第３章の卸売市場事業特別

会計の現況を見ると、支出が収入を上

回り、恒常的に一般会計から２億円以

上の繰入を行っている。その主な原因

を収入不足と施設整備費の増加と書か

れているが、更なる掘り下げが必要で

はないか。今回の計画は令和 19 年に

竣工予定であるが、工事期間中は更な

る支出増が予想され、何もしないと赤

字幅がどんどん拡大していくと考えら

れる。早急に検証を行い、赤字幅の縮

小に努めるべきである。経営プランの

成果目標に対する達成率やその客観的

な評価・分析を記載すべきである。 

「川崎市卸売市場経営プラン」につきまし

ては、令和７年度末を終期としているた

め、令和６年度より、次期経営プランの策

定に向けた検討を開始する予定です。経営

プランの評価・分析等は、その検討を行う

中で実施する予定でございます。基本計画

案「第２章２(3)ウ 次期経営プランとの

整合」にあるとおり、次期経営プランの策

定に当たっては、機能更新の考え方と整合

を図りつつ、現経営プランの評価等を踏ま

え、今後の市場運営のあり方、新たな目標

取扱量の設定等について検討してまいりた

いと考えております。 

Ｄ 
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(2) 市場の機能・規模・設備に関すること（43 件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 南部市場との役割・機能分担、相乗効

果を意識したビジョン作りは良いと思

う。 

基本計画案の「第２章２(2) 北部市場・南

部市場それぞれの位置付け」にあるとお

り、北部市場については、食品流通拠点と

しての側面に着目して機能更新を検討する

ものとし、南部市場については、駅前かつ

都心に近い立地などから、人流の拠点とし

ての側面（マーケット的側面）に着目して

今後のあり方を検討するものとしており、

両市場はそれぞれの位置付けの下、両軸と

して、各々のポテンシャルに着目した検討

を同時並行で進めてまいります。 

Ｂ 

2 北部市場は全国でも有数の拠点市場で

あることから、流通面で市民への貢献

度が最大となる市場づくりが大切と考

えており、市民が親しめる市場づくり

は南部市場に機能分担すべき。 

Ｂ 

3 北部市場・南部市場それぞれの位置付

けについて、両市場のポテンシャルに

着目、検討を同時で進めていく必要が

ある。共に重要な生鮮食料品の流通基

地であるが、立地場所を考慮すると同

一の機能・役割を担う事は適していな

い。個々の市場の特徴や規模、周辺環

境、特に社会性を重んじた役割に着目

して検討を進める事が大事であると考

える。北部市場は物流上の利点を活か

し広域的な物流体制を整備し、南部は

地域密着型の食品流通拠点としてより

消費者に密着した運営を心がけるべき

である。特に、南部市場は川崎の中心

地近くに位置し、情報の発信並びに消

費者の集う楽しい生鮮市場を標榜して

いる。市場は昔から物流面に長けてお

り、産地からの輸送便は先人達が作り

上げた生鮮品の重要路である。この動

線を活かしてこそ、鮮度の良い生鮮品

が消費者に供給可能となると考える。 

Ｂ 

  

区分 
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4 機能更新後の 50 年に亘る活用に向け

て、フレキシブルな設備、ソフトへの

対応が可能な施設にすることと同時

に、災害時の拠点としての機能を維持

し、地域社会に貢献できる市場である

ことを望む。 

機能更新においては、取扱量の変動に伴う

施設規模需要の変動や、社会経済環境の変

化に伴う機能の再構築等に備え、可能な限

り可変性の高い構造等に配慮することとし

ております。また、北部市場が県・市の災

害時支援物資等の集積拠点となっているこ

とを踏まえ、機能更新における課題の一つ

に「災害時の支援物資の拠点としての機能

の強化」を定めています。市場施設を長期

に亘り無駄なく活用するとともに、地域社

会への貢献を果たしていきたいと考えてお

ります。 

Ｂ 

5 今まで市場は３悪（汚い・うるさい・

長い時間稼働）とされており、周辺住

民の理解があって運営できていた。し

かし、これからの市場は社会貢献を主

軸に地域の方々に喜んでいただく市場

に変貌するべきである。環境に配慮

し、文化を重んじ、福祉にも積極的な

市場となり、そして有事の際の避難場

所としても重要な役割を果たせる市場

にしてほしい。 

基本計画案「第３章２(2) 市民に親しまれ

る市場化の推進」にあるとおり、北部市場

は、地域に存在する公共施設として、市民

来場機会の確保を図り、市場運営について

の理解を醸成するとともに、市民への直接

的還元を促進していく必要があると考えて

おります。そのため、機能更新を契機とし

て、卸売市場ならではの買い物・食事等を

楽しめる環境の整備や、食育・花育等の学

習機会及び情報発信の充実等を図ってまい

ります。また、基本計画案「第４章１(4) 

社会的機能（食の安全・安心、環境配慮、

危機管理等）への対応について」にあると

おり、機能更新においては、これらの社会

的機能へ配慮した施設・設備の整備等を行

うこととしております。機能更新を通じ

て、地域に貢献し、多くの方々に活用して

いただける市場となることを目指してまい

ります。 

Ｂ 

6 市場見学の希望が年々増加していると

感じる。卸売市場は教育の場としての

役割もあることを考慮していただきた

い。 

北部市場では、現在も定期的に食育や花

育、市場見学等のイベントを実施しており

ます。機能更新に当たっては、それらの教

育の場としての役割も十分果たすことがで

きるよう、食文化の継承・発展に向けた各

種イベント等が円滑に実施できる会場・設

備の整備や施設構造の工夫等を行ってまい

Ｂ 
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りたいと考えております。 

7 市場は一般の方も買い物に来て、昔な

がらの「人との関わり」がある。隣人

とも話さない世の中になりつつある

今、世の中のニーズに合わせ変化する

ことは必要だが、売上や値段が大事と

いう発想だけでなく、お金に反映でき

ないものも大切に残してほしい。 

地域の方々と市場関係者とのふれあいを含

む市民に親しまれる市場化や食文化の発

展・継承などは、地域に存在する公共施設

である北部市場にとって、大変重要なもの

であると認識しております。これらのこと

は、基本計画案において、「機能更新にお

ける課題と対応の方向性」や「市場機能連

携エリア(余剰地)の活用コンセプト」に位

置付けておりますので、計画案に沿って取

組を推進してまいります。 

Ｂ 

8 輸配送、荷捌きの効率化は担い手が不

足する中で、流通インフラを維持する

生命線でもあるため、行政課題として

取り組んでいただきたい。 

「物流の 2024 年問題」等による全国的な

輸送能力の低下の影響は、食品流通の要と

なる卸売市場にとって大変大きいものと認

識しております。そのため、基本計画案

「第４章２(3)エ 「物流の 2024 年問題」

に係る物流施策全体との整合」にあるとお

り、機能更新においては、国の物流施策全

体の方向性との整合性を図りながら進める

とともに、東名高速道路を核とする中継拠

点等として有効に機能するための転配送専

門施設の設置など、広域的な食品流通の効

率化と輸送従事者の労働環境改善に資する

機能等の整備・拡充を図るものとしており

ます。 

Ｂ 

9 北部市場が今後も発展し、物流の要と

して選ばれ続けるには、物流に対する

理解、上辺だけでない 2024 年問題に

対する本質の理解が必要かと思う。日

本全国から北部市場には生鮮品が集ま

ってくる。北部市場ならば、安定した

価格で販売ができるという、農協や農

家からの期待値の高さの表れだと思

う。しかし、結果として、それが物流

業界の過剰労働に繋がってしまってい

る。また、元々ハードワークにて金銭

を稼ぐことを目的にしている方々が集

まった業界のため、現場と政策のギャ

「物流の 2024 年問題」等による全国的な

輸送能力の低下の影響は、食品流通の要と

なる卸売市場にとって大変大きいものと認

識しております。そのため、基本計画案

「第４章２(3)エ 「物流の 2024 年問題」

に係る物流施策全体との整合」にあるとお

り、機能更新においては、国の物流施策全

体の方向性との整合性を図りながら進める

とともに、東名高速道路を核とする中継拠

点等として有効に機能するための転配送専

門施設の設置など、広域的な食品流通の効

率化と輸送従事者の労働環境改善に資する

機能等の整備・拡充を図るものとしており

Ｃ 
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ップが生じている。物流の要として、

現場の声を吸い上げ、各方面へ意見す

ることが必要と考える。他の政策等と

ぶつかることもあるかと思うが、その

際に、一端を担う市としてどう考える

のか。安定した食品流通を維持するた

めには、物流業界への理解と操業環境

改善に向けた覚悟が必要かと思う。 

ます。現場と政策のギャップを埋め、意義

ある施策とするためにも、輸送事業者等と

の意見交換等を継続してまいります。 

10 物流 2024 年問題への対応について。

トラック輸送能力の低下が指摘されて

いるが、尻手黒川線沿いには川崎貨物

ターミナル（JR 貨物）がある。一部貨

物のモーダルシフトやそれによるコン

テナ輸送を検討すべきではないか。 

モーダルシフトにつきましては、近年で

は、北海道においてトラックに代わる鉄道

輸送の実証実験や、北九州市の青果卸売業

者において、九州各県の荷を集約し、大ロ

ットで首都圏への船舶輸送を行う取組など

が実施されており、輸送従事者の負担軽減

や環境負荷の低減等の面からも推進すべき

ものであると考えております。場内事業者

において、モーダルシフトを含めた効率的

な食品輸送が促進されるよう、連携・情報

共有等を図ってまいります。 

Ｄ 

11 立体駐車場の設置について。立体駐車

場でトラックによる配達や荷下ろし等

ができるのか。 

立体駐車場につきましては、主に市場従業

員の駐車場とし、買出人等の駐車場は、荷

捌きに係る利便性を考慮し、立体駐車場と

は別の配置・構造等とすることを想定して

おりますが、駐車場整備に関する具体的な

条件については、今後、機能更新事業者の

公募に向け要求水準書等を作成する中で、

精査を行ってまいります。 

Ｄ 

12 北部市場は流通の拠点であり、配送セ

ンターではない。多くのお客様に来場

していただく事が最重要課題であり、

車が留めやすく、買出ししやすい事が

重要と考える。個々の関連事業者にお

いては色々な考え方があるが、その中

でも水産仲卸の店舗と同じフロアが望

ましいとの意見が多く、それはお客様

の事を第一に考えたゆえの意見だと感

じる。お客様専用駐車場の充実を図

り、各部門でお客様をお迎えすること

施設配置につきましては、基本計画案「第

４章２(3)ウ 効率的かつ安全性の高い動

線(施設配置)の構築」にあるとおり、事業

者と一般市民が共に利用することが多い機

能である水産仲卸売場・関連商品売場等を

近接するなどし、来場者の安全確保と事業

者の作業効率向上等を図ってまいります。

駐車場の規模につきましては、将来的に過

大なものにならないよう、取扱量推計値を

算出した上で、国の「卸売市場施設規模算

定基準」を参考にして算定しております。

Ｄ 
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こそが市場のあり方だと思う。 一方で、取扱量は社会経済環境の変化等に

より変動するものでもあるため、変動に柔

軟に対応できるよう、他機能への転換等に

配慮した可変性の高い構造にするととも

に、市場機能連携エリアを含め敷地を一体

的に活用することを計画案に記載しており

ます。機能更新では、社会的に必要な機能

を整備し、無駄なく活用することを目指し

てまいります。 

13 従業員の駐車場については地下駐車場

を作り低額での貸し出しを望む。 

基本計画案におきましては、土地の有効活

用及び造成費節約等の観点から、市場従業

員は主に立体駐車場の活用を想定しており

ます。駐車場整備に関する具体的な条件に

ついては、今後、機能更新事業者の公募に

向け要求水準書等を作成する中で、精査を

行ってまいります。 

Ｄ 

14 もっと一般の人達が気軽に訪れること

ができるように駐車場を分かりやすく

してほしい。 

基本計画案「第４章２(3)ウ(ｲ) 事業者・

一般の動線区分の考え方」にあるとおり、

一般来場者の安全確保と事業者の作業効率

向上を図るため、事業者向け・一般向けの

駐車場区分を明確にすることとしておりま

す。機能更新を通じて、一般市民が気軽に

来場できる環境の整備に努めてまいりま

す。 

Ｂ 

15 仲卸売場から配送をスムーズに行うた

め、買出人駐車場を併設し、かつ雨天

でも作業が効率的に行えるように屋根

（庇）の設置をお願いしたい。また、

屋根部分の必要面積についても精査願

いたい。 

買出人の駐車場につきましては、「各店舗

と近接させる」又は「階層が分かれた場

合、業務用エレベーターやスロープ等の活

用で円滑な動線を構築する」などの工夫に

より、利便性を損なわないよう配慮してま

いりたいと考えております。また、基本計

画案「第４章２(3)ア 庇(屋根)付きトラ

ックバース等の整備・拡充」にあるとお

り、荷捌きスペースには庇又は屋根を整備

し、商品が雨ざらしになることを防止し、

品質管理の向上を図ることとしておりま

す。駐車場や庇の整備に関する具体的な条

件については、今後、機能更新事業者の公

募に向け要求水準書等を作成する中で、精

Ｂ 
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査を行ってまいります。 

16 市場関係者が業務を行なうスペースや

荷捌きスペースなどは、ゲリラ豪雨の

増加等も踏まえ、雨に濡れない配慮が

必要と考える。屋根が少ないために荷

物にシート掛けを行うことはかなりの

重労働となる。また、雨に濡れないこ

とは買出人や一般客への配慮にもな

る。 

基本計画案「第４章２(3) 各機能の整備・

動線(施設配置)等の考え方」のアにあると

おり、機能更新に当たり、荷捌きスペース

には、大型車が収まるサイズの庇又は屋根

を整備することとしております。機能更新

を契機として、品質管理の更なる向上を図

ってまいります。 

Ｂ 

17 市場の道路・充実した荷下ろしスペー

スの確保・動線問題について。現状、

青果部と花き部の間の道路が狭く、大

型車とフォークリフト等の接触の可能

性があり危険である。特に０～２時頃

の夜中が混雑し、危険性が高まる。

「通行路と荷下ろしスペースの確

保」、「車両動線等の改善」、「警備体制

の強化」をもっとしていくべきではな

いか。 

基本計画案「第３章２(1) 食品流通拠点と

しての機能の強化」にあるとおり、路上

(通行路)での荷捌き、車両滞留、部門間動

線の交錯・重複、事業者向け・一般向け動

線の混在の解消等は、安全面・衛生面、作

業効率等の観点から、重要な課題であると

認識しております。そのため、「第４章２

(3) 各機能の整備・動線(施設配置)等の考

え方」に沿って、改善を図ってまいりま

す。また、警備体制の強化につきまして

は、効果的な警備業務の実施に向け、場内

の安全確保等に必要な内容の精査等を行っ

てまいります。 

Ｃ 

18 現在の北部市場では、一部の仲卸業者

等が荷捌き場所の確保に難航してお

り、駐車場で荷捌きが行われていたり

する。機能更新においては、荷捌き専

用の場所を作り、時間貸し等をした方

がよいと思う。 

基本計画案「第３章２(1)ア トラックバ

ース及び屋根付き荷捌きスペースの不足に

よる路上など青空下での荷捌き」にあると

おり、現在の北部市場では、荷捌きスペー

ス等の不足により駐車場や通行路での荷捌

きが行われている状態であり、改善が必要

と認識しております。機能更新では、荷捌

きを行える屋根付きスペースや、買荷保管

積込所の拡充等により、場内利用の適正化

を図ってまいります。 

Ｂ 

19 生鮮食料品の安定供給は人間にとって

大変重要な事であり、それを踏まえ、

食品流通を卸売市場が基幹的に担った

時代と現在とで何が変化したのか、掘

り下げて考えるべきである。政策の立

案・実施が後追いで行われてきた事に

基本計画案「第４章２(3)イ 加工・調製

等の付加機能及び低温管理機能の整備・拡

充」にあるとおり、機能更新事業において

は、消費者ニーズの変化への対応として、

加工・調製・パッケージング等の付加機

能、及び売場施設等における低温管理機能

Ｂ 
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大きな問題がある。端的に言うと、卸

売業者が近年台頭してきた大型食品ス

ーパー（GMS 等）のニーズに応え、な

おかつ卸売市場法に従う形で事業を行

なってきた事は結果的に卸売業者等の

収益性を大きく悪化させたのである。

さて、現在の量販店は市場側に加工や

温度管理を望んでおり、これに応える

ためには施設整備が必要である。イン

フラ整備に川崎市が対応しようとして

いる事はとても素晴らしいと思う。し

かし、様々な要請に柔軟に対応できる

設備でないと陳腐化していくため、フ

レキシブルな対応が可能な設備を望

む。 

等の整備・拡充を図るものとしておりま

す。また、「第４章１(2) 施設ごとの整備

主体について」にあるとおり、加工調製施

設については、場内事業者ごとに方針が異

なる部分であり、事業者の営業利益の確保

に直結する機能であることや、取引先のニ

ーズに合わせて迅速かつフレキシブルな対

応が求められることから、機器・設備等の

整備は各事業者において行い、開設者はこ

れらの機能の設置に必要となるフロアやイ

ンフラ等の環境整備を行うものとしており

ます。時代の変化に合わせて、施設・設備

等の柔軟な活用が図られるよう、今後、事

業者公募に向け要求水準書等を作成する中

で、具体的な構造等について精査を行って

まいります。 

 

20 一般来場者・運搬車両・市場従事員の

車両等あらゆる出入りがスムーズに行

えるよう、車両の利便に配慮した敷地

の利用法を検討する必要があると考え

る。例えば、バス、タクシー等の乗り

入れ又は配車場として一部外部へ貸出

すことでターミナルとしてこの立地を

活用するなど。それらの活用方法は、

「物流の 2024 年問題」への対応や宅

配サービスの多様化等、輸送に関する

問題に起因する更なるサービスの発

生・進化に対応することもできると考

える。 

広域的食品流通拠点の実現に向け、輸送車

両等の円滑な入退場は必須であると考えて

おりますので、基本計画案「第３章３ 機

能更新における課題と対応の方向性」にあ

るとおり、機能更新においては、車両動線

を含む基本機能の改善・強化を図ってまい

りたいと考えております。また、市場敷地

の活用につきましては、基本計画案「第４

章３(2) 市場機能連携エリア(余剰地)の活

用コンセプト」にあるとおり、「従来の卸

売市場の延長線上の使い方を基本とした市

場機能及び災害時支援物資拠点機能の強

化」、「卸売市場ならではの特色ある買い

物・食事が楽しめる施設、食文化の発展・

継承を行う施設等による地域の価値向

上」、「中継機能（ハブ機能）等の充実によ

る食品流通ネットワークの強化」という市

のコンセプトに沿った上で、民間事業者の

創意工夫を活かした提案に基づき、活用を

図る予定です。市場機能連携エリアの活用

により、食品流通機能の底上げや地域に根

Ｄ 
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ざした市場の活性化、及び「物流の 2024

年問題」に対応する輸送能力の強化等を実

現できるよう、取組を進めてまいります。 

21 北部市場は東名川崎 IC近接等の特性

や、場内に運輸業者がいることなどか

ら、ガソリンスタンドを誘致したらよ

いのでは。そうすれば、一般客は買い

物している間に洗車サービスを受ける

など、サービスの幅が広がると思う。 

機能更新では、卸売市場として必要な機能

の整備に加え、市場機能連携エリアについ

て、「従来の卸売市場の延長線上の使い方

を基本とした市場機能及び災害時支援物資

拠点機能の強化」、「卸売市場ならではの特

色ある買い物・食事が楽しめる施設、食文

化の発展・継承を行う施設等による地域の

価値向上」、「中継機能（ハブ機能）等の充

実による食品流通ネットワークの強化」と

いう市のコンセプトに沿った上で、民間事

業者の創意工夫を活かした提案に基づき、

活用を図る予定です。ガソリンスタンドの

設置につきましては、経済動向、周辺環境

等を踏まえた、機能更新事業者の選定に際

しての民間事業者からの提案を踏まえ、判

断するものと考えております。 

Ｃ 

22 将来の人口減少が想定される一方で、

小規模市場の弱体化に伴う拠点市場と

しての役割が増加することを踏まえた

目標取扱量の設定、及びそれに向けた

ソフト面の施策を明確にしていただき

たい。市場施設規模については、小売

りや業務需要など従来型の市場機能

と、量販店などを中心とする物流セン

ター型の市場機能の特性を十分に検証

した上で、適正な規模を設定していた

だきたい。流通構造が大きく変化する

中、将来の見通しが難しいことを念頭

に、用途転換に対応できる柔軟な施設

づくりや、将来的な拡張余地の確保な

ども検討していただきたい。 

売場施設等の規模設定につきましては、将

来的に市場施設が過大なものにならないよ

う、卸売業者の経営計画等を踏まえた取扱

量の推計値を算出し、国の「卸売市場施設

規模算定基準」を参考に施設規模を計算し

た上で、場内事業者の施設利用実態等を踏

まえた補正を行い算定しております。加え

て、社会経済環境の変化等による取扱量の

変化にもフレキシブルに対応できるよう、

市場施設は機能の再構築や転換等に配慮し

た可変性の高い構造にするとともに、市場

機能連携エリアを含め敷地を一体的に活用

することを計画案に記載しております。今

後、事業者公募に向け要求水準書等を作成

する中で、併せて拠点市場化に適したソフ

トの導入等にも配慮することを検討してま

いります。 

Ｃ 

23 機能更新により卸売場等の面積が圧縮

されるが、これには相半する２つの考

卸売場等の規模設定につきましては、将来

的に施設が過大なものにならないよう、卸

Ｂ 
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え方が出てくると思っている。①本来

の物流主体の考えであれば広い方が利

便性に富んでいる。自由に大きな場所

を効率よく動かす事は生産性のアップ

に繋がると考える。②一方で、需給バ

ランスで価格形成を行う重要機能であ

った『せり』が現在は形骸化され、価

格形成は生産者側の損益をもとに行わ

れるようになってきている。現在は、

②により、人とモノを集める労働集約

的卸売業の体質から商流と物流が分離

する分散型の卸売業に移行してきてお

り、無駄に広い売場の必要性は無くな

ってきている。このように、求めるサ

ービスの基本に立ち、収益体制を構築

していく事が重要と考える。 

売業者の経営計画等を踏まえた取扱量の推

計値を算出し、国の「卸売市場施設規模算

定基準」を参考に施設規模を計算した上

で、場内事業者の施設利用実態等を踏まえ

た補正を行い算定しております。加えて、

社会経済環境の変化等による取扱量の変化

にもフレキシブルに対応できるよう、市場

施設は機能の再構築や転換等に配慮した可

変性の高い構造にするとともに、市場機能

連携エリアを含め敷地を一体的に活用する

ことを計画案に記載しております。機能更

新では、社会的に必要な機能を整備した上

で、時代に合わせた卸売業者等の営業体制

の変化に柔軟に対応し、施設を無駄なく活

用することを目指してまいります。 

24 基本計画案では駐車場が削減されてい

るが、一方で「今後は更なる市民来場

機会の確保を図り市民への直接的還元

を推進していくことが必要」とある。

現状でも駐車スペースが不足している

と感じており、その状況で削減してい

ては「更なる還元」は見込めないと思

う。駐車場は逆に増設の必要があると

思う。それに伴い、警備管理の強化も

必要に思う。 

駐車場の規模につきましては、将来的に過

大なものにならないよう、取扱量推計値を

算出した上で、国の「卸売市場施設規模算

定基準」を参考にして算定しております。

一方で、取扱量は社会経済環境の変化等に

より変動するものでもあるため、変動に柔

軟に対応できるよう、他機能への転換等に

配慮した可変性の高い構造にするととも

に、市場機能連携エリアを含め敷地を一体

的に活用することを計画案に記載しており

ます。機能更新では、社会的に必要な機能

を整備し、無駄なく活用することを目指し

てまいります。警備の強化につきまして

は、効果的な警備業務の実施に向け、場内

の安全確保等に必要な内容の精査等を行っ

てまいります。 

Ｄ 

25 現在でも駐車場が不足していると思

う。駐車場が減ると、市場内従業員は

もちろん、買い物にくる市民も困る。 

駐車場の規模につきましては、将来的に過

大なものにならないよう、取扱量推計値を

算出した上で、国の「卸売市場施設規模算

定基準」を参考にして算定しております。

一方で、取扱量は社会経済環境の変化等に

より変動するものでもあるため、変動に柔

Ｄ 

26 基本計画案では駐車場が現状比 81％と

なっているが、不足はないのか。不安

がある。 

Ｄ 
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軟に対応できるよう、他機能への転換等に

配慮した可変性の高い構造にするととも

に、市場機能連携エリアを含め敷地を一体

的に活用することを計画案に記載しており

ます。機能更新では、社会的に必要な機能

を整備し、無駄なく活用することを目指し

てまいります。 

27 関連事業者における各店舗の規模（２

階倉庫・事務所含む）は現状維持を望

む。 

関連商品売場の規模につきましては、将来

的に施設が過大なものにならないよう、３

部門の売場施設等の考え方を準用し、実績

から推計した機能更新後の販売額に基づき

施設規模を算出し、事業者の施設利用実態

を踏まえた補正を行い、現状比の約 79％

と算定しております。一方で、販売額は社

会経済環境の変化等により変動するもので

もあるため、変動に柔軟に対応できるよ

う、他機能への転換等に配慮した可変性の

高い構造にするとともに、市場機能連携エ

リアを含め敷地を一体的に活用することを

計画案に記載しております。機能更新で

は、社会的に必要な機能を整備し、無駄な

く活用することを目指してまいります。 

Ｄ 

28 青果・水産など売上の推移に応じて面

積を変更するのは理解できるが、なぜ

財政的な問題も定義しているのに管理

事務所が増えているのか、売上の縮小

を前提としているのなら管理する人員

も含めて行政としても削減を進めない

と整合性が無いように感じるし理解も

得難いと思う。 

機能更新後の市職員数に関しましては、

PFI 事業の実施に伴う業務効率化を考慮

し、一定数減員することを前提として、

「第４章５ 事業期間における北部市場関

係収支」において収支シミュレーションを

行っております。管理事業所が 101％に増

加している理由は、市職員によるものでは

なく、基本計画案「第４章１(1)エ その他

の市場施設（関連商品売場、管理事務所

等）の規模について」の「管理事務所」欄

の※に記載があるとおり、現在は、物販・

飲食以外の関連事業者がスロープ下や充電

車車庫内など市場内に点在しており、機能

更新後は管理事務所に当該事業者を集約す

るためです。適切な PFI 事業の実施によ

り、業務の効率化及びより良いサービスの

Ｄ 
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提供等に努めてまいります。 

29 冷蔵・冷凍施設は、規模の設定や維持

管理手法の検討が必要だと思うが、ど

のように考えているのか。 

開設者が整備する冷蔵・冷凍施設の規模に

つきましては、将来的に施設が過大なもの

にならないよう、場内事業者の荷に限定し

た取扱量推計に基づく施設規模を算出した

上で、施設運営者が経営を維持できる規模

となるよう補正を行い、算定しておりま

す。また、場内事業者自らの利益拡大のた

めに要する分については、各事業者におい

て整備していただくことを想定しておりま

す。開設者が整備する冷蔵・冷凍施設の維

持管理につきましては、市場施設の公共性

と事業継続のための採算性のバランスを図

りながら、最も効率的に運営することがで

きる事業者を選定(指定)することを考えて

おります。 

Ｄ 

30 新型コロナウイルス感染症が落ち着き

つつある中、食の安心・安全は市民生

活に不可欠な要素として従前以上の関

心が集まっているものと認識してお

り、かかる状況下、市場関係者として

地元・川崎市での事業を一層発展させ

ることを志向している。基本計画案で

は、機能更新後の冷凍・冷蔵施設規模

を現況比で 63％とする旨が示されてい

るが、我々は今後も北部市場を本拠地

として市民生活及び市場への貢献を深

化させていきたいと考えている。 

開設者が整備する冷蔵・冷凍施設の規模に

つきましては、将来的に施設が過大なもの

にならないよう、場内事業者の荷に限定し

た取扱量推計に基づく施設規模を算出した

上で、施設運営者が経営を維持できる規模

となるよう補正を行い、算定しておりま

す。また、場内事業者自らの利益拡大のた

めに要する分については、各事業者におい

て整備していただくことを想定しておりま

す。機能更新では、社会的に必要な機能を

整備し、食品流通拠点としての機能の強化

を図りながら、施設を無駄なく活用するこ

とを目指してまいります。 

Ｂ 

31 低温管理等の需要増に対応する機能強

化が課題とされている一方で、機能更

新後の冷蔵・冷凍施設の規模は大幅減

の現状比 63％と設定されている。この

ことの整合性がよく理解出来なかった

ので、補足説明をお願いしたい。 

基本計画案における低温管理機能は、卸売

場、仲卸売場、買荷保管積込所等の低温化

を指しております。一方の冷蔵・冷凍施設

は、いわゆる大型の冷蔵・冷凍倉庫であ

り、施設運営者が場内事業者から冷蔵・冷

凍貨物の預かり等を行う施設を指しており

ます。現在の北部市場では、各売場の低温

管理機能が不足しており、コールドチェー

ンの確保が課題となっております。一方

Ｄ 
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で、冷蔵・冷凍施設はスペースに余剰が発

生した場合には、場外事業者の荷を扱うな

どの有効活用を図っている状態です。機能

更新においては、将来的に過大な施設とな

らないよう、各売場等の低温化の規模につ

いては、取扱量推計値における要冷蔵品目

の量を算出した上で、売場施設等の規模算

定方法を準用し、算定しております。冷

蔵・冷凍施設の規模については、場内事業

者の荷に限定した取扱量推計に基づく施設

規模を算出した上で、施設運営者が経営を

維持できる規模となるよう補正を行い、算

定しております。加えて、低温管理機能、

冷蔵・冷凍施設ともに、場内事業者自らの

利益拡大のために要する分については、各

事業者において整備していただくこととし

ております。機能更新では、社会的に必要

な機能を整備し、食品流通拠点としての機

能の強化を図りながら、施設を無駄なく活

用することを目指してまいります。 

32 市場の看板、各種表示が統一されてお

らず新旧も混在している。公道等に設

置している案内板も少なく感じる。 

各棟における案内版等の統一は、市場内回

遊に当たっての分かりやすさ、市場の一体

感を出すためにも必要なものと認識してお

りますので、機能更新を契機とした表示の

統一を図ってまいります。また、公道にお

ける案内板の増設については、必要に応じ

て対応してまいりたいと考えております。 

Ｃ 

33 市場内の感染症対策について。診療所

における感染症対策では、通常診療と

感染者の隔離が課題となるが、市場内

診療所の入口は一つのため、一方向へ

の誘導しかできず、診療に制限が生じ

ている（感染者を以前のように診察で

きない）。今後は、温暖化の影響で未

知の感染症が発生することが予測され

る。その状況をふまえ、診療所の出入

口は通常診療と感染者を分けるため２

つ必要と考える。また、感染症対策と

各市場施設における設備・配置等に関する

具体的な条件等につきましては、今後、機

能更新事業者の公募に向け要求水準書等を

作成する中で、検討してまいります。ま

た、機能更新において、新たな感染症等を

想定した対策を講じることは必要なものと

考えておりますので、換気の強化を含め、

整備に係る適切な条件等を検討してまいり

ます。 

Ｃ 
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して換気の強化が必要である。診療所

だけでなく、事務所等を含む市場全体

で換気設備の強化が必要と考える。加

えて、災害時における医師会との連携

や診療所の活用に向け、診療所は１階

に配置することが妥当と考える。 

34 建造物について。通信等の設備につい

ては将来的にも容易に更新に対応でき

るよう、維持管理面を考慮した構造を

望む。プレハブ等も近年進化は著しい

ので、候補として良いのではと考え

る。 

建造物における通信等のインフラ設備につ

いて、技術の進展等に合わせて容易に更新

が可能な構造等とすることなどは、長期に

亘り施設を活用する上で、大変重要なこと

であると認識しております。現在、事業者

公募に向け要求水準書等を作成する中で、

発注に係る具体的要件等について精査して

いるところでございますので、これらのこ

とに十分配慮しながら取り組んでまいりま

す。 

Ｃ 

35 仲卸売場等において店舗としての利用

が主体ではなく、仕分け等に利用して

いるスペースについては、強固な建物

である必要はないと考える。やはり、

店舗としての活用でないと、活気が不

足し雰囲気も良くならないと考える。 

基本計画案「第４章２(3)ウ 効率的かつ

安全性の高い動線(施設配置)の構築」の

(ｲ) にあるとおり、主に仲卸売場及び関連

商品売場において、店舗をターゲット別・

利用目的別に配置し、買出人等の回遊動線

へお配慮を行うとともに、エリアの統一感

確保を図ることとしております。店舗等の

具体的な構造・仕様等につきましては、今

後、機能更新事業者の公募に向け要求水準

書等を作成する中で、精査を行ってまいり

ます。 

Ｃ 

36 卸売業者、仲卸業者等が自ら施工すべ

き部分と、市側で施工する部分の境

（間仕切り、内装、設備等）がどこな

のかが気になっている。それ次第で

は、退去時の原状復帰等を考慮する

と、入居も撤去もそれなりに費用がか

かることが想定され、投資額に不安が

ある。 

開設者において整備する市場施設の設備・

機器等の範囲につきましては、他市場にお

ける事例等も参考に、今後、事業者公募に

向け要求水準書等を作成する中で、精査を

行ってまいります。 

Ｃ 

37 トイレを綺麗にしてほしい。 令和３年６月から卸売業者等に義務付けら

れた「HACCP の考え方を取り入れた衛生管

理」の徹底・充実のためにも、専用の流水

Ｃ 
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式手洗い設備の設置や作業場に汚染の影響

を及ぼさない構造とするなど、トイレに関

する衛生管理は重要なものと認識しており

ます。トイレの整備・維持管理に関する具

体的な要件等につきましては、今後、事業

者公募に向け要求水準書等を作成する中

で、精査を行ってまいります。 

38 衛生器具設備が各事務所の設備・仕様

等に含まれているのかどうかが気にな

る。また、事務所用、一般用とも安

全・安心を第一にする市場としては、

ウォシュレット等、最新設備を使用・

設置すべきと考える。 

令和３年６月から卸売業者等に義務付けら

れた「HACCP の考え方を取り入れた衛生管

理」の徹底・充実のためにも、衛生器具等

の整備・維持管理は重要なものと認識して

おります。具体的な設備・仕様等につきま

しては、開設者において整備する範囲を含

め、今後、事業者公募に向け要求水準書等

を作成する中で、精査を行ってまいりま

す。 

Ｃ 

39 豊洲市場のようにセリ場を完全屋内化

してほしい。 

基本計画案「第４章２(3)イ 加工・調製

等の付加機能及び低温管理機能の整備・拡

充」にあるとおり、機能更新事業において

は、消費者ニーズの変化への対応として、

低温管理機能等の整備・拡充を図るものと

しております。また、低温化の面積につき

ましては、場内事業者との協議を踏まえ、

取扱量推計値における要冷蔵品目の量を算

出した上で、売場施設等の規模算定方法を

準用し、算定しております。具体的な構造

等につきましては、今後、事業者公募に向

け要求水準書等を作成する中で、精査を行

ってまいります。 

Ｄ 

40 セリ場のコールドチェーン化について

どうなっているか教えてほしい。 

Ｄ 

41 商品の品質保持のため、豊洲市場のよ

うなセリ場全体の低温化をしてほし

い。 

Ｄ 

42 花きセリ場の空調効率を上げてほし

い。 

Ｄ 

43 衛生面を考慮し、施設全てを冷暖房完

備にするのはどうか。安心安全をアピ

ールし、日本全国の見本になればよい

と思う。 

基本計画案「第４章２(3)イ 加工・調製

等の付加機能及び低温管理機能の整備・拡

充」にあるとおり、機能更新事業において

は、消費者ニーズの変化への対応として、

低温管理機能等の整備・拡充を図るものと

しております。また、低温化の面積につき

ましては、場内事業者との協議を踏まえ、

取扱量推計値における要冷蔵品目の量を算

出した上で、売場施設等の規模算定方法を

Ｄ 
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準用し、算定しております。社会的に必要

な機能を整備し、無駄なく活用するととも

に、時代の変化に的確に対応し、生産者に

とっても、消費者にとっても選ばれる市場

となることを目指し、取組を進めてまいり

ます。 

 

(3) 市場の運営に関すること（16 件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 卸売市場法の改正に伴い、卸売市場の

民間による開設も可能となったと理解

している。基本計画案にある「市が開

設者として必要な業務を実施（今後の

社会情勢の変化等を踏まえ、機能更新

完了３年前を目途にその後の開設者業

務等のあり方を検証する）」という点

について、これまで行政にて行われて

いた卸売市場の運営についても、市民

だけでなく日本の将来にとって最も望

ましいあり方を民間事業者とともに検

証していただきたいと思う。 

開設者業務等のあり方・担い手について

は、市が責任を持って長期に亘る機能更新

を完遂し、将来に亘って生鮮食料品等の安

定供給を継続するためにも、慎重な検討が

必要と考えております。一方で、時代の変

化に柔軟に対応するため、可能な限り民間

事業者との連携等による業務効率化や市民

サービスの向上を図ることも重要であると

考えておりますので、社会情勢の変化等を

注視しながら、行政が担うべき適切な開設

者業務の範囲等について、慎重に検証して

まいりたいと考えております。 

Ｃ 

2 開設者の役割について。市場運営の調

整や、経営支援を含めた健全な経営が

なされる指導など、今後、行政と場内

事業者の協力体制の中で、市場への関

わり方を検討していただきたい。 

開設者の役割として、市場の運営・維持管

理に加え、近年はコロナ禍等の影響もあ

り、経営支援の必要性が高まってきている

と認識しております。開設者と市場関係者

が一体となって市場の機能維持・発展を図

るためにも、国や本市が実施する適切な支

援策の紹介、経営支援を行う関係機関への

仲介等を積極的に行い、場内事業者の経営

の安定化を図り、「首都圏における広域的

食品流通の拠点」の実現を目指してまいり

たいと考えております。 

Ｃ 

3 北部市場・南部市場ともに、取扱品目

の拡充を望む。 

「川崎市卸売市場経営プラン」では、市場

ごとの特性を踏まえ、北部市場は「首都圏

における広域的食品流通の拠点」、南部市

場は「地域密着型食品流通の拠点」という

ビジョンを定めております。いずれのビジ

ョンでも、基本事項として食品流通拠点と

Ｂ 

区分 
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しての強化が必要でありますので、今後と

も、取扱品目の拡充に努めてまいります。 

4 施設老朽化や機能強化のために再整備

を行う事については賛成。しかし、財

政状況の改善につながる施策として

は、再整備だけでなく、現状の施設使

用者や使用方法は適正なのか、市場使

用料は適正なのか等、運営方法につい

ても検討が必要だと考える。 

「川崎市卸売市場経営プラン」の基本施策

にあるとおり、「コンプライアンス遵守と

モラル向上」、「開設者による経営改善指導

の適切な実施」、「市場経営の効率化と市場

会計の健全化に向けた検討」などは、機能

更新と併せて検討・実施が必要なものと考

えておりますので、引き続き、施策の推進

に努めてまいります。 

Ｂ 

5 市場内には、コロナ禍の中でも３年間

何とか生き延び、現在元気に活動して

いる会社がある。そのような企業に対

する支援策を検討していただきたい。

特に資金面で低利な融資があるとよ

い。 

本市では、市と川崎市信用保証協会及び取

扱金融機関と協調して行っている川崎市中

小企業融資制度がございます。新型コロナ

ウイルス感染症の影響を受けた方や、売上

や利益が減少している方などが利用できる

制度もございますので、担当部署と連携の

上、周知を図ってまいります。 

Ｅ 

6 新しい市場づくりの中で、場内事業者

と PFI 事業者との連携や、市内中小企

業との連携ができると良い。その中

で、食の文化作りもできるとなお良

い。 

様々な主体による連携は、基本計画に記載

のある「『首都圏における広域的食品流通

の拠点』としての機能の底上げや地域に根

ざした市場の活性化」の実現に向けて必要

なものと認識しております。加えて、市場

機能連携エリアの活用コンセプトに記載の

ある「食文化の発展・継承を行う施設等に

よる敷地の価値向上」の実現に向けては、

各関係者との連携による食育講座等の充実

も不可欠なものと認識しております。今

後、機能更新事業者の要求水準書等を作成

する中で、これらのことに配慮してまいり

ます。 

Ｃ 
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7 卸売市場事業特別会計の健全化に向

け、市場運営の効率化には継続的に取

り組んでいただきつつも、市民が将来

的に安価で新鮮・安全な食料品等を安

定的に購入できるよう、市には躊躇な

く必要な支援に取り組んでいただきた

い。 

北部市場を持続的に運営し、発展させてい

くためにも、機能更新を契機として、維持

管理・運営の効率化や敷地の有効活用など

により、卸売市場事業特別会計の健全化・

持続化を図ることとしておりますが、同時

に、生鮮食料品等の安定供給は、卸売市場

の使命として欠かせないものと認識してお

ります。そのため、一般会計から特別会計

への繰入金につきましては、社会経済環境

の変化等を踏まえ、状況に応じて、その必

要性について検討してまいりたいと考えて

おります。 

Ｃ 

8 工事費高騰により色々なプロジェクト

が立ち行かなくなっていると聞くた

め、公共性の高いものについては、補

助金などの施策も必要と考える。 

卸売市場の使命として、生鮮食料品等の安

定供給は欠かせないものと認識しておりま

す。同時に、北部市場を持続的に運営し、

発展させていくためにも、機能更新を契機

として、維持管理・運営の効率化や敷地の

有効活用などにより、卸売市場事業特別会

計の健全化・持続化を図ることは必要なも

のと考えております。一般会計から特別会

計への繰入金につきましては、社会経済環

境の変化等を踏まえ、状況に応じて、その

必要性について検討してまいりたいと考え

ております。 

Ｃ 

9 仮設店舗での営業となった場合、各店

多額な費用が掛かることが想定され

る。市での費用負担はできないもの

か。 

仮移転に伴う費用負担につきましては、社

会経済環境の変化等を踏まえ、状況に応じ

て、支援策の必要性について検討してまい

りたいと考えております。 

Ｃ 

10 再整備に当たり、家賃・移転費用（業

種次第では 1,000 万円超えの出費にな

る）に関して、場内事業者に寄り添う

対応をしてほしい。新型コロナウイル

ス感染症の拡大以降、景気は回復せず

厳しい経済状況が続くなか、移転費用

負担は場内事業者の存続問題に発展す

ると思われる。 

仮移転に伴う費用負担等につきましては、

社会経済環境の変化等を踏まえ、状況に応

じて、その必要性について検討してまいり

たいと考えております。 

Ｃ 

11 今後衰退が想定される機能への資本投

下を行う場合は、川上川下を含めた市

生鮮食料品等の安定供給という市民等への

基本的なメリットにつながる市場の基幹的

Ｂ 
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全体への経済効果も踏まえ、市民への

メリットを判断していただきたい。逆

に個別企業の利益に直結するものにつ

いては、受益者負担を原則とすること

も検討願いたい。 

機能については、基本計画案の「第４章１

(2) 施設ごとの整備主体について」にある

とおり市が整備することとしており、一方

で、加工・パッケージング等に関する設備

など、事業者の営業利益の確保に直結する

機能については、事業者において整備する

こととしております。また、機能更新にか

かる事業費については、整備期間中などに

は一時的に一般会計からの繰入金が発生す

ることが見込まれますが、事業期間を通し

て市場敷地から生じる収入をもって収支を

均衡させることを想定しており、受益者負

担の考え方も含め、整理しております。 

12 現在、充分な収益を得られない環境に

ある卸売会社や関連事業者の収益体制

を変えるべきである。そのためには規

制緩和が必須である。 

平成 30 年６月の卸売市場法改正の趣旨に

則り、卸売業者等が時代の変化に合わせた

自由度の高い取引を行えるよう、「川崎市

中央卸売市場業務条例」について、公正な

取引を保証するための最小限の規制のみを

定める改正を行い、令和２年６月に施行し

ております。 

Ｄ 

13 駐車場は自動的に課金するシステムに

してはどうか。安い設定であったとし

ても日々の収入は貴重かと思う。ただ

し、市場従業員の車両は全て規定の契

約駐車場を利用する方式とする必要が

あると考える。現在も、不正駐車と思

われる車両が見受けられる。 

多くの買出人や場内の従業員が車両で入退

場を行う卸売市場にとって、駐車場の適正

な管理及び利用は、重要な事項であると認

識しております。機能更新におきまして

は、不正利用を防ぐための入退場管理シス

テムの導入について検討するとともに、監

視体制の強化等を図ってまいります。 

Ｃ 

14 川崎市では、特にバイオ領域において

インキュベータ施設に注力されてい

る。一方、「川崎夜市」や「かわさき

推しメシ」のような飲食イベントも多

く開催されている。このようなイベン

トの参加者全てが該当するわけではな

いが、新しい飲食店の参加も多く、あ

る種このようなイベントは飲食店のイ

ンキュベータとしての役割を果たして

いるように感じた。新しい北部市場

は、新しく事業を行いたい方にとって

北部市場の関連商品売場には、様々な種類

の店舗が並んでおり、多様性のある状況と

なっております。また、複数部門の連携に

よる一般向けイベントの開催等、様々な取

組をしております。一方で、卸売市場にお

いては、持続的な運営による生鮮食料品等

の安定供給という社会的使命があるため、

業務許可の審査に際し、過去の実績を踏ま

えた経営計画等を確認しております。未経

験者による新規開業は困難ではあります

が、新たな需要の開拓、付加価値の向上な

Ｄ 
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も開かれた市場となりうるのか。 どに向け、多様な主体が様々な取組をでき

る場となるよう、努めてまいりたいと考え

ております。 

15 コロナ禍以降、経済や市場を取り巻く

環境が大きく変わってきている。特に

少子高齢化は容易に解決できる問題で

はなく、各現場においては人手が足り

ない状況が続いている。それゆえに、

今後数十年間は、女性、高齢者の労働

力が欠かせないと考える。自動化設備

の導入などの自助努力は各現場で行う

にしても、子育て環境の整備、充実し

た介護サポートの環境整備等は、自助

努力だけでは賄えない。安心して働く

ためには、経済労働局のみならず、健

康福祉局などとの連携も欠かせないも

のと考える。市場が「働きやすい」と

選ばれるためには、この点を含めて、

検討してもよいと思う。 

育児や家族の介護を行いながらも安心して

働くことができる環境の整備等は、少子高

齢化が進む日本において、国全体で取り組

むべき重要な課題であると認識しておりま

す。また、卸売市場におきましては、深

夜・早朝勤務などの特殊性を考慮した対策

が必要と考えております。子ども・子育て

支援に関する制度、高齢者の生活に関する

支援サービス情報の共有・周知など、こど

も未来局、健康福祉局をはじめとする関係

局と連携し、働きやすい環境の整備に努め

てまいりたいと考えております。 

Ｅ 

16 行政には、（権利がある事業者に限定

した上で）市場内の不良店舗等に関す

る情報共有を切に願う。今後、場内事

業者の破産等で債権回収が進まず、債

権者に不良債権が積みあがる事が懸念

される。行政は業務内容等について決

算書を含め当該事業者に事情を聞いて

いると思われる。我々が聞いても回答

されず、最終的に債権回収不能となる

ことは避けたい。機能更新までにこの

様な不良店舗と対峙し、最終的に債権

者の経営に大きな支障となるのであれ

ば、事業所の廃止もあり得る事をご理

解いただきたい。 

開設者が保有する仲卸業者等の経営状況等

に関する情報の共有は、営業活動等に関す

る情報が含まれていることから難しいと判

断しているところでございます。一方で、

卸売業者の経営の安定化は大変重要である

と認識しているところでございますので、

開設者としましては、仲卸業者等から提出

される報告書等に基づく経営状況の把握に

努め、経営環境が厳しい事業者に対する経

営支援等に取り組むとともに、卸売業者等

に財務状況を説明するよう呼びかけを行っ

てまいります。 

Ｅ 
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(4) ローリング工事・施設配置・場内動線に関すること（22 件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 少しでも、工期が短くなり完成するこ

とを望む。 

基本計画案の「第４章２(4) 現地建替（ロ

ーリング工事の実施）について」におい

て、ローリング工事の実施における主な条

件を踏まえた工事のモデルケースを記載し

ておりますが、民間事業者の創意工夫やノ

ウハウの発揮による工期短縮等の提案を期

待しておりますので、複数事業者の参画に

よる競争性を確保するため、今後、事業者

公募に向け要求水準書等を作成する中で、

更なる精査を行ってまいります。 

Ｃ 

2 ローリング工事について。建設費が高

騰する中で費用を抑えることは重要課

題であるため、不用意な高層化や仮設

を極力無くし、できる限り工期を短縮

できるよう配慮すべき。 

Ｃ 

3 基本計画案では、建て替え完了まで 10

年以上かかる計画となっているが、も

う少し短くなるよう何か工夫をしてほ

しい。 

Ｃ 

4 首都圏の食の安定供給を支えるため

に、市場の再整備には賛成であるが、

事業参画を希望する民間事業者の立場

としては、事業性を確保するために、

ローリング工事期間の短縮や民間収益

施設用地貸出の早期化を実現し、事業

性の向上を図っていただきたい。 

Ｃ 

5 ローリング工事での建替えについて。

市場は食品を取り扱う場所であるの

で、工事期間の塵やほこりを含め食品

への不安が無いよう進めていただきた

い。 

ローリング工事の実施に当たっては、生鮮

食料品を扱う場であることを考慮し、衛生

面に十分配慮した工事を行えるよう、今

後、事業者公募に向け要求水準書等を作成

する中で、具体的な条件等について精査し

てまいります。 

Ｃ 

6 営業しながらの工事により、市場が弱

体化しないよう、場内事業者の経営に

配慮した計画が望ましい。 

ローリング工事の実施に当たっては、基本

計画案の「第４章２(4) 現地建替（ローリ

ング工事の実施）について」に記載のある

とおり、十分な業務効率低下防止策を講じ

ることが必須と考えております。可能な限

り、衛生面、円滑な車両動線等に配慮した

工事が実施できるよう、今後、事業者公募

に向け要求水準書等を作成する中で、具体

的な条件等について精査してまいります。 

Ｂ 

7 基本計画案には、歳入不足による一般

会計からの繰入れが続いている状況で

あり、かつ今後も、施設老朽化等によ

整備期間中などには、整備費等の増加から

一般会計からの繰入が発生する見込みとな

っていることから、民間事業者の創意工夫

Ｃ 

区分 

31



る整備の増加に伴い、繰入れの増加が

懸念されるとある。工事が完了する 12

年後まで、その状態が続くのか。その

場合、工期を早める方法はないのか。 

やノウハウの発揮による工期短縮等の提案

を期待しているところです。こうしたこと

から、複数事業者の参画による競争性を確

保するため、今後、事業者公募に向け要求

水準書等を作成する中で、更なる精査を行

ってまいります。 

8 食の供給を止めないためにも、機能更

新はローリング工事によって行われる

べきである。ローリング工事は時間を

要すると思うが、設備の完成はできる

だけ短時間を望む。また、花き部の配

置は西側がふさわしいと考えている。 

基本計画案の「第４章２(4) 現地建替（ロ

ーリング工事の実施）について」におい

て、ローリング工事の実施における主な条

件を踏まえた工事のモデルケースを記載し

ておりますが、工事期間中における場内事

業者の営業活動の制限等に伴う負担を減ら

すため、民間事業者の創意工夫やノウハウ

の発揮による工期短縮等の提案を期待して

いるところです。こうしたことから、複数

事業者の参画による競争性を確保するた

め、今後、事業者公募に向け要求水準書等

を作成する中で、各部門の具体的な施設配

置等を含め、更なる精査を行ってまいりま

す。 

Ｃ 

9 基本計画案に示されているローリング

工事モデルプラン（青果部門・花卉部

門が西側敷地に仮移転するプラン）に

ついては、様々な問題が発生すると認

識している。理由としては、配送棟と

の商品移送が困難になることや、敷地

の狭隘による大型車両の動線確保・商

品の延着など。加えて、仮移転に必要

な費用（冷蔵施設や仮設テント等の設

備の設置・撤去・原状回復費用および

事務所移転費用など）も発生し、市場

使用料が想定以上に増加する懸念もあ

る。仮移転に関する代替案がないか、

引き続きの検討をお願いしたい。 

基本計画案の「第４章２(4) 現地建替（ロ

ーリング工事の実施）について」におい

て、ローリング工事の実施における主な条

件を踏まえた工事のモデルケースを記載し

ておりますが、工事期間中における場内事

業者の営業活動の制限等に伴う負担を減ら

すため、民間事業者の創意工夫やノウハウ

を踏まえた提案を期待しているところで

す。こうしたことから、複数事業者の参画

による競争性を確保するため、今後、事業

者公募に向け要求水準書等を作成する中

で、効率的な整備を誘導する条件設定等、

更なる精査を行ってまいります。 

Ｃ 

10 基本計画案に示されているローリング

工事モデルプラン（青果部門・花卉部

門が西側敷地に仮移転するプラン）に

ついては、様々な問題があると考えて

Ｃ 
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いる。理由としては、東側敷地内施設

との商品移送が困難になることや、限

られた敷地内での２部門の大型車両の

動線確保、車両渋滞に伴う商品の延着

など。加えて、仮移転に必要な費用

（冷蔵施設や仮設テント等の設備の設

置・撤去・原状回復費用および事務所

移転費用など）も発生し、市場使用料

が想定以上に増加する懸念もある。仮

移転に関する代替案がないか、引き続

きの検討をお願いしたい。 

11 北部市場商業協同組合（関連事業者の

組合）では、毎週土曜に朝市を開催し

ているほか、11 月末の日曜に一般開放

を目的とした「関連まつり」を行って

おり、多数のお客様の来場がある。加

えて、水産仲卸組合も一般向けイベン

ト「さかなの日」を開催しはじめ、令

和５年 11月 4日には、初めて両組合

合同のイベント「食彩まつり」を行

い、大成功を収めた。このイベント

は、機能更新を見据えたものであっ

た。水産と関連が協力し合い、地域向

けイベントを今後も開催していくため

には、互いが同じフロアで営業してい

くことが重要と考える。イベントだけ

でなく仕入れに来るお客様の利便性を

考えても同様である。今後は、青果・

花きとの合同イベント開催も目指して

いる。スペースの問題があるとは思う

が、各部門同じフロアになることが好

ましいと考えている。 

施設配置につきましては、基本計画案「第

４章２(3)ウ 効率的かつ安全性の高い動

線(施設配置)の構築」にあるとおり、事業

者と一般市民が共に利用することが多い機

能である水産仲卸売場・関連商品売場等を

近接するなどし、相互交流の促進、来場者

の安全確保と事業者の作業効率向上等を図

ってまいります。複合化する具体的な部門

につきましては、今後、機能更新事業者の

公募に向け要求水準書等を作成する中で、

精査してまいります。 

Ｂ 

12 今後検討する具体的な配置計画につい

て。関連商品売場は、４店舗を一区画

とする配置が良い。多店舗が必要と考

えると隣同士に店舗があることで利便

性を向上する事ができる。又、同業種

を集約するのではなく、様々な店舗が

同業種の集約につきましては、基本計画案

「第４章２(2)ウ 効率的かつ安全性の高

い動線(施設配置)の構築」にあるとおり、

主に仲卸売場及び関連商品売場において、

事業者専門の店舗、一般市民も利用できる

店舗など、ターゲット別・利用目的別に配

Ｃ 
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並ぶ今の姿が望ましい。通路の広さや

明るさ、棟内の換気、大倉庫について

も色々思うところはある。 

置し、買出人等の回遊動線への配慮とエリ

アの統一感確保を図ることとしておりま

す。各店舗の区画等具体的な配置等につき

ましては、今後、機能更新事業者の公募に

向け要求水準書等を作成する中で、精査し

てまいります。 

13 現状の北部市場には、水産物部・関連

商品売場を中心とした一般客が出入り

するエリアと、青果部・花き部を中心

とした業者専用エリアとが併存してお

り、これに付随する市場機能連携エリ

アの基本的な考え方も、「地域に根ざ

した市場」と「首都圏における広域食

品流通の拠点」のそれぞれが対応して

いるものと考える。今後を考える上

で、２つのエリアは必要と考えられる

が、一般来場者の安全性確保と効率的

な物流動線の確保を両立させるには、

ゾーニングが必要と考える。現状でも

一般来場者が青果卸売場に迷い込み、

危険な状況になることがある。計画案

のモデルケースでは両棟が隣接してお

り、エリアの区分けが難しいと思われ

る。仮移転費用削減に向け代替案を検

討する上で、横浜南部市場の様に、西

側敷地を賑わいエリア、東側敷地を流

通拠点エリアとすること等もご検討い

ただきたい。 

基本計画案「第４章２(3)ウ 効率的かつ

安全性の高い動線(施設配置)の構築」にお

いて、一般来場者の安全確保と事業者の作

業効率向上を図るため、「事業者と一般市

民が共に利用することが多い機能」として

水産仲卸売場と関連商品売場等の機能を集

約又は近接させると同時に、事業者向け・

一般向けの動線や駐車場を明確に区分する

ことなどを記載しております。これらのこ

とに配慮し、基本計画案「第４章２(4) 現

地建替(ローリング工事の実施)について」

の図 28 に、ローリング工事計画を含めた

施設配置モデルケースを記載しております

が、更なる来場者の安全性・効率性の確保

等に向け、民間事業者の創意工夫やノウハ

ウを踏まえた提案を期待しているところで

す。こうしたことから、複数事業者の参画

による競争性を確保するため、今後、事業

者公募に向け要求水準書等を作成する中

で、更なる精査を行ってまいります。 

Ｃ 

14 通行路と荷捌きスペースの位置につい

て。現状は、花き部周辺の駐車場エリ

アとトラックの荷捌き場が近く、接触

事故の可能性があり危険である。過去

にフォークリフトと車両の接触事故が

あった。 

食品流通拠点としての機能の強化に向け、

車両動線を含む基本機能の改善・強化は必

須であると考えております。機能更新にお

きましては、市場施設全体の配置バランス

等を考慮した上で、最適な機能配置が行え

るよう、今後、事業者公募に向け要求水準

書等を作成する中で、具体的要件等につい

て、精査を行ってまいります。 

Ｃ 

15 卸売市場としての雰囲気を無くさない

ためにも、敷地の中央に市場施設を建

基本計画案「第４章２(3)ウ 効率的かつ

安全性の高い動線(施設配置)の構築」にあ

Ｄ 
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設し、１階を水産物部、２階を青果

部、３階を関連商品売場（飲食店含

む）にするのはどうか。 

るとおり、施設配置としましては、場内事

業者との協議を踏まえ、車両動線への配慮

等から『分棟型』（単部門又は関連性のあ

る複数の部門を集約した上で、複数の棟に

分離する）とすることを前提としておりま

す。一方で、社会経済環境の変化等による

整備費の高騰等、事業費の増大が見込まれ

る場合には、『合築型』（一体的施設）を含

め、比較・検討するともしておりますの

で、今後の経済情勢等を注視し、適切に判

断していまいりたいと考えております。 

16 現在の西側駐車場については、横浜南

部市場のように様々な店舗が入る建物

するのはどうか。市場の奥に人が入る

ようになれば、手前の本来の市場もさ

らに集客できると思う。 

基本計画案「第４章２(4) 現地建替(ロー

リング工事の実施)について」の図 28 に、

ローリング工事計画を含めた施設配置モデ

ルケースを記載しており、西側敷地につき

ましては、市場機能連携エリア(民間収益

施設用地)として活用する想定としつつ、

民間事業者の創意工夫やノウハウを踏まえ

た提案を期待し、複数事業者の参画による

競争性を確保するため、事業者公募に向け

た要求水準書等の精査を行っているところ

です。一般来場者の安全確保と事業者の作

業効率向上等に配慮しながら、卸売市場エ

リアと市場機能連携エリアを一体的な拠点

とし、食品流通機能の底上げや市民に親し

まれる市場化の推進等に取り組んでまいり

たいと考えております。 

Ｃ 

17 北部市場が『広域流通のハブ機能』に

適していることは認識しているが、市

内・県内等近隣への出発機能も考慮し

た物流動線を第一にすべきと考える。

また同時に、場内入場者の安全面を考

慮した動線にすることも必要と考え

る。 

「川崎市卸売市場経営プラン」における北

部市場のビジョン『首都圏における広域的

食品流通の拠点』には、市内・県内等近隣

地域への流通も含めておりますので、基本

計画案「第４章２(3) 各機能の整備・動線

(施設配置)等の考え方」のウにあるとお

り、各種業務車両・重機等が円滑に作業を

行えるよう、関連性の高い機能を集約又は

近接するなどし、作業の効率性・安全性を

確保するとともに、事業者と一般向けの動

線を分けるなどし、来場者の安全確保と事

Ｂ 
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業者の作業効率向上を図ってまいります。 

18 駐車場までのアクセスを良くしてほし

い。各部門の棟と駐車場の位置や階層

が分かれる場合は、各部門から渡り廊

下で通行できるようにしたり、エレベ

ーター等を使えるようにするなど。 

機能更新後の市場における、市場従業員向

け駐車場から各売場等へのアクセスにつき

ましては、効率的な物流動線構築に向けた

市場施設全体の配置等を踏まえた上で、可

能な限りアクセスしやすい経路・構造等に

配慮してまいります。 

Ｃ 

19 現在の市場は、花き棟の入口がわかり

づらい。機能更新後については、初め

て来社される人に分かりやすいように

してほしい。 

来場者にとっての施設配置の分かりやす

さ、各部門へのアクセスのし易さは大変重

要なものとであると認識しております。機

能更新における市場施設の配置や分かりや

すい案内表示等につきましては、現在、事

業者公募に向け要求水準書等を作成する中

で、発注に係る具体的要件等について精査

しているところでございますので、これら

のことに十分配慮しながら取り組んでまい

ります。 

Ｃ 

20 市場利用者にとっての利便性に配慮し

てほしい。 

事業者の利便性確保につきましては、基本

計画案「第４章２(3)ウ 効率的かつ安全

性の高い動線(施設配置)の構築」にあると

おり、関連性の高い機能の集約・近接によ

り部門別事業者の動線交錯・重複を防ぎ、

作業の効率性・安全性を確保することや、

事業者向け・一般向けの動線及び駐車場を

明確に区分し、来場者の安全確保と事業者

の作業効率向上を図ることに加え、店舗を

ターゲット別・利用目的別に配置し、買出

人等の回遊動線への配慮を行うことなどを

考えております。機能更新を通じて、市場

利用者の利便性向上を図ってまいります。 

Ｂ 

21 店舗と買出人駐車場との接続につい

て。市場の買出人は、大型会員制スー

パーのようにカートに商品を入れ自ら

車まで持っていくのではなく、場内事

業者が買出人の車に積み込むことが習

慣となっているため、「店舗と買出人

駐車場の階層が異なる」、「距離があ

る」など不便になった場合、市場利用

買出人の駐車場につきましては、「各店舗

と近接させる」又は「階層が分かれた場

合、業務用エレベーターやスロープ等の活

用で円滑な動線を構築する」などの工夫に

より、利便性を損なわないよう配慮してま

いりたいと考えております。駐車場整備に

関する具体的な条件については、今後、機

能更新事業者の公募に向け要求水準書等を

Ｃ 
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率の低下による売上ダウンが心配され

る。豊洲市場の関連商品売場でそのよ

うな状況が起きていると伺っている。 

作成する中で、精査を行ってまいります。 

22 水産物部と関連事業者が併設もしくは

同フロアとなる場合には、水産物部は

市場関係者の顧客が多く、関連事業者

には一般の顧客が多いなど、顧客の性

質が違う事から明確な動線をもって区

分しなければならないと考える。例え

ば、道路上で色分けするなど。横浜本

場では、一般向けイベントを実施する

際、警備業者を含め明確な動線をもっ

て消費者に注意喚起するなどしてい

る。必ず実行してほしい。 

基本計画案「第４章２(3)ウ 効率的かつ

安全性の高い動線(施設配置)の構築」にお

いて、一般来場者の安全確保と事業者の作

業効率向上を図るため、「事業者と一般市

民が共に利用することが多い機能」として

水産仲卸売場と関連商品売場等の機能を集

約又は近接させると同時に、事業者向け・

一般向けの動線や駐車場を明確に区分する

ことなどを記載しております。これらの対

策により、機能更新における課題である

「食品流通拠点としての機能の強化」及び

「市民に親しまれる市場化の推進」等が図

られるよう、取組を進めてまいります。 

Ｂ 

 

(5) 市民に親しまれる市場化に関すること（６件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 人が集まったり、地域に愛されるよう

な市場計画になるようお願いしたい。 

機能更新における課題の一つを「市民に親

しまれる市場化の推進」とし、その対応の

方向性を「市民来場機会の確保、直接的還

元の推進」としております。具体的には、

卸売市場ならではの買い物・食事等を楽し

める環境の整備や、食育・花育等の学習機

会及び情報発信の充実を図ることなどを考

えております。機能更新を通じて、地域の

皆様に気軽にご利用いただくことができ、

地域に愛される場所となること等を目指し

てまいります。 

Ｂ 

2 機能更新を楽しみにしている。地域住

民に開かれた、気軽に利用できる施設

として完成することを期待している。 

機能更新における課題の一つを「市民に親

しまれる市場化の推進」とし、その対応の

方向性を「市民来場機会の確保、直接的還

元の推進」としております。具体的には、

卸売市場ならではの買い物・食事等を楽し

める環境の整備や、食育・花育等の学習機

会及び情報発信の充実を図ることなどを考

えております。機能更新を通じて、地域の

Ｂ 

3 以前、北部市場の近くを良く通ってい

た。一般開放している日であれば行っ

てみたい。北部市場は、東名高速道路

や国道 246 号線などの主要交通路線や

美しが丘などの住宅地が近くにあるた

Ｂ 

区分 
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め、将来的に市場が融合した大きな施

設などが出来れば、集客が図れると思

う。市民からの目線で、市場では、ス

ーパーでは買えない珍しい食材が手に

入ったり、飲食が出来るというイメー

ジがあるので、市場の機能に加え、一

般市民も楽しめる場所になったら良い

のではないかと思う。 

皆様に気軽にご利用いただける場所となる

こと等を目指してまいります。 

4 卸売市場ならではの買い物・食事等を

楽しめる環境の整備や、食育等の学習

機会及び情報発信の充実を図る「市民

に親しまれる市場化」を是非実現して

欲しい。 

Ｂ 

5 B to C 対策を充実させるべきだと考え

ているが、具体的にどのような対策を

練っているか。 

基本計画案「第３章２(2) 市民に親しまれ

る市場化の推進」にあるとおり、北部市場

は、地域に存在する公共施設として、市民

来場機会の確保を図り、市場運営について

の理解を醸成するとともに、市民への直接

的還元を促進していく必要があると考えて

おります。そのため、機能更新を契機とし

て、卸売市場ならではの買い物・食事等を

楽しめる環境の整備や、食育・花育等の学

習機会及び情報発信の充実等を図ってまい

ります。また、場内動線や施設配置等に関

する B to C 対策としましては、来場者の

安全確保と場内事業者の作業効率の向上等

を両立するため、事業者・一般の動線区

分、駐車場区分の明確化等を行うこととし

ております。 

Ｂ 

6 市場の一般開放や関連商品売場を目的

とした一般客は、現在における市場の

存在意義及び生命線の一つだと考えて

いる。そのため、一般客が利用するに

当たり使いやすい環境を整備するべき

ではないかと思う。（具体的なものと

して、市場全体の清潔化、駐車場の区

画整理、エレベーター増設など） 

機能更新における課題の一つを「市民に親

しまれる市場化の推進」とし、その対応の

方向性を「市民来場機会の確保、直接的還

元の推進」としております。具体的には、

卸売市場ならではの買い物・食事等を楽し

める環境の整備や、食育・花育等の学習機

会及び情報発信の充実を図ることなどを考

えております。一般来場者を考慮した対策

としましては、来場者の安全確保と場内事

Ｂ 
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業者の作業効率の向上等を両立するため、

事業者・一般の動線区分、駐車場区分の明

確化等を行うことや、店舗をターゲット

別・利用目的別に配置し、買出人等の回遊

動線への配慮を行うことなどとしておりま

す。具体的な要件等につきましては、今

後、事業者公募に向け要求水準書等を作成

する中で、精査を行ってまいります。 

 

(6) 市場機能連携エリアの活用に関すること（10 件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 市場機能連携エリアはどのような企業

に貸し出す予定なのか。具体的な公募

の条件は今後の検討になると思うが、

市場機能と同じ業種や遊戯施設等の業

種の企業に貸すことは避けていただき

たい。 

基本計画案「第４章３(2) 市場機能連携エ

リア(余剰地)の活用コンセプト」にあると

おり、市場機能連携エリアにつきまして

は、「従来の卸売市場の延長線上の使い方

を基本とした市場機能及び災害時支援物資

拠点機能の強化」、「卸売市場ならではの特

色ある買い物・食事が楽しめる施設、食文

化の発展・継承を行う施設等による地域の

価値向上」、「中継機能（ハブ機能）等の充

実による食品流通ネットワークの強化」と

いう市のコンセプトに沿った上で、民間事

業者の創意工夫を活かした提案に基づき、

活用を図る予定です。市場機能連携エリア

の活用により、食品流通機能の底上げや地

域に根ざした市場の活性化等を実現できる

よう、取組を進めてまいります。 

Ｄ 

2 市場の余剰地活用には大賛成である。

しかし、活用者については市場関連の

施設や機能を有する一般企業に限定し

てもらいたい。なお、南部市場でも同

様の施策を進めることとなった場合

は、「地域密着型食品流通」のビジョ

ンがあることから、集客に帰結する事

業体の参加も推進するべきである。南

部市場は生鮮食品の情報発信基地とし

て、各生産地の特徴やお国自慢など楽

しんで学べる文化的要素（食育・花育

基本計画案「第４章３(2) 市場機能連携エ

リア(余剰地)の活用コンセプト」にあると

おり、市場機能連携エリアにつきまして

は、「従来の卸売市場の延長線上の使い方

を基本とした市場機能及び災害時支援物資

拠点機能の強化」、「卸売市場ならではの特

色ある買い物・食事が楽しめる施設、食文

化の発展・継承を行う施設等による地域の

価値向上」、「中継機能（ハブ機能）等の充

実による食品流通ネットワークの強化」と

いう市のコンセプトに沿った上で、民間事

Ｃ 

区分 
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等）の高い施設が適していると考え

る。更にエネルギー問題や福祉問題に

も正面から向き合い、社会に貢献でき

る市場である事が今後の社会構造上大

きな要素となると考える。生産性を高

めるために設備の効率性を求め、高さ

制限等を規制緩和の対象とし、物流上

必要な要素を満たすべきと考える。 

業者の創意工夫を活かした提案に基づき、

活用を図る予定です。南部市場について

は、現在、駅前かつ都心に近い立地などか

ら、「地域に開かれ集客のできる市場」な

どいくつかの構想を軸に、人流の拠点とし

ての側面（マーケット的側面）に着目し、

今後のあり方を検討しております。こうし

た南部市場の魅力や特色、地域貢献の視点

などを踏まえ、引き続き、検討を進めてま

いります。 

3 「民間活用による維持管理・運営の効

率化」として、民間収益施設に大型会

員制スーパーを併設してはどうか。卸

売業者の合併などにより青果部は取扱

量が増加したとのことだが、今後の少

子高齢社会も鑑みると卸売市場全体の

取扱量減少は避けられないように思

う。大型会員制スーパーが併設できれ

ば、既存の流通網を活かしながら「卸

売市場の維持管理・運営の効率化及び

卸売市場事業特別会計の健全化・持続

化」という目的を達成できるのではな

いか。 

基本計画案「第４章３(2) 市場機能連携エ

リア(余剰地)の活用コンセプト」にあると

おり、市場機能連携エリアにつきまして

は、「従来の卸売市場の延長線上の使い方

を基本とした市場機能及び災害時支援物資

拠点機能の強化」、「卸売市場ならではの特

色ある買い物・食事が楽しめる施設、食文

化の発展・継承を行う施設等による地域の

価値向上」、「中継機能（ハブ機能）等の充

実による食品流通ネットワークの強化」と

いう市のコンセプトに沿った上で、民間事

業者の創意工夫を活かした提案に基づき、

活用を図る予定です。余剰地活用による卸

売市場事業特別会計の健全化・持続化を図

るとともに、市場内事業者との取引・業務

連携による取扱量増加や、卸売市場の特徴

を活かした地域の価値向上と市場の活性化

等を実現できるよう、取組を進めてまいり

ます。 

Ｄ 

4 余剰地活用について。活用コンセプト

は市場機能に関連する施設等となって

いるが、場内事業者と顧客がバッティ

ングする大手スーパーなどは避けてい

ただきたい。物流センターなど場内事

業者も利用可能な施設や近隣住民が利

用できる公園や運動場の併設なども視

野に入れてはどうか。 

市場機能連携エリアの活用につきまして

は、活用に当たる留意点として、余剰地活

用事業者と市場内事業者との取引・業務連

携による取扱量増加や、卸売市場の特徴を

活かした地域の価値向上等を図るものとし

ており、留意点を踏まえた市の活用コンセ

プトに沿った上で、民間事業者の創意工夫

を活かした提案に基づき、活用を図る予定

です。市場機能連携エリアの活用により、

Ｃ 
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食品流通機能の底上げや地域に根ざした市

場の活性化等を実現できるよう、取組を進

めてまいります。 

5 市場機能連携エリアの活用事業者の選

定に際しては、市場の既存企業への負

担がないよう配慮を望む。 

基本計画案「第４章３(2) 市場機能連携エ

リア(余剰地)の活用コンセプト」におい

て、活用にあたる具体的留意点の一つとし

て、余剰地活用事業者と市場内事業者との

取引・業務連携による取扱量増加を図ると

しております。市場機能連携エリア活用事

業者の選定に当たっては、市場の既存事業

者との連携促進等に配慮し、食品流通機能

の底上げや地域に根ざした市場の活性化を

図ることができるよう、配慮してまいりま

す。 

Ｂ 

6 北部市場は、広大な敷地を有効活用で

きているとは思えないので、市場機能

はコンパクトにして、民間収益用地の

極大化を目指すべき。 

今回の機能更新では、市場機能連携エリア

を設置する上での基本的な考え方として、

従来の市場敷地（168,587 ㎡）内において

必要な市場施設規模を確保した上で、捻出

した余剰地を確保することとしておりま

す。加えて、敷地の最大限の有効活用を図

るため、市場施設は複層化を前提としてモ

デルケースを作成しております。今後、機

能更新事業者の公募に向け要求水準書等を

作成する中で、市場施設と市場機能連携施

設（民間収益施設）のバランスに配慮しな

がら、具体的な条件等について精査してま

いります。 

Ｄ 

7 民間収益施設については、余剰地活用

を行う事業者が市場関係者との協議を

進めながら、市場運営に付加価値の付

く施設を建設・運営していくことが望

ましい。事業採算だけで進めて行く

と、本来の市場運営に妨げになる施設

となる可能性もあることから、今後ヒ

アリング等を行う中で検討していただ

きたい。 

市場機能連携エリアの活用につきまして

は、活用に当たる留意点として、余剰地活

用事業者と市場内事業者との取引・業務連

携による取扱量増加や、卸売市場の特徴を

活かした地域の価値向上等を図るものとし

ており、留意点を踏まえた市の活用コンセ

プトに沿った上で、民間事業者の創意工夫

を活かした提案に基づき、活用を図る予定

です。場内事業者と市場機能連携エリア活

用事業者がビジョンを共有し、連携して互

いの事業を進めることは大変重要であると

Ｃ 

8 公共性の強い卸売市場と収益性重視の

民間収益施設とのバランス調整は、今

Ｃ 
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後大きな課題になると思う。余剰地活

用を行う事業者と市場関係者が対等な

立場で議論・調整できる場を設けてい

ただきたい。 

認識しておりますので、機能更新事業者の

選定後、各関係者で協議を行う場を設ける

ことについて、検討してまいります。 

9 余剰地という言葉を使うのなら、川崎

市の公有地であるため、まず市の他部

署や他用途での活用を検討すべきでは

ないか。例えば新たな博物館・美術館

（生田緑地に計画しているようである

が環境影響上の問題が発生している）

や緑の実施計画では令和９年度までに

緑化地の面積が目標値に対して 100ha

不足している現実がある。これらに充

当した方がより SDGs の考え方にもマ

ッチしており、他にも市として有効な

活用策があるかも知れない。公有地は

決して市場だけの土地ではなく、川崎

市全体の土地であることを再認識して

いただきたい。 

北部市場の敷地につきましては、本市の幹

線道路である尻手黒川線に面しているこ

と、東名川崎 IC 及び国道 246 号線に近接

していることなどから、産地と首都圏をつ

なぐ長距離輸送に適しており、なおかつ当

市場から神奈川県域・東京都内に向けた分

荷にも適しているという強みがあります。

加えて、市街地に近接していることから、

荷が量販店等に届くまでのリードタイムが

短いという強みもあり、それらを考慮し、

敷地全体を卸売市場及び市場関連機能とし

て活用することとしております。立地ポテ

ンシャルを最大限活かした機能更新によ

り、食品流通機能の強化、卸売市場事業特

別会計の健全化・持続化、市民に親しまれ

る市場化の推進など、他部署と連携を図り

ながら、本市の目指す食品流通拠点の実現

を目指してまいります。 

Ｄ 

10 「市民に親しまれる市場化の推進」の

ため、市場機能連携エリアの活用に当

たっては、隣接する緑豊かな菅生緑地

との相乗効果を生むハード・ソフト両

面での連携の工夫も指針に盛り込んで

いただくことをお願いしたい。 

北部市場は、隣接する菅生緑地に加え、平

瀬川やとんもり谷戸など、豊かな自然を有

する地域に立地しており、それらの環境の

保全等は、機能更新における重要な事項で

あると認識しております。菅生緑地との関

わりにつきましては、関係部局と連携し、

今後、事業者公募に向け要求水準書等を作

成する中で、緑地の確保、周辺環境への配

慮等の項目と関連し、整理を行ってまいり

ます。 

Ｃ 
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(7) 事業手法に関すること（30 件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 昨今の建設費の高騰を受けて、これま

で例を見ない状況が建設業の業界内で

発生している。これらの変化に対応で

きない限り、機能更新事業の成功はあ

り得ないのではないかと危惧してお

り、本計画において定められている事

業実行の各段階において、柔軟に変更

していかなくてはならない状況になる

と思料する。 

機能更新は長期の工事期間が見込まれるた

め、施工事業者との契約段階及び当初の設

計段階では予測できない環境の変化が起こ

る可能性があるものと考えております。そ

のため、基本計画案「第４章４(7)ア(ｱ) 

事業契約における柔軟性の確保」におきま

して、「環境の変化に対応する範囲で見直

しが可能となるよう、柔軟性を持たせた契

約とすることを検討する」としたところで

す。今後、事業者公募に向け、契約に関す

る具体的な内容等について精査してまいり

ます。 

Ｃ 

2 市況の変化やテクノロジーの発展など

現時点では予測できない事象も考えら

れ、余剰地活用においても来年度事業

者から提案されるものが、10年後全く

市況が変わっている可能性も考えられ

る。市民、貴市にとって望ましい形で

本事業を進めるためにも、余剰地の活

用方法の見直しに伴う、都市計画等の

変更や要求水準（民間事業者からの提

案を含む）の見直しは必要性を鑑みな

がら柔軟に捉えることが必要と考えら

れる。 

Ｃ 

3 現状の卸売市場の機能更新と付随し、

地域価値向上に資する賑わいの創出や

物流インフラの機能強化の方向性に賛

成する。一方で、長期間に亘る事業ス

ケジュールのため、市況の変化やテク

ノロジーの発展など現時点では予測で

きない事象も考えられる。PFI 事業と

しての公募になる計画だが、市況変化

などに伴う事業者選定後の要求水準の

見直しなどは、柔軟な捉え方をしてい

ただくのが望ましいと考えられる。 

機能更新は長期の工事期間が見込まれるた

め、施工事業者との契約段階及び当初の設

計段階では予測できない環境の変化が起こ

る可能性があるものと考えております。そ

のため、基本計画案「第４章４(7)ア(ｱ) 

事業契約における柔軟性の確保」におきま

して、「環境の変化に対応する範囲で見直

しが可能となるよう、柔軟性を持たせた契

約とすることを検討する」としたところで

す。今後、事業者公募に向け、契約に関す

る具体的な内容等について精査してまいり

ます。 

Ｂ 

4 建設費が高騰しているが、物価スライ

ドの適用等は見込んでいるのか。 

昨今の資材価格高騰等を受け、機能更新事

業におきましても、スライド条項を参考に

するなど、可能な限り柔軟な対応を図るこ

Ｃ 

5 提案書提出後の条件変更の指標とし Ｃ 

区分 
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て、工事費は建設物価指数等を、借地

料は路線価等を用いる事があるが、民

間事業の実態と合わない可能性がある

ため、長期間経過後の建設着工時、借

地開始時期の段階で提案時の事業計画

との差異を比較検証し協議する事とし

ていただきたい。 

とを考えております。また、基本計画案

「第４章４(7)ア(ｱ) 事業契約における柔

軟性の確保」におきまして、「環境の変化

に対応する範囲で見直しが可能となるよ

う、柔軟性を持たせた契約とすることを検

討する」としております。今後、民間事業

者とのヒアリングや、「PFI 事業契約にお

ける「サービス対価」（建設工事費）の物

価変動による改定方法に係る提言」（2023

年 12 月 15 日付け・特定非営利活動法人日

本 PFI・PPP 協会による内閣府民間資金等

活用事業推進室宛て提言）等を踏まえなが

ら、物価指数や基準日等を含む具体的な契

約内容等について、精査してまいります。 

6 物価高騰により多くの PFI 事業におい

て事業者側に大きな損失が発生してい

る状況を踏まえ、特定非営利活動法人

日本 PFI・PPP 協会より内閣府民間資

金等活用事業推進室宛てに 2023 年 12

月 15 日付けで「PFI 事業契約における

「サービス対価」（建設工事費）の物

価変動による改定方法に係る提言」が

提出されている。物価高騰の中での対

策の提言であり、ぜひ参考にしていた

だきたい。 

昨今の資材価格の高騰等に伴う PFI 事業の

入札辞退等の多発は、機能更新事業を進め

る上での重要な課題と認識しております。

今後、事業者公募に向け、本通知等を参考

にするとともに、民間事業者とのヒアリン

グ等を踏まえながら、物価指数や基準日等

を含む具体的な契約内容等の精査を進めて

まいります。 

Ｃ 

7 本事業は長期間に亘るスケジュールの

ため、将来的な物価変動のリスクをど

のように捉えるかがポイントになると

想定される。2023 年 12 月 15 日付で特

定非営利活動法人日本 PFI・PPP 協会

より内閣府に対し、「PFI 事業契約に

おける「サービス対価」（建設工事

費）の物価変動による改定方法に係る

提言」がなされているが、昨今の物価

変動に伴い民間事業者の損失が大きく

なっており、入札辞退が多発してい

る。長期間の開発に伴うリスクの捉え

方については、既存の事例に基づくの

Ｃ 
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ではなく、現状を把握の上で検討いた

だければと思う。 

8 公募時に、民間事業者ができる限り自

由に施設の配置、及びローリング工事

計画を提案できる事業手法について、

検討していただきたい。 

基本計画案では、本市が作成したローリン

グ工事モデルケース及び施設配置案を記載

しておりますが、事業者公募においては、

民間事業者の創意工夫が発揮されるよう、

余剰地活用を附帯事業とした市場施設の整

備を「性能発注」することとしておりま

す。民間事業者のノウハウやアイデアが最

大限発揮されるよう、今後、事業者公募に

向け要求水準書等を作成する中で、精査を

行ってまいります。 

Ｃ 

9 事業参画を希望する民間事業者の立場

としては、貴市が想定する事業予算内

に収めることができるかが心配。つい

ては、一般会計繰入金増額等により事

業予算を増やしていただくか、規制緩

和を更に進めるかの二択となることが

想定される。よって、事業が止まらぬ

ようにそういった想定の準備も事前に

していただくことが必要だと思うの

で、ご検討いただきたい。 

機能更新事業は長期間に亘ることから、昨

今の急激な社会経済環境の変化を踏まえ、

事業期間中には様々な環境の変化が起こる

可能性があるものと考えております。その

ため、基本計画案「第４章４(7)ア(ｱ) 事

業契約における柔軟性の確保」におきまし

て、「環境の変化に対応する範囲で見直し

が可能となるよう、柔軟性を持たせた契約

とすることを検討する」としたところでご

ざいます。社会経済環境の変化等に伴い事

業費が著しく増加した場合には、設計や要

求水準等の見直しも含め、状況に応じた適

切な対応を検討してまいりたいと考えてお

ります。 

Ｃ 

10 昨今の物価上昇も踏まえ、今後の事業

成立に対しての対応策を検討していた

だきたい。 

機能更新事業は長期間に亘ることから、昨

今の急激な社会経済環境の変化を踏まえ、

事業期間中には様々な環境の変化が起こる

可能性があるものと考えております。その

ため、基本計画案「第４章４(7)ア(ｱ) 事

業契約における柔軟性の確保」におきまし

て、「環境の変化に対応する範囲で見直し

が可能となるよう、柔軟性を持たせた契約

とすることを検討する」としたところでご

ざいます。物価上昇等への対応策といたし

まして、設計や要求水準等の見直しも含

め、状況に応じた適切な対応を検討してま

Ｃ 

45



いりたいと考えております。 

11 物価や為替などの動向が不透明な中、

数十年にわたる事業提案に対応できる

企業は数少ないと想定されるため、提

案内容による優先交渉権者の決定はす

るとしても、事業費については、設計

が固まった段階での都度契約となるよ

うな契約形態が望ましい。 

「民間資金等の活用による公共施設等の整

備等に関する事業の実施に関する基本方針

の変更について（内閣府・平成 30年 10 月

23 日閣議決定）」では、PFI 事業における

民間事業者の募集、選定に際しては、一般

競争入札によることを原則とする旨が記載

されております。機能更新においては、計

画案の「第４章４ 事業手法について」に

記載のあるとおり、事業手法の比較の結

果、事業者選定時の事務負担及び手続きの

明確化や民間アイデアの活用等の観点か

ら、「PFI-BTO 方式(割賦無し)」を採用す

ることとしているため、事業費の契約は、

事業者選定時に必要であると考えておりま

す。一方で、長期間の事業であることを踏

まえ、市況の変化に対応するため、基本計

画案「第４章４(7)ア(ｱ) 事業契約におけ

る柔軟性の確保」におきまして、「環境の

変化に対応する範囲で見直しが可能となる

よう、柔軟性を持たせた契約とすることを

検討する」としたところです。今後、事業

者公募に向け、契約に関する具体的な内容

等について精査してまいります。 

Ｄ 

12 スケジュールについては、設計建設要

員の不足や大阪万博などの影響もあ

り、ゼネコン各社は対応が難しい状況

でもあるため、業界の状況も十分に判

断した上で、品質や価格面で適切な業

者を選定できるように判断いただきた

い。 

機能更新事業者の公募に当たっては、民間

事業者とのヒアリング等により実態把握に

努めるとともに、複数事業者の参画による

競争性を確保に向け、入札説明書、要求水

準書等の精査を行ってまいります。また、

事業者の選定に際しては、「地方公共団体

発注工事における不良・不適格業者の排除

の徹底について（国土交通省・平成 14年

11 月 15 日）」等に則り、適切な審査に努

めてまいります。 

Ｃ 

13 ローリング工事の実績の有無を、PFI

事業者の公募条件にしないでほしい。 

北部市場の機能更新に当たりましては、公

募に際し、複数の民間事業者の参画による

競争性を確保することに加え、事業者選定

後、確実な整備・維持管理を実施すること

Ｃ 
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が必要であると考えております。その両方

を確保することができるよう、今後、機能

更新事業者の公募に向け入札説明書等を作

成する中で、具体的な条件等について精査

してまいります。 

14 長期に亘る事業であり、金利負担が大

きい。割賦無しの一括払いではなく、

出来高払いはできないか。起債の方が

トータルコストが安いと考える。 

基本計画案では、機能更新に要する整備費

等は、基本的に全て起債で対応するものと

し、PFI 事業者への支払いは、年度毎の出

来高払いを行うことを想定しております。

具体的な条件等につきましては、今後、機

能更新事業者の公募に向け入札説明書等を

作成する中で、精査してまいります。 

Ｂ 

15 PFI 事業者の公募の前に、再度公募条

件等について民間事業者とのヒアリン

グ等を実施してほしい。 

機能更新に係る PFI 事業の入札説明書、要

求水準書等の策定に当たっては、その前段

において、民間事業者への意見募集等を行

うことを想定しております。 

Ｂ 

16 測量等の着工までに、市のほうで、

杭、ガラ、自然由来土壌汚染、洗剤系

等々の調査をお願いしたい。 

北部市場では、建物の除却後でないと調査

が実施できない施設がございますので、事

前の調査は困難と考えております。そのた

め、建物除却後の調査において土壌汚染が

確認された場合の対応方法を含めた具体的

な契約内容等について、今後、機能更新事

業者の公募に向け入札説明書等を作成する

中で、精査してまいります。 

Ｄ 

17 民間収益施設部分に関する提案の幅が

大きいと感じる。西側敷地の民間収益

施設を仮市場棟として賃貸する等の案

について、水の処理等はどうするのか

など、疑問点が多い。 

機能更新事業者の公募につきましては、民

間事業者のノウハウやアイデアが最大限発

揮された提案がなされるよう、可能な限り

提案の幅を広くする予定です。一方で、確

実な市場の整備・維持管理の実施が必要で

あるため、その両方が確保されるよう、今

後、要求水準書等を作成する中で、具体的

な条件等について精査を行ってまいりま

す。 

Ｄ 

18 落札者決定の際に評価するポイント

は、地代・賃料、経済性、用途、プラ

ン、ローリング工事の確実性などか。

地域貢献、賑わい創出、脱炭素等の定

性評価も採用されるのか。 

落札者決定基準につきましては、現在精査

中であり、学識経験者等で構成する附属機

関で審議の上決定し、令和６年度に公表す

る予定でございます。市が重視する項目な

ど、優先順位を明確に示した落札者決定基

Ｄ 
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準を策定し、その基準等に沿って適切な事

業者が選定できるよう、精査してまいりま

す。 

19 この土地は、東名川崎 ICから近く、

土地の価値は相応にあると思うので、

民間施設部分は土地を売却するという

選択肢を持ってもよいのではないかと

思う。 

基本計画案「第４章３(5) 土地活用の手法

について」にあるとおり、土地活用の手法

については、市場機能連携エリア(余剰地)

の活用用途の制限など、土地活用の方向性

に一定程度市の関与を残すことを目的とし

て、売却ではなく、事業用定期借地制度等

を活用するものとしております。 

Ｄ 

20 基本計画は長期に亘るが、市の予算及

び支出計画の公表はいつ頃を予定して

いるか。 

機能更新事業に関する収支の試算につきま

しては、基本計画案「第４章５ 事業期間

における北部市場関係収支」において、記

載しております。また、本事業に関する予

算としましては、PFI 事業の債務負担行為

の設定を予定しており、令和６年第１回川

崎市議会定例会にて審議をいただくことを

予定しております。 

Ｄ 

21 民間活用については、費用対効果での

判断で進めて行くべきと考える。 

機能更新事業における民間活用について

は、「川崎市民間活用（川崎版 PPP）推進

方針」等に基づき、本事業において可能性

のある事業手法を整理した上で、定性評

価・定量評価を行い決定いたしました。民

間事業者のノウハウやアイデアを最大限活

用し、効率的・効果的な事業実施及び市民

サービスの提供等を目指してまいります。 

Ｂ 

22 余剰地活用についても、公募から約 12

年後のテナント活用者及び賃料を固め

た上での提案は困難な状況にあると想

定されるため、公募の手法については

最適な誘致先を選定できるよう検討い

ただきたい。 

基本計画案では、市場敷地全体を用いた効

率的なローリング工事の実施と、竣工後の

市場敷地全体を一体的に管理することによ

るスケールメリットを活かす目的から、市

場施設の整備と余剰地活用を一体的に発注

することを前提としておりますが、留意事

項として、近年の建築資材価格の高騰等に

より超長期の契約リスクが高まっている状

況を踏まえ、一体発注では民間事業者によ

る受注が困難と判断した場合は、別発注

等、他の手法と比較・検討することとして

おりますので、今後の経済情勢等を注視

Ｃ 

23 余剰地活用は、PFI 事業の付帯事業と

するには規模が大きく、卸売市場整備

と余剰地活用は事業の性格が大きく異

なることから、それぞれ別事業として

の経営判断が必要になるとともに、事

業のプレーヤーも異なってくる。ま

Ｃ 
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た、それぞれの事業開始時期が大きく

異なることから、両事業者を別々の公

募で選定することを希望する。弊社と

しては、一体公募のメリットは感じら

れない。 

し、適切に判断していまいりたいと考えて

おります。 

24 卸売市場整備と余剰地活用の公募を

別々にすることを希望し、公募時期

は、それぞれの施設建設の着工の２～

３年前を希望する。特に、余剰地活用

については、公募と活用開始時期が大

きく異なると、世の中の状況が大きく

変化することが予想され、民間事業者

は、それをリスクと捉え、土地の評価

は低くなり、提案できる借地料が下が

る可能性が高い。 

Ｃ 

25 「物流の 2024 年問題」によりローリ

ング工事期間の延長が懸念される。ま

た、工事期間の延長に伴う総事業費の

増加も懸念される。引き続き、情報交

換等をお願いしたい。 

現在、機能更新事業に関する入札説明書等

の精査を行っているところであり、円滑な

事業実施に向け、業界の現状を把握するた

めにも、意見交換等を実施してまいりたい

と考えております。 

Ｂ 

26 基本計画案に「維持管理期間は 20年

間を基本とする」とあるが、維持管理

期間が 15年を超えると大規模修繕が

発生する可能性が高くなり、事業者の

リスクが増え、費用が適切に算出でき

なくなる恐れがある。事業者のリスク

軽減と適切な事業費算出のため、維持

管理期間を最長で 15 年間としていた

だくことをご検討いただきたい。 

今回の機能更新においては、市場施設の特

性や法定耐用年数等を踏まえた適切な大規

模修繕の時期に係る検討、及び民間事業者

へのヒアリング結果を踏まえ、基本計画案

「第４章４(6)ア 維持管理に係る事業期

間」にあるとおり、「『ある程度経済環境変

化の見通しが立てられ、合理的なリスク分

担が可能となり、民間事業者が参画し易い

期間』、『民間事業者が投資回収を見込むこ

とができる期間』などを考慮し、20 年間

を基本とする」としたところでございま

す。適切な事業期間の設定により、民間活

用に係る効果の最大化を図ってまいりま

す。 

Ｄ 

27 維持管理に係る事業期間について。20

年は長すぎる。民間事業者の意見を聞

きすぎているのではないか。川崎市は

これまでも指定管理者制度等を導入し

て来たが、決してうまく行っていると

は言えない。期待値以下の場合、速や

かに業者と解約ができるようにしなけ

ればならない。もっと市民の立場にた

ち、最長でも 10 年以下とすべき。20

Ｄ 
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年間解約されないと事業者も安住して

しまい、緊張感がなく質の低下が予想

される。 

28 余剰地活用に係る事業期間について。

50 年は長すぎる。一般的に事業用の定

期借地権は 20年がひとつの指標とな

っている。現在のように変化の激しい

時代は社会の変化に迅速に対応してい

かなければならない。人口減少や次世

代のことを考えると 50年間の契約を

結ぶことはありえないと思う。 

市場機能連携エリアにつきましては、「従

来の卸売市場の延長線上の使い方を基本と

した市場機能及び災害時支援物資拠点機能

の強化」、「卸売市場ならではの特色ある買

い物・食事が楽しめる施設、食文化の発

展・継承を行う施設等による地域の価値向

上」、「中継機能（ハブ機能）等の充実によ

る食品流通ネットワークの強化」という市

の活用コンセプトに沿った上で、民間事業

者の創意工夫を活かした提案に基づき、活

用を図る予定です。コンセプトを踏まえて

想定される施設等の検討、及び民間事業者

へのヒアリング結果を踏まえ、基本計画案

「第４章３(5) 土地活用の手法について」

にあるとおり、「『市の活用コンセプトに沿

った民間事業者の施設整備に対する投資回

収を見込める期間』、『長期契約による事業

の安定性確保』等を考慮し、50 年を基本

とする」としたところでございます。市場

機能連携エリアの適切な活用を通じて、食

品流通機能の強化・補完、卸売市場事業特

別会計の健全化・持続化、市民に親しまれ

る市場化の推進など、本市の目指す食品流

通拠点の実現を図ってまいります。 

Ｄ 

29 基本計画案の「第４章４(4) 事業手法

の比較及び定性評価」において、性能

発注方式という記載があるが、現段階

でどのような項目を考えられているの

か具体例を表記していただきたい。

（例えば耐震性や断熱性・CASBEE 川崎

ランク等、数値目標を求めている訳で

はなく想定項目を提示してほしい） 

機能更新事業者の公募に関する要求水準の

項目につきましては、一般的な事例とし

て、施設の設計・施工に関するもの（配

置・諸室規模・通路・動線・内外装・建具

など）、維持管理に関するもの（設備保

守・清掃・破棄物処理・警備等各業務の仕

様など）といった項目を想定しており、そ

の中で、川崎市建築物環境配慮制度

（CASBEE 川崎）において取得すべき基準

や、環境配慮技術の導入、耐震安全性、地

域生態系保全に関する水準などを記載する

Ｄ 
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予定です。事業者の公募に係る資料につき

ましては、現在精査中であり、学識経験者

等で構成する附属機関で審議の上決定し、

令和６年度に公表する予定でございます。 

30 本事業については、環境アセスメント

手続きの期間が長く、民間事業者の参

画においてはハードルの１つになると

考えられる。例えば、配慮書の作成に

ついては、PFI 事業とは別に貴市にて

実施いただく方法も考えられるので、

手続き期間の短縮に向け検討いただけ

ればと思う。 

環境影響評価の手続きにつきましては、令

和６年度の機能更新事業者の選定後、令和

７年度以降に、選定事業者と連携し着手す

る予定です。基本計画案の「第４章６ 事

業スケジュール」において、環境影響評価

を含むローリング工事モデルケースの期間

を 12年としておりますが、長期の調査・

工事等により周辺地域や市場関係者等へか

かる負担を減らすため、環境影響評価を含

む工期の短縮等に向けたブラッシュアップ

が必要と考えております。今後、機能更新

事業者の公募に向け、市と民間事業者との

役割分担も含め、要求水準書等を作成する

中で、精査してまいります。 

Ｃ 

 

(8) 事業費・市場使用料に関すること（８件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 市場使用料が大きな値上げとならない

よう努力していただきたい。市場使用

料が大幅に増加する場合、水産物部仲

卸業者については、現状から大きくそ

の数（店舗数）を減少させる事が危惧

される。 

市場使用料につきましては、大幅な上昇を

可能な限り抑えるため、事業費を抑制する

手法について検討を継続しておりますが、

施設構造等に係る場内事業者との今後の協

議や、建築資材価格の上昇等、社会経済環

境の変化により整備費等が増加した場合に

は、市場使用料の増額等により収支を合わ

せることを基本とすることとしておりま

す。市場使用料の大幅な上昇は、場内事業

者の営業の継続に大きな影響を与えるもの

と認識しておりますので、慎重に検討して

まいります。 

Ｄ 

2 市場使用料はできるだけ上がらないこ

とを望む。 

Ｄ 

3 市は、現市場の場内事業者が経営を安

定化し継続的に事業を行える操業環境

について考えるべきであり、市場使用

料は極力現行維持すべきである。その

ため、余剰地を効率的に活用して収益

を上げ、その利益を活用して、現市場

の場内事業者の安定操業に向けた環境

整備を行うことも含めて考えるべきで

ある。 

Ｄ 

区分 
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4 機能更新後の市場使用料は場内事業者

が今後も継続して営業できる金額（水

準）にしていただきたい。市場使用料

が現行より大きく上がることは、低い

手数料で営業している卸売・仲卸会社

にとって営業困難になるほど相当厳し

いものである。周辺市場の使用料も考

慮し、場内事業者の営業が可能な水準

となるよう、整備計画の策定をお願い

したい。また、市場使用料の目安が決

定した際には、その原資等（整備費

等）を開示していただきたい。コスト

高要因を明らかにした上で、コスト削

減・市場使用料抑制に向けた場内事業

者との協議の場を設けていただきた

い。 

市場使用料につきましては、大幅な上昇を

抑えるため、事業費を抑制する手法につい

て検討を継続するとともに、今後、市場使

用料への影響も踏まえて、必要とする施設

の仕様、設備・機器等について場内事業者

と協議を行い、要求水準書等に反映するこ

とを考えております。一方で、基本計画案

においては、場内事業者との協議の結果

や、建築資材価格上昇等の社会経済環境の

変化により整備費等が増加した場合には、

市場使用料の増額等により収支を合わせる

ことを基本とすることとしております。市

場使用料の大幅な上昇は、場内事業者の営

業の継続に大きな影響を与えるものと認識

しておりますので、慎重に検討してまいり

ます。 

Ｃ 

5 市場使用料は、場内事業者が営業を継

続できる金額（水準）にしていただき

たい。仮に２倍となった場合、東京都

内の使用料よりも高い水準となる。周

辺市場の使用料も考慮の上、場内事業

者が受け入れ可能な水準となるよう、

整備計画の策定をお願いしたい。ま

た、建設後の市場の維持管理・運営に

ついても、コスト削減に向けた場内事

業者との協議の場を設けていただきた

い。市場によっては、指定管理者制度

の導入により、市場運営費の削減が実

現できている事例もあると伺ってい

る。それでも、市場使用料の抑制が難

しい場合は、一般会計からの繰入も検

討していただきたい。富山市では、一

般会計からの繰入を増やし、市場使用

料を再整備前と同じ水準に抑える措置

を取ったと伺っている。総務省基準等

で認められており、特別交付税につい

ても措置される範囲内において、市場

の公共性等を評価し、繰入を検討して

市場使用料につきましては、大幅な上昇を

抑えるため、事業費を抑制する手法につい

て検討を継続するとともに、今後、市場使

用料への影響も踏まえて、必要とする施設

の仕様、設備・機器等について場内事業者

と協議を行い、要求水準書等に反映するこ

とを考えております。一方で、基本計画案

においては、場内事業者との協議の結果

や、建築資材価格上昇等の社会経済環境の

変化により整備費等が増加した場合には、

市場使用料の増額等により収支を合わせる

ことを基本とすることとしております。市

場使用料の大幅な上昇は、場内事業者の営

業の継続に大きな影響を与えるものと認識

しておりますので、慎重に検討してまいり

ます。また、一般会計繰入金につきまして

は、北部市場を持続的に運営し、発展させ

ていくためにも、機能更新を契機として、

維持管理・運営の効率化や敷地の有効活用

などにより、卸売市場事業特別会計の健全

化・持続化を図ることが必要であると考え

ておりますが、同時に、生鮮食料品等の安

Ｃ 
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いただきたい。 定供給は、卸売市場の使命として欠かせな

いものと認識しております。そのため、繰

入を含む資金対策につきましては、社会経

済環境の変化等を踏まえ、状況に応じて、

その必要性について検討してまいりたいと

考えております。 

6 とにかく事業にかかるコストの削減を

望む。 

基本計画案「第４章５ 事業期間における

北部市場関係収支」において、事業実施に

当たっての収支シミュレーションを記載し

ておりますが、コストの上昇等を抑えるた

め、民間事業者の創意工夫やノウハウの発

揮による工期短縮等の提案を期待している

ところです。こうしたことから、複数事業

者の参画による競争性を確保するため、今

後、事業者公募に向け要求水準書等を作成

する中で、更なる精査を行ってまいりま

す。 

Ｃ 

7 市場使用料上昇抑制と関連し、建設コ

ストの削減をお願いしたい。計画案で

は、敷地の約半分が市場機能連携エリ

アに割当てられ、収支試算上では、財

産貸付料が約 346 億円、市場使用料が

約 1,002 億円であり、余剰地活用は決

して効率が良いわけではない。むし

ろ、余剰地活用が無くとも建設できる

ような工事計画・施設構造等により、

事業費を大幅に削減するプランも検討

していただきたい。今後、時代の変化

に応じた新たなシステム等を導入しや

すいよう、シンプルな構造の方が望ま

しい。可能なら、場内事業者が支払え

る使用料水準から逆算した予算の範囲

に収まるような施設構造等のアイデア

を開発業者等から募る進め方も検討し

ていただきたい。また、施設別・機能

別の想定建設費用の開示をお願いした

い。コスト高要因を明らかにした上

で、機能の取捨選択が必要と考える。

基本計画案「第４章５ 事業期間における

北部市場関係収支」において、事業実施に

当たっての収支シミュレーションを記載し

ておりますが、民間事業者の創意工夫やノ

ウハウを踏まえた提案を期待し、複数事業

者の参画による競争性を確保するため、事

業者公募に向けた要求水準書等の精査を行

っているところです。また、市場使用料へ

の影響も踏まえて、必要とする施設の仕

様、設備・機器等について場内事業者と協

議を行い、要求水準書等に反映することを

考えております。一方で、「場内事業者が

支出可能な市場使用料水準からの逆算」に

つきましては、支出可能な水準は場内事業

者ごとに異なること等から困難であると考

えております。市場使用料の大幅な上昇

は、場内事業者の営業の継続に大きな影響

を与えるものと認識しておりますので、工

事計画、施設の仕様等について、慎重に検

討してまいります。 

Ｃ 
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その上で、施設に見合った部門別の市

場使用料を設定していただきたい。 

8 基本計画案では、余剰地を民間事業者

に貸出し、財産貸付料で赤字幅を埋め

るような計画となっているが、そもそ

も市場単独で収支の均衡を図るべきで

あり、財産貸付料に依存するような発

想は間違っているのではないか。仮に

約 16.8ha の敷地面積の６割を更新後

に施設に充てた場合、敷地面積は約

10ha で建蔽率 60％でも現行の延べ床

面積の 90％は十分確保できる。更に高

度利用によってその中に民間収益施設

を格納することができるため、そもそ

もゾーニング計画に見直しや更なる効

率化が必要であると考える。 

北部市場の特別会計につきましては、流通

構造の変化に対応した広域的な拠点となり

得る立地ポテンシャルも踏まえて、今後、

市場を持続的に運営し、発展させていくた

めにも、経営的視点が大変重要であると考

えており、基本的に市場使用料及び財産貸

付料等の市場敷地全体から生じる収入をも

って施設整備や維持管理に係る事業費支出

との均衡を図ることとしております。敷地

の高度利用につきましては、市場機能連携

エリアにおいて、活用コンセプトを満たす

機能を整備し、食品流通拠点としての機能

の底上げ、地域に根づいた市場の活性化、

及び地域の価値向上等を図るため行うもの

です。機能更新を通じて、食品流通機能の

強化、卸売市場事業特別会計の健全化・持

続化、市民に親しまれる市場化の推進な

ど、本市の目指す食品流通拠点の実現を図

ってまいります。 

Ｄ 

 

(9) 都市計画・交通環境に関すること（９件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 用途地域の変更や地区計画の制定には

都市計画審議会に諮る前に地元説明会

や公聴会の開催が必要である。今後の

事業スケジュールにこれらを記載すべ

きである。 

御意見を踏まえ、基本計画案「第４章６ 

事業スケジュール」に、都市計画の変更に

関する説明会・公聴会等の手続きについ

て、環境影響評価の手続きと並行して行う

ことを追記いたしました。 

Ａ 

2 計画案では「都市施設市場の区域変更

を行わない」となっているが、市場以

外のエリアについては都市施設区域か

ら除外し、地区計画等により建築用途

の緩和・制限をかけてもらえると、民

間事業者としては安心して有効活用の

検討が可能となる。都市施設区域のま

まだと「市場と判断できる機能」がど

のようなものかが曖昧となり、検討の

基本計画案「第４章３(4)ア 都市施設市

場について」にあるとおり、今回の機能更

新では、卸売市場エリア(市場用地)と市場

機能連携エリア(余剰地)を一体的な拠点と

し、食品流通機能の底上げや地域に根ざし

た市場の活性化を図る考えから、当該区域

における土地利用は全体として市場と判断

できる機能の導入を進めるものとし、都市

施設市場の区域変更は行わず、現状を維持

Ｄ 

区分 
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ハードルが高くなる。 するものとしております。「市場と判断で

きる機能」につきましては、市場機能との

連携や市場の特徴を活かした地域の価値向

上等の視点から判断してまいりたいと考え

ており、今後、機能更新事業者の公募に向

け要求水準書等を作成する中で、具体的な

条件等について精査してまいります。 

3 都市計画の変更検討案の見直しの視点

において、高度地区の緩和が必要と書

かれているが具体的な数値が記載され

ていない。景観や周辺への影響（風害

や電波障害等）が予想されるため、現

行の 20m 規制に対してどこまで高さが

必要と考えているのかをきちんと数値

を明記すべきである。 

高さ制限の緩和は、市場機能連携エリアに

おいて、「従来の卸売市場の延長線上の使

い方を基本とした市場機能及び災害時支援

物資拠点機能の強化」、「卸売市場ならでは

の特色ある買い物・食事が楽しめる施設、

食文化の発展・継承を行う施設等による地

域の価値向上」、「中継機能（ハブ機能）等

の充実による食品流通ネットワークの強

化」という活用コンセプトを満たす機能を

整備し、食品流通拠点としての機能の底上

げ、地域に根づいた市場の活性化、及び地

域の価値向上等を図るため行うものです。

具体的には、食品流通機能等を持つ施設に

必要な、大型車の通行に適した通路幅と、

大型車が自走で搬出入できる階高を確保し

つつ、なおかつ地域の価値向上に資する機

能等を多層化により整備するため、高さ制

限の緩和が必要であると考えております。

緩和する高さにつきましては、市の活用コ

ンセプトや、要求水準書等に示す緩和の要

件等に沿った民間事業者からの事業計画提

案を踏まえ、その計画の実施に必要となる

高さを地区計画（案）に定め、都市計画審

議会の議を経た上で決定いたします。市場

機能連携エリアの活用により、食品流通機

能の強化・補完、卸売市場事業特別会計の

健全化・持続化、市民に親しまれる市場化

の推進など、本市の目指す食品流通拠点が

実現できるよう、取組を進めてまいりま

す。 

Ｄ 

4 基本計画案の「参考 北部市場機能更 基本計画案「参考 北部市場機能更新の検 Ｄ 
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新の検討経過（庁内会議、説明会等の

開催状況）」を見ると、まちづくり関

係の協議がされていないように思う。

北部市場は、市及び宮前区の都市計画

やまちづくりにとって重要な施設であ

る。余剰地の活用を含めて新たな都市

計画マスタープランへの位置付けが必

要であると考える。まちづくり局、宮

前区、市民団体（特に昔生緑地西地区

で長年活動をしている「水沢森人の

会」や一般の宮前区民）を参画させ、

行政・事業者・市民の３者協働で計画

づくりをするよう推進体制の見直しが

不可欠であると考える。 

討経過（庁内会議、説明会等の開催状

況）」にあるように、これまで、庁内関係

局で構成する会議や有識者で構成する附属

機関（川崎市中央卸売市場開設運協議会機

能更新推進部会）での審議に加え、地域自

治会への説明会等を実施してまいりまし

た。今後もこれらの場を確保し、情報共

有・意見交換等を実施してまいりたいと考

えております。また、都市計画マスタープ

ランへの新たな位置付けにつきましては、

いただいた御意見を関係部局へ共有してま

いります。 

5 主要駅などからのアクセス改善（循環

バスの運行など）ができると良い。 

北部市場の周囲には、７つの駅に接続する

バス停(※)がございます。また、関連朝市

や食彩まつりといった一般向けイベントの

開催時には、麻生区の新ゆりグリーンタウ

ンの各街区を循環する、場内事業者による

無料送迎バスの運行等もしておりますの

で、既存の公共交通機関等を活用したアク

セス向上に努めてまいりたいと考えており

ます。 

※川崎市営バス：溝の口、登戸、東急バ

ス：たまプラーザ、鷺沼、宮前平、小田

急バス：あざみ野、向ヶ丘遊園 

Ｄ 

6 北部市場機能更新の取組を、市北部の

道路整備、横浜市営地下鉄延伸による

新百合ヶ丘駅周辺再開発の動き、小田

急線複々線化など、市全体の開発推進

と連携し、進めていただきたい。特に

以下の道路整備を望む。 

①東生田歩道橋以西の津久井道は片道

1 車線のため、この付近から津久井

道：上麻生交差点まで片道 2 車線に拡

幅する。 

②同線は小田急線も並走しているの

で、拡幅を進めれば相乗的に小田急

広域的な交通環境の整備に関しましては、

関係部局において、整備効果の高い箇所を

選定し、重点化を図りながら計画的に取組

を進めているところでございます。いただ

いた御意見につきましては、関係部局に共

有してまいります。 

Ｅ 
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線：向ヶ丘遊園駅～新百合ヶ丘駅間

複々線化の実現可能性を高めることが

できるのではないか。一方で、用地買

収や立退きについては、企業努力では

難航が予想され、川崎市の協力が必要

不可欠と考える。 

③津久井道：上麻生交差点～横浜上麻

生道路：早野交差点付近までも片道 2

車線に拡幅する。そうすれば、津久井

道～横浜上麻生道路が東名高速：横浜

青葉 IC まで全道片道 2車線で繋が

り、渋滞緩和等が期待できる。 

7 北部市場周辺は以下の交通対策が必要

と考える。①尻手黒川線の北部市場北

門前交差点及び、梶ヶ谷菅生線との三

叉路の両交差点付近について、各々の

車道を拡幅し、東名川崎 IC 方向の右

折専用レーンと横浜市高速鉄道３号線

新駅予定地方向の左折専用レーンの追

加を行う。 

②清水台交差点については、現状既に

ボトルネックとなっていることから、

車線拡幅により、東名川崎 IC方向に

は直進レーンの２車線化を行い、横浜

市高速鉄道３号線新駅予定地方向に

は、右折専用レーンの追加を行う。 

基本計画案「第４章３(3)イ 交通対策に

ついて」にあるとおり、余剰地活用に当た

っては、周辺環境への負担軽減を図るた

め、市場敷地内における対策及びソフト面

での対策に加え、課題のある交差点付近に

おいて市場敷地を削り一部車線の拡幅を行

うなど、道路改良等のハード面の対策につ

いても、民間事業者と市で調整し、道路管

理者や交通管理者と協議を行いながら、周

辺地域に配慮した対策を講じるものとして

おります。機能更新による周辺道路の混雑

防止等の対策は重要な課題であると認識し

ておりますので、いただいた御意見を関係

部局に共有するとともに、連携して交通対

策に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

Ｃ 

8 北門側は坂道になっており荷が崩れる

ため、南門から入る業者も多いと思う

が、南門のトラック通行による騒音問

題等についても意識していくべきでは

ないか。 

現在、南門の周辺道路は、右折入場による

混雑の発生や住宅街との近接等があること

から、大型車の入退場については、北門の

利用を推奨しております。今後につきまし

ては、現在継続中である場内事業者との具

体的な施設配置にかかる調整及び機能更新

事業者の選定に際しての民間事業者からの

提案を踏まえ、交通対策とともに周辺道路

の利用方法等を検討していくこととなりま

す。周辺環境への配慮は大変重要なもので

Ｃ 
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あると認識しておりますので、事業者選定

後に行う環境影響評価の結果等に基づき、

最大限配慮の上、整備を進めてまいりたい

と考えております。 

9 市場周辺の交通対策に関して、都市計

画道路である横浜生田線の横浜市方面

と、梶ヶ谷菅生線の犬蔵方面の、未完

成区間の早期整備開通をお願いした

い。 

横浜生田線の開通に向けては、関係部局に

おいて、同線関係者等との協議を継続して

いるところでございます。横浜生田線及び

梶ヶ谷菅生線については、北部市場機能更

新により想定される交通環境への影響等を

共有するなど、連携して取り組んでまいり

たいと考えております。 

Ｄ 

 

(10) 環境配慮・緑化に関すること（５件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 カーボンニュートラルや SDGs などの

取組は今後ますます必要性が高まるも

のの、場内事業者の経費の増加に直結

するため、行政が主導して取り組むべ

き課題と考える。 

基本計画案の「その他１(7) 川崎市のその

他の計画との整合」に記載のとおり、機能

更新に当たっては、「川崎市地球温暖化対

策推進実施計画」や「川崎市持続可能な開

発目標（SDGs）推進方針」等の各種計画と

整合を図りながら、主体的に取り組んでま

いりたいと考えております。 

Ｂ 

2 今回の計画は川崎市地球温暖化対策実

施計画にどのように寄与すべきか、具

体的な数値目標やその計画内容を明記

すべきである。 

基本計画案「その他 機能更新に関する法

令条件等の整理」の「オ 川崎市地球温暖

化対策推進実施計画」にあるとおり、機能

更新は、本計画に記載する温室効果ガス排

出量削減目標等との整合を図りながら取組

を進めるものとしております。太陽光発電

設備の設置を含めた再生可能エネルギーの

導入や省エネなど、施設整備に際しての環

境配慮への具体的な条件等につきまして

は、事業者の公募に関する要求水準書にお

いて、明記いたします。 

Ｃ 

3 川崎市の緑の保全及び緑化の推進に関

する条例・緑化指針によると緑地率は

公共公益施設において 20％以上の努力

義務とされている。現行の敷地毎にお

ける緑化率と、想定している計画上の

敷地に対して目標とする緑化率を明記

現行の北部市場における緑地率は、「第２

章１(3) 都市計画等」の図表 10 にあると

おり、10％以上（20％以上の努力義務）と

しています。機能更新におきましては、

「川崎市緑化指針」に則り、市域緑化の先

導的役割を担う公共施設として、可能な限

Ｃ 

区分 
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すべきである。 りの緑化に努める必要があると考えており

ます。機能更新において満たすべき緑化面

積率等につきましては、市場機能等に必要

な面積とのバランスを踏まえて精査し、事

業者の公募に関する要求水準書において、

明記いたします。 

4 緑化指針においては、既存樹木の活用

について記載されているが、今回の計

画における既存樹木の活用に対する方

針を教えてほしい。 

機能更新におきましては、「川崎市緑化指

針」に則り、自然環境の保全・活用のた

め、可能な限り既存樹木を活かした緑化を

行うべきと考えております。機能更新の実

施における既存樹木の保全・活用の具体的

条件につきましては、既存樹木の状態等を

確認の上、事業者の公募に関する要求水準

書において、明記いたします。 

Ｃ 

5 当該地は菅生緑地を含めて平瀬川及び

矢上川、早淵川の源流にも当たり、水

源林の保全や SDGs の観点からも雨水

の涵養や水循環は重要である。水沢や

清水台という地名にふさわしい発想が

必要である。 

北部市場は、菅生緑地に隣接し、緑地の中

には平瀬側の源流が存在するなど、貴重な

自然を有する地域であると認識しておりま

すので、機能更新においては、機能更新事

業者の選定後に行う環境影響評価の結果等

に基づき、周辺環境への影響に最大限配慮

し、整備を進めてまいります。 

Ｃ 

 

(11) 情報の周知等に関すること（６件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 市場の機能更新は数十年に一度の大事

業であり、整備した施設は半世紀にわ

たって使用することが想定される。北

部市場の持続的な発展に向けた非常に

重要な取組なので、この推進に当たっ

ては、場内事業者と十分に協議して行

っていただきたい。 

基本計画案「参考・３ 場内事業者及び地

域との調整」にあるとおり、市場施設の具

体的な内容等について協議するため、各部

門の代表者で構成する協議体を設置してお

ります。今後の機能更新事業者の公募に向

けた要求水準書等の作成に当たっても、主

にこの協議体を活用し、協議を進めてまい

りたいと考えております。 

Ｂ 

2 他市場における再整備の経緯を見る

に、特に市場関係者と最終的な合意を

取る段階や工事着手直前などのタイミ

ングで想定外の事態になることがあ

る。貴市の総力戦になると思うので、

市民の大切な食のインフラである北部

基本計画案「参考・１ 庁内会議」にある

とおり、機能更新に関する事項は、庁内関

係局で構成する「川崎市卸売市場機能検討

委員会」を中心として、調査審議・情報共

有等を行ってまいりました。今後も、当該

会議体を中心として、庁内における情報共

Ｂ 
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市場の必要性について、市役所内での

周知徹底を常に図っていただきたい。 

有を図ってまいります。 

3 北部市場は首都圏に食材を安定供給す

る目的がある。事業経営者は会社の繁

栄と継続を第一に考えている。決し

て、何も考えず・行動せず、安閑とし

ているわけではない。生き残るために

日々努力をしている。ただ、その事業

者の中には、機能更新が先の話である

ため分からない方もいるかもしれな

い。多くの事業者が意見を出すことを

願う。 

「参考・３ 場内事業者及び地域との調

整」にあるように、各部門の代表者による

協議体会議の設置に加え、事前周知の上、

北部市場関係者全員を対象とした説明会を

開催し、検討状況の周知・意見の募集等に

努めてまいりました。今後も、これらの場

を活用し、機能更新に関する情報の周知等

に努めてまいります。 

Ｂ 

4 多くの人が働いている市場なので、も

っと幅広く周知し、意見を集めるべき

だと思う。北部市場内で働く多くの人

が機能更新について知らないように思

える。 

Ｂ 

5 「市民に親しまれる市場化」につい

て、具体的にどういったものになるの

かといった情報を都度発信し、市民も

意見を言える機会を今後も設けて欲し

い。 

今回、市民意見を募集し、広く意見聴取に

努めるとともに、基本計画案「参考・３

(2) 場内事業者及び地域自治会への説明

会」にあるように、これまで、表中の説明

会のほか、周辺自治会との個別の意見交換

等を実施してまいりました。今後もこれら

の場を確保し、意見交換等を実施してまい

りたいと考えております。 

Ｂ 

6 近年、市場の「流通の拠点」としての

立場が揺らぎつつあると感じる。その

ため、働く人間のみの意見での効率化

には限界があると思われる（一般の意

見も取り入れるべき）。 

Ｂ 

 

(12) その他（６件） 

No. 意見の概要 意見に対する本市の考え方  

1 南部市場については、青果物の店舗

販売がほぼなく、市場としては関連

商品売場や水産棟などでも販売があ

ると集客につながるのではないかと

思う。 

南部市場では、店舗販売を行う青果仲卸業

者が不在となっている状況ではございます

が、指定管理者による運営の下、場内事業

者との連携により開催する「いちばいち」、

「夕祭」等のイベントにおいて、一般来場

者への販売を実施しております。各部門に

よる店舗販売が行われることで、より一層

の「市民に親しまれる市場化」の推進、そ

Ｅ 
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して集客にも繋がるものと考えられますの

で、指定管理者と連携・協議してまいりま

す。 

2 南部市場について、インターネット

上の広告、ＰＲについて現状の予算

では限界があるように感じる。別枠

で予算をつける（増額する）などし

て、集客向上につなげていただきた

い。 

南部市場におきましては、市場の PR 等の市

場活性化の取組は、指定管理者事業として

実施しております。適切な PR活動が実施さ

れるよう、指定管理者と協議し、効果的な

PR 等を検討してまいります。 

Ｅ 

3 南部市場に関して。南部市場は国道

沿いにあって便利な場所だと思って

いる。北部市場同様、地域の方に日

常的に来てもらいやすいような魅力

的な場所になったら嬉しい。さら

に、市場の食材を活用した飲食店・

商業施設の情報発信という部分で、

川崎市の観光名所になると良いと思

っている。 

南部市場については、現在、駅前かつ都心

に近い立地などから、「地域に開かれ集客の

できる市場」などいくつかの構想を軸に、

人流の拠点としての側面（マーケット的側

面）に着目し、今後のあり方を検討してお

ります。こうした南部市場の魅力や特色を

踏まえ、引き続き、検討を進めてまいりま

す。 

Ｅ 

4 市民に開かれた市場として多くの市

民から愛されている施設であるた

め、ぜひ新しい形でも市民に開かれ

た市場として誰からも愛される施設

となることを願っている。本計画に

おいて食育に関する言及があるが、

その一方で「かわさき健康づくり・

食育プラン」では触れられていな

い。双方で連携される予定はあるの

か。 

北部市場における食育イベントにつきまし

ては、「かわさき健康づくり・食育プラン

案」では、第３編第２章の「基本施策２ 

わを大切にする食育の推進」に位置付けら

れており、主な事業に「市場における食育

に関する講座」が記載されております。 

Ｅ 

5 セリ場の地面に所々亀裂が入ってお

り、荷物等を運搬する際、危険なた

め整備してほしい。 

現状の北部市場において、セリ場等の一部

の地面（コンクリート）に剥がれ・亀裂等

が生じており、現在、順次補修作業等を実

施しております。重機の利用等に支障が生

じることを認識しておりますので、可能な

限り早急な対応を図ってまいります。 

Ｅ 

6 魚の残骸、紙、発泡スチロールなど

が側溝に溜まり、害獣等の生物が繁

殖して不衛生な環境が常態化してい

るため、専門業者をよんで清掃を行

現在、北部市場においては、ねずみ等の防

除について定期的・統一的に調査を実施し

ており、その結果に基づき、各店舗内にお

ける防除のために必要な措置や対策の助

Ｅ 
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う等、何らかの対処・対策が欲し

い。 

言・指導等を行っております。今後も適切

な調査・指導等に努めてまいります。 

 

 

６ 案からの変更点 

変更内容【変更後】（※下線は変更箇所） 変更前 

第４章 機能更新の内容 

６ 事業スケジュール 

本計画に基づき、整備内容等の精査を進

め、令和６年度に事業者選定、令和７年度に

環境影響評価（環境アセスメント）や都市計

画変更手続き、基本設計等に着手することを

想定しています。 

環境影響評価の手続きについては、開発の

規模から第一種行為に該当する可能性が高

く、その場合、約３年半～４年の実施期間を

要します。なお、都市計画変更による周辺環

境への影響を考慮する必要があることから、

都市計画変更に関する説明会、公聴会等の手

続きは、環境影響評価の手続きと並行して実

施します。 

工事期間については、市が定める条件・仕

様の下、民間事業者の提案により決定するこ

ととなりますが、「２(4) 現地建替（ローリン

グ工事の実施）について」に記載するモデル

ケースでは、約８年が想定されます。 

また、今後、公募要領等の内容を精査するた

め、適宜民間事業者との対話を行うことを検

討します。 

第４章 機能更新の内容 

６ 事業スケジュール 

本計画に基づき、整備内容等の精査を進

め、令和６年度に事業者選定、令和７年度に

環境影響評価（環境アセスメント）や基本設

計等に着手することを想定しています。 

環境影響評価については、開発の規模から

第一種行為に該当する可能性が高く、その場

合、約３年半～４年の実施期間を要します。 

工事期間については、市が定める条件・仕

様の下、民間事業者の提案により決定するこ

ととなりますが、「２(4) 現地建替（ローリン

グ工事の実施）について」に記載するモデル

ケースでは、約８年が想定されます。 

また、今後、公募要領等の内容を精査する

ため、適宜民間事業者との対話を行うことを

検討します。 

その他、用語・用字の修正など、所要の整備を行っています。 
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２ 機能更新に当たっての基本的事項 【基本計画本編はP3に記載】

川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画 【概要版】

(2) 北部市場を取り巻く経済環境等
機能更新に当たっては、以下の市場を取り巻く経済環境等を踏まえながら考え方の整理・検討を行う。

ア 卸売市場法の改正(H30.6)
食品流通の多様化の進展に合わせ、生産者の所得向上と実需者ニーズへの対応、各市場の実態

に応じた創意工夫の取組の促進、市場を含めた食品流通全体の合理化と、その取引の適正化を図
るため、取引規制の緩和等を主とした卸売市場法の改正が行われるとともに、卸売市場の位置付
けや施設整備の在り方等を示す「卸売市場に関する基本方針」が告示された。機能更新の検討は、
この考え方に基づき進めている。

イ 食品流通の合理化等（「物流の2024年問題」への対応）
R6.4から適用されるトラックドライバーの時間外労働の上限規制等による輸送能力減少への対策と

して、国では、卸売市場の施設更新について、ハブ機能の強化やパレット等の標準化、デジタル化・
データ連携による業務の効率化等の推進を掲げており、機能更新においては、これらを踏まえ、開設
者を含め、各主体の担うべき役割・取組事項等を整理する必要がある。

ウ 市民等への開放状況
現在の北部市場は、関連商品売場等の一般開放に加え、「関連朝市」等の市民向けイベントの開

催時には多くの市民が来場している。一方で、北部市場は業務用施設の性格が強く、未だ地域に
とって身近な存在とは言い難い側面があるため、今後は更なる市民来場機会の確保を図り、市場
運営についての理解を醸成するとともに、市民への直接的還元を推進していくことが必要である。

(1) 北部市場の概要 (R5.4.1現在)

名 称 川崎市中央卸売市場北部市場
所 在 地 ／ 開 場 年 月 宮前区水沢1-1-1 ／ 昭和57年(1982) 7月
敷地面積／延床面積 168,587㎡ ／ 94,402㎡
取 扱 部 門 青果部、水産物部、花き部

場
内
事
業
者
数

卸 売 業 者 4社（青果1、水産物2、花き1）
仲 卸 業 者 65社（青果19、水産物44、花き2）
売 買 参 加 者 639人（青果126、水産物21、花き492）
関 連 事 業 者 74社（第一種55、第二種19）
そ の 他 業 者 2社（クリニック、郵便局）

用 途 地 域 近隣商業地域
容 積 率 ／ 建 蔽 率 200％ ／ 80％
高度地区／最高高さ 第3種高度地区 ／ 20m
都 市 施 設 市場（中央卸売市場北部市場）

周 辺 環 境 本市の幹線道路「尻手黒川線」に面し、東名高速
道路「東名川崎IC」から約1.5kmの位置に立地

そ の 他
市地域防災計画において救援物資等の「市集積
場所」に、県災害時広域受援計画において「広域
物資輸送拠点」に指定

１ はじめに（基本計画策定の趣旨）【基本計画本編はP1に記載】

ア 本市の卸売市場は、昭和19年11月に県知事の認可を受け、青果と水産物を取り扱う「市営卸売市場」として現在の南部市場の位置に開設し、戦中・戦後の統制経済下の食
糧難時代に生鮮食料品配給基地として、その機能を果たしてきた。昭和32年には、急速に進展する本市の人口増に対応するため、本場（現南部市場）の拡張と中原、高津地
区への分場の設置を行ったが、その後の市北西部の人口急増と流通の変化等から小規模分散の市場運営では食料品の安定供給が困難となってきたため、「川崎市第2次総合
計画」において大型新設市場構想を打ち出し、昭和57年に北部市場を建設・開場した。

イ 以来、北部市場は、市域を中心とした食の安定供給に貢献してきたが、開場から41年が経過し、施設老朽化に対応するため、また、社会経済環境の変化に対応した機能強化
を図るため、全体的な機能の更新を必要としている。加えて、厳しい市の財政状況にあることを踏まえ、機能更新を契機とした維持管理・運営の効率化や卸売市場事業特別会計
の健全化による持続可能な運営構造への転換が求められている。

ウ この度策定する基本計画は、平成28年2月に策定し、令和元年6月に卸売市場法の改正を受けて改訂した「川崎市卸売市場経営プラン」 (本市卸売市場の経営計画等を定め
るもの)に基づき、卸売市場に必要な機能・規模、施設整備の考え方や敷地を有効活用するための土地活用の考え方など、機能更新の基本的な考え方を整理するものである。

79,555 107,032 
50,160 51,784 

0

200,000

S60S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11H13H15H17H19H21H23H25H27H29 R1 R3

百万円
北部市場卸売業者 (３部門)の取扱金額の推移

エ 卸売業者の経営状況（３部門合計の取扱金額）
H2以降、青果部卸売

業者の再編があった
H25から26を除き、低
下傾向で推移している。
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３ 「川崎市卸売市場経営プラン改訂版」について 【基本計画本編はP17に記載】

本市では、「川崎市卸売市場経営プラン」に基づき卸売市場の各取組を進めてきており、機
能更新に当たっても、本プランを踏まえた検討を行うこととしている。
(1) 川崎市卸売市場経営プラン改訂版の概要

(2) 北部市場・南部市場それぞれの位置付け
経営プランでは市場ごとの特性を踏まえ、南北両市場に各々のビジョンを定めている。
北部市場は機能更新に向けた検討を進めてきたが、南部市場は現・指定管理期間の終

期（令和７年度末）を見据え、令和５年度より今後の運営方針に係る検討を始めたとこ
ろである。両市場で検討の段階は異なるものの、ともにビジョンの考え方を踏襲し、それぞれ
の位置付けの下、両軸として、各々のポテンシャルに着目した検討を同時並行で進めていく。

オ 卸売業者の経営状況（部門別の取扱量・取扱金額）
• 青果部の取扱量は、平成4年以降減少傾向であったが、平成25年に卸売

業者が合併したこと等により増加した。
• 水産物部の取扱量は、昭和63年のピーク時以降、減少傾向が続いている。
• 花き部は、取扱量・金額ともに平成3年から10年頃のピーク時以降減少し、

横ばいの時期もあったが近年は再び減少傾向にある。
「川崎市卸売市場年報」より作成

青果部

水産物部

花き部

① 経営プランの目的
社会経済環境の変化に応じて将来的に機能を維持し、持続させるための方針及び方向性とし

て、開設者と市場関係者が一体となって卸売市場の位置付け・役割、機能強化の方向、市場の
設備、市場運営のあり方等を明確にするもの

② 目標年次
平成28年(2016)年度から令和7(2025)年度までの概ね10年間

③ 市場の必要性の整理
ア 商取引の変化や情報通信技術の発達により、食品取引の形態が変化したとしても「大量の食

品を集荷して分荷する」という物流拠点機能は将来に亘り不変
イ 本市市場においては、154万人の食を支える社会ｲﾝﾌﾗ及び災害時のﾗｲﾌﾗｲﾝとしての役割を

担っており、一定の公共関与の下、将来に亘る確実な機能維持が必要
④ 本市卸売市場の将来像

ア 最大限民間活力の導入を図りながら最小限の公の経費負担により、安全安心な生鮮食料
品を市民に安定的に供給し続けている

イ 首都圏全体の生活を支えるインフラとして、近隣都市と連携しながら一定の公共関与の下に
運営がなされている

ウ 災害時の災害対応拠点としても機能し続け、安全安心な市民生活を支えている
⑤ 本市卸売市場の運営体制

ア 効率性と公共性のバランスを取りながら、社会環境の変化等に迅速・的確な対応を可能とする
柔軟な運営体制を選択する

イ 北部市場は、制度転換の過渡期にあること等を踏まえ、当面市による直営体制を維持する
⑥ 北部市場のビジョン

「首都圏における広域的食品流通の拠点」
（4つの「施策の方向性」、7つの「基本目標」、20の「基本施策」）

⑦ 計画的な施設整備の推進
プラン推進のため、民間活用も含め最も効率的・効果的な整備手法を検討していく

花き部
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４ 機能更新における課題と対応の方向性 【基本計画本編はP32に記載】

(1) 機能更新における課題と対応の方向性
① 施設の全体的な老朽化への対応
② 食品流通拠点としての機能の強化

ア 基本機能の改善・強化への対応
a トラックバース及び屋根付き荷捌きスペース不足の改善
b 部門間動線の交錯・重複の改善
c 事業者・一般の駐車場及び動線の混在の改善

イ 時代の変化に伴う消費者ニーズの変化への対応
a 加工・調製・パッケージ済みの商品の需要増への対応
b 低温管理等、品質管理の需要増への対応

ウ 「物流の2024年問題」を踏まえた流通機能の強化
a 国の物流施策全体の方向性との調和及び国施策を踏まえた基盤・環境の整備
b 北部市場の立地優位性を生かした中継機能等の強化及び輸送従事者の労働環境改善

③ 災害時の支援物資の拠点としての機能の強化
ア 支援物資関連業務と市場本来業務の併存・同時進行が可能な環境の確保
イ 市場関係者との災害時における対応方法の見直し
ウ 非常用電源設備等の機能強化

④ 市民に親しまれる市場化の推進
ア 市民来場機会の確保、直接的還元の促進
a 卸売市場ならではの買い物・食事等の環境整備、食育等の学習機会の充実

⑤ 卸売市場の維持管理・運営の効率化及び卸売市場事業特別会計の健全化・持続化
ア 民間活用による維持管理・運営の効率化
イ 敷地の有効活用による新たな収入の確保

５ 市場施設整備に当たっての基本的事項 【基本計画本編はP33に記載】

(1) 市場施設の規模について
市場の各施設の規模については、各施設の特性や利用実態等を踏まえた上で、適切な規模となるよう算定を行った。

ア 売場施設等の規模
売場施設等(卸売場、仲卸売場、買荷保管積込所等)の規模については、市場取扱量の推計後、国の算定基準を参考に施設規模を算出し、場内事業者の施設の利用実態等を踏

まえた補正を加え、算定した。

実績値(2019年) 将来推計値(2035年) 2019年実績比
青果部 9.62万t 9.24万t 96.0%

水産物部 2.56万t 2.07万t 80.9%
花き部 3.99千万本束個 3.95千万本束個 99.0%

北部市場３部門における将来取扱量 (2035年)の推計値
推計値に基づく規模算出後、補正を加えた機能更新後の売場施設等規模及び現状比 (※)

現状規模 機能更新後規模 （うち、低温化面積） 現 状 比
青果部 22,331㎡ 約23,700㎡ (約9,700㎡) 106%

水産物部 14,644㎡ 約10,100㎡ (約5,800㎡) 69%
花き部 2,699㎡ 約1,900㎡ (約1,800㎡) 73%
合 計 39,674㎡ 約35,700㎡ (約17,300㎡) 90%

路上での荷捌き、車両滞留
部門間動線の交錯・重複の様子

事業者・一般の駐車場の混在

事業者が整備した低温管理設備

R3総合防災訓練の様子

※規模と現状比の不一致は、端数調整によるもの

一般会計からの繰入金の推移 (※)

(※)繰入金…地方公営企業等の経営の健全化を促進し、その経営基盤を強
化するため、一般会計から特別会計に繰り入れる資金のこと。繰入基準は総
務省が定める繰入額算定の基準のこと

大規模屋上防水工事の様子
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イ その他の市場施設の規模

関連商品売場 冷蔵・冷凍施設 駐車場 管理事務所(※1,2)

現状規模 10,291㎡ 16,606㎡ 47,950㎡ 5,245㎡

機能更新後の規模 約8,100㎡ 約10,500㎡ 約39,000㎡ 約5,300㎡

現 状 比(※3) 79% 63% 81% 101%

関連商品売場︓３部門の売場施設等の考え方を準用して実績から推計した機能
更新後の販売額に基づき施設規模を算出し、関連事業者の施設
利用実態を踏まえた補正を行い、最終的な規模を算定(※1)

冷蔵・冷凍施設︓場内の荷に限定した取扱量推計に基づく規模を算出した上で、冷
蔵施設の運営者が経営を維持できる規模となるよう補正して算定

駐 車 場 ︓1日当たり市場流通の規模を用いて国の算定基準を参考に算定
管 理 事 務 所 ︓執務室等は取扱量に関わらず一定規模が必要であることから、各

施設の要否を精査した上で必要とする規模を算定

(※1) 機能更新後の管理事務所の中には、現在市場内に点在する関連事業者を集約する予定。
(※2) 現・管理事務所のみとの比較となる。
(※3) 規模と現状比の不一致は、端数調整によるもの。

部門 現状面積(㎡)
機能更新後面積(㎡) 【概数】

現状比(※5)
低温化面積(内数)

青果部 22,331 23,700 9,700 106％
水産物部 14,644 10,100 5,800 69％
花き部 2,699 1,900 1,800 73％

３部門合計 39,674 35,700 17,300 90％
関連商品売場 10,291 8,100 79％
管理事務所 5,245 5,300 101％

冷蔵・冷凍施設 16,606 10,500 63％
駐車場
（台）

47,950
（1,918）

39,000
（1,600） 81％

売場施設等規模一覧（ア・イのまとめ）(※4)

(※4) この他、機能更新において整備する施設・設備としては、場内事業者の事務所及びその他業務施設、
廃棄物処理関係施設、フォークリフト等の車庫などに加え、通路・車路等の共用部がある｡なお、共用部を含
む詳細な施設規模については、今後も精査を継続し、基本設計において確定する。

(※5) 規模と現状比の不一致は、端数調整によるもの。

(2) 施設ごとの整備主体について
主要市場施設（卸売場、仲卸売場、買荷保管積込所、加工調製施設、冷蔵・冷凍施設）、関連商品売場、管理事務所及び駐車場については、卸売市場の基幹的な機能

であることから、開設者（川崎市）が整備するものとする。なお、加工調製施設については、場内事業者ごとに方針が異なる部分であり、事業者の営業利益の確保に直結する機
能であることや、取引先のニーズに合わせて迅速かつフレキシブルな対応が求められることから、開設者は機器・設備等の整備は行わず、これらの機能の設置に必要となる環境整備
（フロアやインフラ等）を行うものとする。

(3) 施設活用のフレキシビリティ確保について
売場施設等（卸売場、仲卸売場、買荷保管積込所等）の規模については、機能更新後の施設が過大とならないよう、基本的に「市場取扱量の推計値」に基づき算定することと

しているが、取扱量は社会経済環境の変化や卸売業者の取引内容等により常に変動するものであり、再整備後の市場施設は長期にわたり稼働することを踏まえると、取扱量の変動
（施設規模需要の変動）にフレキシブルに対応できることが望ましいと考える。そのため、市場施設の整備に当たっては、市場機能の再構築や他機能への転換等に配慮した可
変性の高い構造にするものとする。

(4) 社会的機能（食の安全・安心、環境配慮、危機管理等）への対応について
機能更新では、経営プランに定める市場の社会的機能（食の安全・安心と食文化の情報発信機能、循環型社会形成に資する取組、災害対応拠点機能）に配慮した施設

整備等を行うものとする。具体的には、食品衛生検査所の機能維持に加え、食文化の継承・発展に向けたイベント等が円滑に実施できる環境の整備・施設構造上の工夫や、環境
負荷の少ない設備機器・再生可能エネルギーの積極的な導入、災害時でも支援物資の関連業務と市場本来の業務が併存・同時進行できる体制の確保及び市場関係者との対応
方法の見直し、ならびに非常用電源等の機能強化等を行うものとする。
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６ 建替手法及び各機能の整備・動線等の考え方 【基本計画本編はP40に記載】

(1) 建替の手法等について
ア 一部建替・全面建替の比較

機能更新に当たっては、現市場の代替となる土地が存在しないことから、工事の前提として、現敷地内において市場の営業を継続しながらローリング工事(※) を行うことが必要となる。
その上で、「一部建替(既存施設をベースとして長寿命化と高機能化を図る)」と「全面建替」の比較を行った結果、以下のとおり「全面建替」において効果的な機能の改善・強化、工期短
縮、市場施設の集約化による土地の有効活用、経費の削減といった有効性の高さが確認できた。そのため、整備手法としては、「全面建替」を実施することとする。

① 市場機能の改善・強化を効果的に図ることができる
⇒ 一部建替は既存施設がベースとなるため、動線や通路幅の改善が限定的となる

② ローリング工事の自由度が高く、工期短縮を図りやすい
⇒ 一部建替は、既存施設の位置が制約となり工事の効率が下がる

③ まとまった余剰地を捻出しやすい
⇒ 一部建替は、既存施設の存在が制約となり、まとまった余剰地の捻出が困難

④ 着工前の調査に要する時間・経費が最小限に抑えられる
⇒ 一部建替は既存施設の長寿命化を要するが、棟ごとに施工者・施工方法が異なるため、全施設の構造や劣化具合を精査し、長寿命化・高機能

化計画をそれぞれ立案していくのは困難であるとともに多大な時間と経費を要する

(※)ローリング工事･･･敷地内に元からある
スペースや一部解体で生み出したスペースに
建物を新設し、移転する方法。現在の敷地
内で解体、新築、移転を繰り返しながら工
事を終了させること。

イ 市場施設の複層化
今回の機能更新では、敷地内において、必要な市場施設規模を確保した上で捻出した余剰地を活用し、新規機能の導入による食品流通機能の強化・補完、市民に親しまれる市

場化の推進、卸売市場事業特別会計の健全化・持続化等の実現を目指すことから、敷地の最大限の有効活用が求められる。
そのため、複層化を前提としてモデルケースを作成する。なお、複層化に当たっては、スロープや大型垂直搬送機を設置するなど、作業効率の低下防止を図る。

エ 現地建替（ローリング工事）の考え方
市の財政負担軽減、入札時の競争性確保等の観点から、以下のとおり条件を整理し、ローリング工事モデルケースを作成した。

ウ 各機能の整備・動線(施設配置)等の考え方
「４(1)機能更新における課題と対応の方向性」を踏まえ、以下のとおり各機能の改善・強化を図る。

各機能の整備・動線(施設配置)等の考え方
ア 庇（屋根）付きトラックバース等の整備・拡充
イ 加工・調製等の付加機能及び低温管理機能の整備・拡充 ※５(2)のとおり加工・調製等の付加機能については、開設者はフロア・インフラ等の環境整備を行う
ウ 効率的かつ安全性の高い動線（施設配置）の構築（部門間動線の整理、事業者・一般の動線区分の整理、分棟型施設配置の検討）
エ 「物流の2024年問題」に係る物流施策全体との整合（中継拠点等として有効に機能するための「転配送の専門施設」を設置など)
オ 施設活用のフレキシビリティ確保（施設の有効活用を見据えた可変性の高い構造等への配慮）

ローリング工事の実施における主な条件
ア 「５(1) 市場施設の規模について」で算定した市場施設面積を確保
イ 市場施設は複層化を前提とし、十分な業務効率低下防止策を講じる
ウ 「各機能の整備・動線（施設配置）等の考え方」を踏まえる
エ 仮移転は、場内事業者の負担と工期短縮のバランスを踏まえてその範囲を決定

ローリング工事モデルケースの工期は 【約8年】
※ 長期間が見込まれるため、施工事業者との適切なリスク分担

を契約に位置付けるとともに、施工事業者と契約した事業費
や設計内容等について、環境の変化に対応する範囲で見直
しが可能となるよう、柔軟性を持たせた契約とする。
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※本工程には、複数回に亘る駐車位置及び緑地帯等の移転や、パッケージ棟など一部の施設の仮設建設が含まれる。
※本案はあくまでモデルケースであり、ローリング工事手順及び施設配置については、場内事業者との調整及び開発

業者等選定に際しての民間事業者からの提案を踏まえ、決定する。

② R11〜15

③ R16〜18

• 新市場棟（第Ⅱ期）の建設後、青果部と花き部を移転。
• 市場施設全棟供用開始（R19頃）
• 旧水産棟跡地周辺を更地化し、開発業者等へ定期借地を開始

 ローリング工事手順及び施設配置モデルケース

モデルケース上の面積配分
卸売市場エリア (市場施設用地) ︓約11ha
市場機能連携エリア (民間収益施設用地) ︓約6ha

第３冷蔵庫

水産棟 青果棟
関連商品売場

花
き
棟

① 〜R10（現状）

新冷蔵・冷凍施設

民間収益施設
仮市場棟として

市が賃貸（青果部・
花き部が仮移転） 水産棟 青果棟

関連商品売場
花
き
棟

• 新冷蔵・冷凍施設を建設して冷蔵施設を集約し、その後、第３冷蔵庫を解体
• 西側敷地の更地化後、開発業者等に定借を開始し、開発業者等において民間収益施設を整備
（その後、その施設を仮市場棟として市が賃借し、青果部と花き部を仮移転）

立体駐車場

新市場棟（第Ⅰ期分）
（水産物部・関連事業者・

管理事務所を移転）

新冷蔵・冷凍施設

民間収益施設
水産棟

関連商品売場

• 旧青果棟・花き棟を解体して新市場棟（第Ⅰ期）を整備
• 新市場棟（第Ⅰ期）へ、水産物部、関連事業者、管理事務所を移転
• その後、旧水産棟・関連商品売場・管理事務所棟を解体し、新市場棟(第Ⅱ期)の建設に着手

新市場棟（第Ⅱ期分）
（青果部・花き部）

民間収益
施設用地

民間収益
施設用地

立体駐車場

新冷蔵・冷凍施設

民間収益施設 新市場棟
（第Ⅱ期分）

（青果部・花き部）

新市場棟
（第Ⅰ期分）

（水産物部・関連事業者
・管理事務所）

④ R19（完成・全棟供用開始）

管理事務所棟

管理事務所棟 管理事務所棟
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７ 市場機能連携エリア(余剰地)の活用に当たっての考え方 【基本計画本編はP47に記載】

(1) 市場機能連携エリア(余剰地)の活用に係る基本的考え方

(2) 市場機能連携エリアの活用コンセプト
市場機能連携エリアの活用用途については、『市場の機能強化・取扱量増加が図れる機能、地域の価値向上に繋がる機能、「交通利便性の高い立地特性」を活かす機能』等から

絞込みを行った上で、以下の具体的留意点を踏まえ、その方向性を決定した。

ア 「食品流通・加工・配送センター」など、従来の卸売市場の延長線上の使い方を基本とした市場機能及び災害時支援物資拠点機能の強化
イ 卸売市場ならではの特色ある買い物・食事が楽しめる施設、食文化の発展・継承を行う施設等による地域の価値向上
ウ 中継機能（ハブ機能）等の充実による食品流通ネットワークの強化
これらの活用に際しては、周辺地域への交通等の影響を踏まえるとともに、状況に応じた交通対策の検討を行う

機能更新に当たっては、卸売市場本体の機能強化に加え、市場規模適正化の結果生じた余剰地を
「市場機能連携エリア」として活用し、機能更新の課題としている「食品流通拠点としての機能の強化」、
「卸売市場事業特別会計の健全化・持続化」に加え、経営プランの施策である「市民に親しまれる市場化の
推進」、「市場用地への新規機能の導入」等への対応を図る。
① 市場機能連携エリアの活用に係る基本的な考え方

• 卸売市場との相乗効果を生み出す機能を導入し、卸売市場エリアと一体的な拠点とすることで、食品
流通に求められる機能の変化に柔軟に対応するとともに、東名高速道路のICに近接する立地特性を活
かし、全国の産地等と川崎市をはじめとした首都圏との結節点となるハブ機能(※)を充実することで、『首
都圏における広域的食品流通の拠点』としての機能の底上げや地域に根ざした市場の活性化を図る。

② 市場機能連携エリアの活用手法
• 民間事業者へ貸し出し、市の定める活用コンセプトに沿った上で、民間事業者の創意工夫を活用した

土地利用を行うとともに、貸付料を得ることで卸売市場事業特別会計の健全化・持続化を図る。

【活用コンセプトの検討に係る具体的留意点】
① 首都圏内かつ住宅地・商業地に近接しており、荷が実需者に届くまでのリードタイムが短いという立地特性を活かし、食品の流通加工・販

売・冷蔵冷凍・保管配送機能等の強化を図るとともに、市場内事業者との取引・業務連携による取扱量増加を図る
② 食を通じた地域との交流促進、食文化の発展・継承など、卸売市場の特徴を活かし、地域の価値向上と市場の活性化を図る
③ 東名川崎ICとの近接により、西日本と首都圏の結節点(中継地点)としての適地であるという立地特性を活かして『ハブ機能』等を充実し、

食品流通ネットワークの強化及び運送業者の労働環境改善等を図る
④ 卸売市場施設と互換性のある施設を誘致することで、需要変動による市場施設規模の過不足への対応や災害時における支援物資拠点と

しての活用、災害等で市場施設が使用不可となった際の代替利用を可能とする
⑤ 発生交通量の抑制やピークタイムの分散など、一定程度交通需要の調整が可能な機能とする

活用コンセプト

※ 市場機能連携エリアの全てを上記①〜⑤の留意点に即した使い方に限定するものではなく、あくまで基本的な活用の方向性とするもの。

(※)ハブ機能…貨物をある拠点に集中させ、そこで仕分け等を行い各拠点に分散させる輸送上の機能のこと。ハブ機能を有効活用することで、産地等からの輸送ロットを大きくしたり、輸送者の引継ぎが可能となり、輸送効率の面で有利となる。
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(3) 都市計画及び交通対策について

主な都市計画 現 行 変更内容(※1) 見直しの視点
用途地域 近隣商業地域 準工業地域 現行において卸売市

場に求められる機能
を満たすためには近
隣商業地域では対
応は困難なため、準
工業地域に変更する
必要がある。

容積率／建蔽率 200%／80% 200%／60%(※2)

高度地区／高さ 第3種／20m 必要な高さを検討
防火・準防火地域 準防火地域 準防火地域

都市施設 市 場 市 場
日影規制 5h 3h 4m 5h 3h 4m

地区計画 －

市場機能の維持、周
辺住環境への配慮
等のための建築規制
強化及び効率的・効
果的な市場施設計
画に必要となる建築
規制及び緩和を行う
ことを前提とする。

周辺環境への配慮
事項 (一定規模以
上の外壁の後退、空
地の確保等)を定め
るとともに、市場として
機能の高度化を図る
ために必要な建築物
の高さを許容するため
高度地区の緩和が
必要である。

ア 都市施設市場について
卸売市場エリアと市場機能連携エリアを一体的な拠点とし、食品流通機能の底上げや地域に根ざした

市場の活性化を図る考えから、当該区域における土地利用は全体として市場と判断できる機能の導入を
進めるものとし、都市施設市場の区域変更は行わず、現状を維持する。

イ 用途地域について
卸売市場に求められる機能の変化を踏まえ、当地区に求められる土地利用を実現するために、『近隣商

業地域』から『準工業地域』へ見直すことを前提とし、民間事業者の公募等を進めるものとする。
ウ 地区計画等について

用途地域の見直しをした場合、建築可能な用途等が増えるが、適切な土地利用を誘導し、周辺住環
境への配慮、自然環境との調和及び市場の操業環境の維持等を図るため、地区計画等により建築可
能な用途や意匠等を定めること等を検討する。
また、今回の機能更新では、敷地の高度利用を図ることで、市場機能の強化に加え、食を通じた地域と

の交流促進、食文化の発展・継承に資する機能の付加などにより、卸売市場の特徴を活かした地域の価
値向上を図る必要がある。そのためには、効果的かつ効率的な市場施設計画において、各階への自走に
よる大型車の搬入出等を考慮した十分な階高を確保するとともに多層式の施設とすることが必要であるこ
とから、都市計画による形態規制に関して、一定規模以上の外壁の後退、空地の確保など、周辺市街
地への影響等に十分配慮した計画とすることで、高度地区で指定されている絶対高さ制限の緩和を行う
ことを前提とし、民間事業者の公募等を進めるものとする。

(※1) 都市計画の変更については、民間事業者の公募・選定の後、都市計画審議会の議を経て最
終的に決定する。

(※2) 建築基準法第53条第3項各号に該当するものは、同項に規定する緩和が可能である。

都市計画の変更検討案

(4) 土地活用の手法について
• 市場機能連携エリアの活用用途の制限など、土地活用の方向性に一

定程度市の関与を残すことを目的として、定期借地制度を活用する。
• 借地期間については、「市の活用コンセプトに沿った民間事業者の施設
整備に対する投資回収を見込める期間」、「長期契約による事業の安
定性確保」等を考慮し、50年を基本としつつ、本市資産マネジメントを
踏まえた市場施設側の建替サイクルとの整合等の調整を図り、決定する。

(5) 災害時の支援物資の拠点機能について
• 災害時において、支援物資の関連業務と市場本来の業務が併存・同時進行できるよう、原則として、卸売市場

エリアでは通常の市場機能を、市場機能連携エリアでは支援物資の拠点としての機能を果たし、両エリアにお
ける相乗効果を生み出せる体制を構築する。そのため、市場機能連携エリアでは、災害時に、一時的に支援物
資拠点としての活用がなされる可能性を考慮し、市との災害時における連携協定の締結等を図るほか、支援物
資拠点として必要なスペースの確保や施設・構造等についての配慮を行うものとする。

※ なお、卸売市場エリアにおいては、市場の本来業務の支障とならない範囲で支援物資の集積スペースを確保したり、市場の
荷と支援物資の共同配送等、機能面における連携を図るなど、両エリア（市場敷地全体）で災害時の支援物資の拠点とし
ての機能を発揮できる体制を確保するものとする。

【参考事例①】 周辺施設との連携による広域的食品流通拠点形成のイメージ
東京都中央卸売市場大田市場周辺環境（大田区東海－平和島）
青果物・花きの取扱量日本一である大田市場では、隣接する平和島等
に立地する多数の物流事業所との連携(※)による機能強化を図っている。
※ 隣接する平和島の東側約半分が「南部流通業務団地」に指定されており、当該団地に

は、ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ、普通倉庫、卸売業、冷蔵倉庫等が立地している。

【参考事例②】 卸売市場を軸とした地域活性化のイメージ
京都市中央卸売市場第一市場の土地活用
市場の再整備に伴う土地活用により『賑わいゾーン』を
創出。民間事業者により市場の食材を活用した飲食
店・商業施設、地域・観光情報等の発信、宿泊施設等
の複合型施設を整備し、運営している。

エ 交通対策について
市場敷地内における対策及びソフト面での対策として、エリア内に十分な車両通行路や待機場所・駐車場所を確保するほか、ICTの利活用による渋滞緩和策や周辺道路における交

通整理員・誘導員の手配等を実施するものとする。また、本事業は、余剰地活用規模の上限が大きいことから、上記対策に加え、道路改良等のハード面での対策についても、民間事業
者と市で調整し、道路管理者や交通管理者と協議を行いながら、周辺地域に配慮した対策を講じるものとする。
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８ 事業手法について 【基本計画本編はP55に記載】

(1) 前提条件となる「市場運営の担い手」についての考え方
• 市場の運営体制︓現在、経営プランにおいて、「制度転換の過渡期にあること等を踏まえ、当面川崎市による直営体制を維持する」としている。
• 市場の運営内容の整理︓「①市場取引の指導・監視等の業務(いわゆる開設者業務)」・「②施設・設備の維持管理業務(いわゆるビルメンテナンス)」に大別することができる。
① 機能更新後の開設者業務の考え方

⇒ 「市場取引の指導・監視等の業務（いわゆる開設者業務）」については、公正かつ安定的な業務運営のもと、安全安心な食料を安定的に供給する社会インフラとしての機能を果たし続
けていく必要があることから、現状においては、市が開設者として必要な業務を実施することとするが、今後の社会情勢の変化等を踏まえ、機能更新完了３年前を目途にその後の開設
者業務等のあり方を検証する。

② 機能更新後の「維持管理業務」の考え方
⇒ 現在でも外部委託により実施しており、機能更新に当たり市場施設の整備と一体的に発注することで、施設完成後の維持管理・保守、修繕を見据えた設計や人材配置を行うことができ、

業務効率化による経費削減が見込めることから、BTOなどによる一体的・包括的発注等、可能な限り民間活用を行うものとする。

(2) 代表的な事業手法の整理

手法 事業方式 資金
調達

設計
施工 整備費支払 維持

管理
施設所有者 民間の

参画意向
交付金
対象 市の金利負担 民間から見た税負担

運営中 終了時

PFI的
手法 ① DBO方式 市 民間 実績払又は

引渡時一括払 民間 市 市 ○ ○ ○
民間調達金利より負担が少ない

○
民間収益施設のみ発生

PFI
手法

② BTO方式 民間 民間 事業期間に亘り
償還払 民間 市 市 ○ ○ ×

市債金利より負担が大きい
○

民間収益施設のみ発生

③ BTO方式
(割賦無し) 民間 民間 実績払又は

引渡時一括払 民間 市 市 ○ ○
△

実績払い又は引渡時一括払であ
るため、金利の影響が少ない

○
民間収益施設のみ発生

④ BOT方式 民間 民間 事業期間に亘り
償還払 民間 民間 市 ×

参画困難 ○ ×
市債金利より負担が大きい

×
市場施設・民間施設ともに発生

ア 資金調達(金利負担)の面からは、「② BTO方式」・「④ BOT方式」については市債金利よりも割高な民間資金調達に係る金利手数料が発生することから、市が市債等により資金を調
達する「① DBO方式」・「③ BTO方式 (割賦無し)」に優位性がある。

イ 民間事業者（開発業者等）の本事業への参画意向の面からは、「④ BOT方式」については民間事業者に中央卸売市場の保有に関するノウハウがなく、リスクが不明瞭であることか
ら参画意向がほぼ無く、実現困難と考えられる。
⇒ 以上から、資金面における優位性があり、かつ民間参画の意向がある「①DBO方式」・「③BTO方式（割賦無し）」について、従来方式を含め詳細な比較検討を行う。

サウンディング調査等の結果を参考に、市場の機能更新において可能性のある事業手法について整理した。

市場の運営
① 開設者業務 (市場取引の指導・監視等)

② 維持管理業務 (警備、ビルメンテナンス等)

① 市が開設者として必要な業務を実施（今後の社会情勢の変化等を踏まえ、機能更新完了３年前を目途にその後の
開設者業務等のあり方を検証する）

② BTO等による民間活用を行う（市場施設の整備と一体的に発注することで、施設完成後の維持管理・保守、修繕
を見据えた設計や人材配置を行うことができ、業務効率化による経費削減が見込めるため）
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(3) 事業手法の比較及び定性評価

① 従来方式 ② PFI-BTO方式(割賦なし) ③ DBO方式

概 要 設計、施工、維持管理、余剰地活用をそれぞれ
発注・契約締結。資金は市が調達・一括払い

設計・施工、維持管理、余剰地活用を一括発注。市と
SPCで契約を締結。引渡し時に市が一括払い

設計・施工、維持管理、余剰地活用を一括発注。市と
民間ｸﾞﾙｰﾌﾟで契約を締結。資金は市が調達・一括払い

定
性
評
価

市財政負担の平準化 ○ 市債の活用により一定の平準化が可能

施 設 整 備 に お け る
コ ス ト 削 減 の 効 果

△ 仕様書に基づいた設計書によりコストが明確
である一方、コスト削減の効果はほぼない

○ 整備範囲が広く、動線の組み方やローリング工事などにおいて民間のノウハウや創意工夫を活用する余地が大き
いことから、「設計・施工一括発注方式（性能発注方式）」を採用することで、コスト縮減の可能性がある。一方
で、性能発注を確実に進めるためのモニタリング費用が生じる。

維 持 管 理 に お け る
コ ス ト 削 減 の 効 果

△ 仕様書に基づいた設計書によりコストが明確
である一方、コスト削減の効果はほぼない

○ 市場施設の整備と一体的、かつこれまで個別に発注していたものを包括的に発注することで、施設完成後の維持
管理・保守・修繕を見据えた設計・人員計画など、業務効率化によるコスト縮減の可能性がある。一方で、性能発
注を確実に進めるためのモニタリング費用が生じる。

余剰地活用の一体的発
注 に よ る 効 果

× 市場整備と別発注となるため、施工ヤードや
事業全体のスケジュールなど、市場の施工事
業者との調整が困難となる可能性が高い

○ 市場の整備と一体的に発注することで、余剰地活用を見据えた効率的なローリング工事の立案に加え、市場施
設と民間収益施設の一体的管理によるスケールメリットの享受など、整備費・維持管理費におけるコスト縮減の可
能性がある。

リ ス ク 分 担 の 明 確 化 △ PFI手法と比較して不可抗力リスク等発生時
に公共の負担の削減余地が小さい

○ あらかじめ発生するリスクを想定し、市と事業者との間でその責任分担を明確化することにより、問題発生時におけ
る適切かつ迅速な対応が可能となり、業務の円滑な遂行が期待できる。

事 業 ス ケ ジ ュ ー ル
の 早 期 化

△ 設計と施工の間で、別途発注手続等が必要
であり、担い手が変わるため期間短縮が困難

○ 設計・施工・維持管理及び運営の一括発注による手続の簡略化や民間事業者のノウハウに基づく設計・施工期
間の短縮によりスケジュールの早期化が図られる可能性がある。

事 業 者 選 定 時
の事務負担及び手続き
の 明 確 化

× 設計、施工、維持管理、余剰地活用を担う
事業者をそれぞれ選定するため事務負担が
大きい

○ PFI法に基づき設計・施工、維持管理、余剰地活用を
担う事業者を一括して選定するため事務負担が小さく、
手続きも明確化されている

△ PFI法に準じて設計・施工、維持管理、余剰地活
用を担う事業者を一括して選定するため事務負担
は小さいが、手続きは不明確である

民 間 ア イ デ ア の 活 用 × 仕様書に沿った設計、施工、維持管理を行う
ため、民間アイデアの活用余地は限定的

○ 性能発注及び市場整備・余剰地活用の一括発注によ
る民間アイデア活用の余地に加え、民間資金の活用等、
更なる多様なアイデア・ノウハウの活用が期待できる

△ 性能発注及び市場整備と余剰地活用の一括発
注により、民間のアイデアを活かした提案を受けるこ
とが可能

事業実現性及び安定性 △ 従来どおりの方式であるため実現性は高いが、
事業者の債務不履行等のリスクがある

○ 他都市及び本市他事業で実績があり実現性は高い。
また、SPC設立により債務不履行等のリスクが軽減される

× 本市における実績がない。SPC等を設立した場合
は、債務不履行等のリスクが軽減される

総 合 評 価 △ ○ △
【事業費支出・定性評価における比較結果】
ア 定性評価は、ほぼ全ての項目において、「①従来方式」より「②PFI-BTO方式(割賦無し)」・「③DBO方式」に優位性がある。
イ また、「②PFI-BTO方式(割賦無し)」と「③DBO方式」については、市場整備と余剰地活用を一体的に発注することで、効率的なローリング工事の立案や市場施設と民間収益施設

の一体的管理によるスケールメリットの享受など、相乗効果が発揮できる可能性がある。
ウ 「②PFI-BTO方式(割賦無し)」と「③ DBO方式」の比較では、コスト削減の効果等は同一であるが、事業者選定時・事業中（工事中）の事務負担及び手続きの明確化、民間ア

イデアの活用、事業実現性において、「③ DBO方式」より「② PFI-BTO方式(割賦無し)」に優位性がある。
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(4) 定量評価

ア VFM（バリュー・フォー・マネー）(※)の算定
• 本事業を「BTO方式 (割賦無し)・余剰地活用の一括発注」で実施する場合、従来方式で実施する場合と比較し、次のVFMが見込まれる。
• なお、「VFMに関するガイドライン(内閣府)」において、VFM算定時における『適切な調整』として、『民間事業者からの税収その他の収入が現実にあると見込まれる場合、PFI事業のLCC、

PSCからそれぞれの収入の額を減じる』とあることから、通常の算定 (公共施設部分(市場施設)のみの算定)に加え、余剰地活用を含む場合の算定も行う。

(5) 事業期間の設定
ア 維持管理に係る事業期間

• 開発業者等とのヒアリング結果等を踏まえ、「ある程度経済環境変化の見通しが立てられ、合理的なリスク分担が可能となり、民間事業者が参画しやすい（入札競争性が確保でき
る）期間」、「ある程度、民間事業者が投資回収を見込むことができる期間」等を考慮し、20年間を基本とする。

イ 余剰地活用に係る期間 (定期借地期間)
• 民間事業者とのヒアリング結果等を踏まえ、「市の活用コンセプトに沿った民間事業者の施設整備に対する投資回収を見込める期間」、「長期契約による事業の安定性確保」等を考慮

し、「50年」を基本としつつ、本市資産マネジメントを踏まえた市場施設側の建替サイクルとの整合等の調整を図り、決定するものとする。

(6) 事業手法の決定
これまでの各種評価等を踏まえ、事業手法は次のとおりとする。

【北部市場機能更新の事業手法に係る考え方】
・ 基本となる事業手法は「BTO方式 (割賦無し)」とし、設計・施工及び維持管理業務(開設者業務除く) を一括して性能発注する
・ 市場整備と併せて余剰地活用を一体的に発注する。
・ 維持管理に係る事業期間については20年間を基本とする。
・ 余剰地活用（定期借地）の事業期間については50年間を基本とする。

PFI-BTO方式 (割賦無し)（整備期間＋維持管理事業期間20年） ＋ 余剰地活用（定期借地事業期間50年）の一体的発注

なお、余剰地活用については、敷地全体を用いた効率的なローリング工事の実施と、竣工後の市場敷地全体（市場用地・余剰地の両エリア）を一体的に管理することによるスケールメリットを活
かす目的から、市場施設の整備と一体的に発注することを前提とするが、近年の建築資材価格の高騰等、社会経済環境の急激な変化により余剰地活用を含む超長期の契約リスクが高まってい
る状況を踏まえ、一体発注では民間事業者による受注が困難と判断した場合は、別発注等、他の手法と比較・検討するものとする。

財政負担削減額 ＶＦＭ

附帯的施設なし
（公共施設部分(市場施設)のみ） 3,849,456千円（税抜） 14.60％

附帯的施設あり
（余剰地活用含む） 3,849,456千円（税抜） 23.57％

（※）VFM…財政負担に対する（行政サービス等の）価値という意味で、従来手法とPFI手法を比較し、事業期間全体を通した財政負担の軽減額又は軽減割合を推計したもの。
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９ 事業期間における北部市場関係収支 【基本計画本編はP62に記載】

(1) 事業期間における北部市場関係収支
• 本事業は余剰地活用を想定していることから、VFMの算定とは別に、余剰地活用の期間を通じた北部市場関係収支のシミュレーションを行う。
• 卸売市場事業特別会計は、南北２市場で構成されているが、ここでは北部市場の機能更新における収支を確認するため、北部市場に係る収支のみを計上することとする。

収支シミュレーション結果（概算）(※1、4)

(※1) シミュレーションにおける前提条件…
事業手法はPFI-BTO（割賦無し）、事業期間は62年間（調査設計

等 4 年、工事期間 8 年、定期借地期間50年）と仮定。なお、維持管
理についてはVFM 評価時の考え方から20年とし、余剰地活用期間中は
再契約を行ったものとしている。また、事業全体の収支となるため、大規模
修繕費及び既往債償還費を計上している。

(2) 市場使用料見直しの考え方について

• 施設構造等に係る場内事業者との今後の協議や建築資材価格及び資金調達金利の上昇等、社会経済環境の変化により整備費等が増加した場合には、市場使用料の増
額等により収支を合わせることを基本とする。

• 一方で、機能更新後の市場使用料については、市場施設の整備、維持管理、運営等にかかる経費から算出することを基本とし、使用料の大幅な上昇を可能な限り抑えるた
め、事業費を抑制する手法等について検討を継続する。

10 事業スケジュールについて 【基本計画本編はP64に記載】

• 本計画に基づき整備内容等の精査を進め、令和６年度に事業者選定、令和７年度に環境影響評価や都市計画変更手続き、基本設計等に着手することを想定している。
• 環境影響評価の手続きについては、第一種行為に該当した場合、約３年半〜４年の実施期間を要する。なお、都市計画変更による周辺環境への影響を考慮する必要があることか
ら、都市計画変更に関する説明会、公聴会等の手続きは、環境影響評価の手続きと並行して実施する。

• 工事期間については、市が定める条件・仕様の下、民間事業者の提案により決定することとなるが、ローリング工事モデルケースに基づくと、約８年かかることが想定される。

(※4) 合計額の不一致は、端数調整によるもの

(※2) 整備関係費の財源は、表中の収入の他、市債の発行約477億円を
想定しており、その償還額として約636億円（うち利息分約159億円）
を見込んでいる。なお、整備関係費には、起債利息が含まれる。

• 事業全体における北部市場関係収支は、0億円（＋約800万円）となり、事業期間を通して収支を概ね均衡させることを想定しているが、整備期間中などには、一時的に
一般会計からの繰入金が発生することが見込まれる。

• なお、北部市場関係収支としては、このほか一般会計に計上される固定資産税収入（約＋72億円）がある。

支

出

整備関係費（※2） 745億円

1,450億円 事
業
期
間
収
支

０億円
（800万円）

大規模修繕費（※3） 301億円
通常修繕費 27億円
維持管理費 231億円
市場運営費 118億円

既往債償還費 29億円

収

入

国庫補助金 102億円
1,450億円市場使用料 1,002億円

財産貸付料 346億円

(※3) 大規模修繕費の財源は、表中の収入の他、市債の発行約298億円
を想定しており、事業期間における償還額として約300億円（うち利息
分約61億円）を見込んでいる。なお、大規模修繕費には、起債利息が
含まれる。
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北部市場機能更新事業スケジュール
• 本スケジュールはローリング工事モデルケースを踏まえて設定したものであり、PFI事業期間等については、開発業者等選定に際しての民間事業者からの提案を踏まえ、決定する。

(※) 基本協定・事業契約等は基本的にPFI事業に係るものであるが、機能更新事業については、余剰地活用を一体的に発注するもの（PFI事業の附帯事業として実施するもの）としており、その内容を基本協定
等に反映する必要がある。協定・契約等を含む入札関係資料については、入札公告時の公表に向け、精査を行う。
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今
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北部市場の機能更新及び南部市場の運営方針に関する検討スケジュール

「川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画」において、『北部市場・南部市場はそれぞれの位置付けの下、両軸と
して、各々のポテンシャルに着目した検討を同時並行で進めていく』としていることから、市議会への報告については、各々の
検討の進捗に合わせ、両市場同時に報告することを基本とする。

◎11/21 総務委員会報告
北部：基本計画(案)の策定
南部：検討状況の報告

◎3/11 総務
委員会報告

基
本
計
画

策
定

基
本
計
画(

案)

パ
ブ
コ
メ

PFI事業者の公募・選定

●部会①

諮
問 運営方針(案)

パブコメ実施

●部会② ●部会④

●審議会 ●審議会

答
申

●審議会（10月下旬〜11月上旬）

●部会③

【諮問の内容】
• 南部市場の必要性について
• 南部市場の必要性についての検討を踏まえ、「運営方針(案)」策定に向けた基本的な考え方について

運
営
方
針

(

案)

策
定

運
営
方
針

策
定

資料３

検討の進捗に合わせ、両市場同時報告を基本とする

答申に向けた審議 答申(案)の確認
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はじめに（基本計画策定の趣旨） 
 

 
 
 

 

はじめに（基本計画策定の趣旨） 

 

本市の卸売市場は、第 2 次世界大戦下の昭和 19 年 11 月に県知事の認可を受

け、青果と水産物を取り扱う「市営卸売市場」として現在の南部市場の位置に開

設し、戦中・戦後の統制経済下の食糧難時代に生鮮食料品配給基地として、その

機能を果たしてきました。 

昭和 32年には、急速に進展する本市の人口増に対応するため、本場（現南部

市場）の拡張と中原、高津地区への分場の設置を行いましたが、その後の市北西

部の人口急増と流通の変化等から小規模分散の市場運営では食料品の安定供給

が困難となってきたため、「川崎市第 2次総合計画」において大型新設市場構想

を打ち出し、昭和 57年に北部市場を建設・開場しました。 

以来、北部市場は、市域を中心とした食の安定供給に貢献してきましたが、開

場から 41年が経過し、施設老朽化に対応するため、また、社会経済環境の変化

に対応した機能強化を図るため、全体的な機能の更新を必要としています。 

加えて、厳しい市の財政状況にあることを踏まえ、機能更新を契機とした維持

管理・運営の効率化や卸売市場事業特別会計の健全化による持続可能な運営構

造への転換などが求められています。 

平成 28年 2月に策定し、令和元年 6月に卸売市場法の改正を受けて改訂した

「川崎市卸売市場経営プラン」（以下、「経営プラン」という。）では、概ね10年

間における本市卸売市場の経営計画等を定めており、その中で、北部市場の強み

を生かしたビジョンとして『首都圏における広域的食品流通の拠点』を掲げると

ともに、今後の施設整備の考え方として、『全体的な機能更新に向けて最も効率

的・効果的な整備手法を検討していく』ことなどを示しました。 

この度策定する「北部市場機能更新に関する基本計画」は、経営プランに基づ

き、卸売市場に必要な機能・規模、施設整備の考え方や市場敷地を有効活用する

ための土地活用の考え方など、機能更新の基本的な考え方を整理するものです。 

本計画の検討を進めるにあたり、市場における課題の抽出、取扱量の推計、余

剰地活用の方向性等について、市場関係者、周辺地域の方々、開発業者等の民間

事業者を中心に、様々な関係者との意見調整を行ってきました。 

市場敷地全体の有効活用、PPP/PFI 手法等による民間事業者のノウハウ・創意

工夫の活用など、北部市場が持ちうる資源や手段を最大限に活用し、機能更新

を契機とした新規機能の導入による食品流通機能の強化・補完、卸売市場事業

特別会計の健全化・持続化、市民に親しまれる市場化の推進など、本市の目指す

食品流通拠点の実現に向け、取組を進めてまいります。
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第１章 川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画の全体像 
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第２章 機能更新に当たっての基本的事項 
 

 
 
 

 
 

第２章 機能更新に当たっての基本的事項 

 

１ 北部市場の現況及び市場を取り巻く経済環境等について 

 

(1) 北部市場の概要 

北部市場は、昭和 57 年 7 月に現在地（宮前区水沢）で開場し、青果・水

産物・花きを取扱う中央卸売市場として、食の安定供給の役割を果たしてき

ました。 

公道を挟み東西に分かれる 168,587 ㎡の敷地を有しており、卸売業者 4社

（青果部 1社、水産物部 2社、花き部 1社）、仲卸業者 65社（青果部19社、

水産物部 44 社、花き部 2 社）、関連事業者 74 社（第一種 55 社、第二種 19

社）が営業しています。（※１） 

（※１）令和５年４月１日現在 
 
 図表１ 川崎市における北部市場の位置 
 

 
 

 

  
世田谷区 

登戸駅 
(JR、小田急線) 

東名高速道路 
東名川崎 IC 

北部市場 

武蔵溝ノ口駅／溝の口駅 
(JR、東急田園都市線) 

第３京浜道路 
京浜川崎 IC 

横浜市 

武蔵小杉駅 
(JR、東横線) 

川崎駅 
(JR、京浜急行) 

3 83



第２章 機能更新に当たっての基本的事項 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
表

２
 北

部
市

場
の

現
況

（
令

和
５

年
４

月
１

日
現

在
）

※
１

、２
 

4 84



第２章 機能更新に当たっての基本的事項 
 

 
 
 

 
 

 

 

 図表３ 土地・施設の概要 
名 称 川崎市中央卸売市場北部市場 

所 在 地 川崎市宮前区水沢１丁目１番１号 

最 寄 駅 東急田園都市線「たまプラーザ駅」（約1.5km） 

敷地面積／延床面積 168,587 ㎡ ／ 94,402㎡ 

開 場 年 月 昭和57（1982）年 7月 

取 扱 部 門 青果部、水産物部、花き部（3部門） 

 

 図表４ 場内事業者等の数（令和５年４月１日現在） 

卸 売 業 者 4 社（内訳：青果部 1 社、水産物部 2 社、花卉部 1 社） 

仲 卸 業 者 65 社（内訳：青果部 19社、水産物部 44 社、花卉部 2社） 

売 買 参 加 者 639 人（内訳：青果部 126 人、水産物部 21人、花卉部 492 人） 

関 連 事 業 者 74 社（内訳：第一種 55社、第二種 19 社） 

そ の 他 業 者 2 社（内訳：クリニック、郵便局） 

場 内 関 係 団 体 7 団体（市場内事業者で構成する組合等） 

公 共 機 関 川崎市健康福祉局中央卸売市場食品衛生検査所 

 

 図表５ 市場内インフラの状況 

電 気 

・場内水沢変電所から水産棟を経て管理事務所棟へ受電し、各棟へ送電。各棟

電気室受電容量は、管理事務所棟1,200kVA、関連商品売場棟 1,600 kVA、水

産棟 2,800 kVA、青果棟 1,900 kVA、花卉棟 450 kVA。関係機関：東京電力 

・管理事務所棟に非常用電源として、ガスタービン発電機（定格容量 750kVA、

定格電圧 6.6kV/50Hz）を設置 

ガ ス 
・都市ガス使用。定温倉庫付近の第一バルブから各棟へ供給。口径 300mm（管

種：PLP）、関係機関：東京ガス 

水 道 ・上水道から給水。口径Φ150（管種：CIP）。関係機関：川崎市上下水道局 

排 水 

・本敷地：汚水・雑排水は場内汚水処理場から調整池を経て平瀬川に放流。公

共下水管接続口は汚水処理場北側の歩道付近にある（配送棟は接続済み）。雨

水は、平瀬区分については調整池を経て平瀬川に放流（Φ600）し、馬絹区分

は敷地南東部の公共下水(雨)管に直結（Φ900）。汚水処理場は、各棟から汚

水に混入する不純物を受け止めるフィルターとしても機能 

・西側敷地：汚水・雑排水、雨水ともに公共下水管に直結 

通 信 ・尻手黒川線から引込。管理事務所棟から各棟へ分配。関係機関：NTT 東日本 

廃 棄 物 

処 理 

市場内事業者が排出する事業系廃棄物及び産業廃棄物は、原則として自己処理

を行うもの（市が委託業務で実施している廃棄物処理の対象外）としている。 
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図表６ 施設の運営状況 

定 期 借 地 

1 配送棟（借主：東一川崎中央青果㈱、面積：4,995㎡、期限：

R26.1.14） 

2 ﾊﾟｯｹｰｼﾞ場（借主：東一川崎中央青果㈱、面積：1,057 ㎡、期限：

R26.3.31） 

3 青果荷捌場棟（借主：東一川崎中央青果㈱、面積：1,818 ㎡、期限：

R28.2.28） 

4 ｶﾞﾗｽ温室（借主：川崎花卉園芸㈱、面積：420 ㎡、期限：R8.2.1） 

冷 蔵 庫 ・ 

製 氷 施 設 

・【第 1・2 冷蔵庫・製氷施設】所有・保守管理者：市、運営者：川崎冷蔵

㈱(第 3 セクター) 

・【第 3 冷蔵庫】所有、保守管理、運営ともに川崎冷蔵㈱ 

廃発泡ｽﾁﾛｰﾙ

処 理 施 設 

・設備の所有・保守管理・運営のいずれも廃発泡スチロール協議会（場内

事業者により結成した団体） 

他の市所有外 

建 築 物 等 

卸売場及び定温倉庫内の保冷設備や、第 2冷蔵庫の昇降機等、場内事業者

の所有物が存在する 

 

 

(2) 北部市場の周辺環境 

交通環境としては、本市を南北に結ぶ幹線道路である尻手黒川線に面して

おり、東名高速道路の東名川崎インターチェンジから西に約 1.5km、東急田

園都市線たまプラーザ駅から北西に約 1.5km、東急田園都市線鷺沼駅から北

西約 2.5kmの位置にあります。 

また、北部市場から西に約 2.5km の地点には、令和 12 年開業を目標とさ

れている横浜市高速鉄道３号線の新駅予定地があります。 

加えて、北部市場の周囲には、7つの駅と繋がるバス停があります。（あざ

み野駅、向ヶ丘遊園駅（小田急バス）、たまプラーザ駅、鷺沼駅、宮前平駅

（東急バス）、登戸駅、溝の口駅（川崎市営バス））。 

その他の立地環境としては、北部市場は市街地に近く、緑豊かな菅生緑地

や多数の商業施設等が近接しているという特徴があります。 
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図表７ 交通環境・立地環境等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表８ 交通環境・立地環境等（バス路線図） 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

バス停 

→ 宮前平駅 
→ 溝の口駅 

↑ 生田駅 
↑ 向ヶ丘遊園駅 
↑ 登戸駅 
↑ 溝の口駅 
 
↓ 鷺沼駅 
↓ 宮前平駅 
↓ あざみ野駅 

→ たまプラーザ駅 
※南門から南に約 650m 地点 

バス停 

バス停 

バス停 

バス停 

↑ 向ヶ丘遊園駅 
↓ あざみ野駅 

→ 宮前平駅 
→ 溝の口駅 

→ 向ヶ丘遊園駅 
← あざみ野駅 ※ふきだし内の矢印（→）は、バスの進行方向 

ヨネッティー王禅寺付近 
（新駅予定地付近） 

東名川崎 IC 

たまプラーザ駅 
（付近に大型商業施設） 

鷺沼駅 

1km 

2km 

商業施設 
(スーパー) 

商業施設 
(スーパー、ホームセンター) 
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図表９ 菅生緑地の位置                                                              
 (3) 都市計画等 

北部市場の区域は、都市施設市場（※２）の都市計画決定を受けています。 

また、用途地域は、開場時の市場に求められた『卸売業者が産地から集荷

してきた生鮮食料品を、仲卸業者等を通じて買出人や消費者に分配（販売）

する』という基本機能の性質から近隣商業地域に設定されています。 

なお、川崎市都市計画マスタープラン宮前区構想（令和 2 年 12 月）にお

いては、北部市場周辺の土地利用の区分を『流通業務エリア』としており、

現状・課題を「梶ヶ谷貨物ターミナル周辺や北部市場周辺は、貨物輸送に関

連した物流施設や業務施設が集積している地区であり、商業・業務施設と住

環境が調和した市街地の形成が求められている」とし、それを踏まえた土地

利用の基本的方向として、「周辺市街地の住環境への影響に配慮した流通業

務、商業施設の適切な立地を誘導するとともに、沿道景観に配慮した道路緑

化の推進や事業所緑化の促進等により、良好な街並み景観を形成する」とし

ています。 

 
（※２）「都市施設」とは…円滑な都市活動を支え、都市生活者の利便性の向上、良好な都市環境を

確保するうえで必要な施設（国土交通省都市計画運用指針） 
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図表 10 北部市場の都市計画等（令和５年４月１日現在） 

用 途 地 域 近隣商業地域 

容 積 率 ／ 建 蔽 率 200％ ／ 80％ 

高 度 地 区 第 3種高度地区 

最高高さ／北側制限 20m ／ 10m＋1.25/1 

防 火 ・ 準 防 火 地 域 準防火地域 

地 区 計 画 なし 

都 市 施 設 市場（中央卸売市場北部市場） 

日 影 規 制 5h 3h 4m 

宅 地 造 成 工 事 規 制 宅地造成工事規制区域 

既 成 市 街 地 既成市街地外（近郊整備地帯） 

景 観 計 画 区 域 丘陵部ゾーン 

緑 地 率 10％以上（20％以上の努力義務） 

※都市施設と用途地域の範囲は一致しない部分がある（敷地の外周部分等） 

 

 

図表 11 都市施設市場の指定範囲（令和５年４月１日現在） 
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図表 12 用途地域（近隣商業地域）（令和５年４月１日現在） 

 

 

 (4) 北部市場を取り巻く経済環境等 

ア 卸売市場法の改正 

食品流通においては、加工食品や中食・外食等の需要が拡大するととも

に、電子商取引による通信販売、産地直売等、流通の多様化が進んでいま

す。 

こうした状況の変化に対応して、生産者の所得向上と実需者ニーズへの

的確な対応を図るため、各卸売市場の実態に応じた創意工夫の取組を促進

するとともに、卸売市場を含めた食品流通全体の合理化と、その取引の適

正化を図ることが必要となっています。 

このような背景を踏まえ、平成 30 年 6 月に卸売市場法及び食品流通構

造改善促進法が改正され、令和 2年 6月 21日に施行されました。 

本改正により、「第三者販売の禁止、直荷引きの禁止、商物一致」等、こ
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れまでは全国一律で規定されていたものについて、公正な手続を踏んだ上

で、共通の取引ルール（取引の条件・結果の公表、差別的取扱いの禁止な

ど）に反しない範囲において、卸売市場ごとにルールを定めることができ

ることとなりました。 

また、従前は、都道府県又は人口 20 万人以上の市のみが中央卸売市場

を開設できることとされていましたが、法改正により、民間事業者も中央

卸売市場を開設できるようになったほか、開設区域の考え方が廃止されま

した。 

加えて、卸売市場法の改正に伴い告示された「(新) 卸売市場に関する

基本方針（平成 30年農林水産省告示第2278号）」では、以下のとおり「卸

売市場の位置付け」、「卸売市場の施設整備の在り方」等が示されており、

北部市場の機能更新においては、これらの考え方に基づき、検討を進めて

います。 

 

卸売市場に関する基本方針（平成30年農林水産省告示第2278号） 

※第１－１、第２－１以外は項目名のみ抜粋 

 

第１ 卸売市場の業務の運営に関する基本的な事項 

１ 卸売市場の位置付け 

中央卸売市場及び地方卸売市場（以下単に「卸売市場」という。）が有する

集荷及び分荷、価格形成、代金決済等の調整機能は重要であり、卸売業者の

集荷機能、仲卸業者の目利き機能等が果たされることにより、食品等の流通

の核として国民に安定的に生鮮食料品等を供給する役割を果たすことが期待

される。 

他方、生産者の所得の向上と消費者ニーズへの的確な対応のためには、卸

売市場を含めて新たな需要の開拓や付加価値の向上を実現することが求めら

れる。 

流通が多様化する中で、卸売市場は、生鮮食料品等の公正な取引の場とし

て、特定の取引参加者を優遇する差別的取扱いの禁止のほか、取引条件や取

引結果の公表等公正かつ透明を旨とする共通の取引ルールを遵守し、公正か

つ安定的に業務運営を行うことにより、高い公共性を果たしていくことが期

待される。 

また、地方公共団体を始めとする開設者は、地域住民からの生鮮食料品等

の安定供給に対するニーズに応えつつ、高い公共性を果たす必要がある。 

２ 卸売市場におけるその他の取引ルールの設定 

３ 卸売市場における指導監督 
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第２ 卸売市場の施設に関する基本的な事項 

１ 卸売市場の施設整備の在り方 

卸売市場は、都市計画との整合等を図りつつ取扱品目の特性、需要量等を

踏まえ、売場施設、駐車施設、冷蔵・冷凍保管施設、輸送・搬送施設、加工

処理施設、情報処理施設等、円滑な取引に必要な規模及び機能を確保する。 

また、開設者の指定を受けて卸売業者、仲卸業者等が保有する卸売市場外

の施設を一時的な保管施設として活用し、卸売市場の施設の機能を有効に補

完する。 

その上で、卸売市場ごとの取引実態に応じて、次のような創意工夫をいか

した事業展開が期待される。 

(1) 流通の効率化 

(2) 品質管理及び衛生管理の高度化 

(3) 情報通信技術その他の技術の利用 

(4) 国内外の需要への対応 

(5) 関連施設との有機的な連携 

２ 国による支援（法第16条関係） 

 

第３ その他卸売市場に関する重要事項 

１ 災害時等の対応 

２ 食文化の維持及び発信 

３ 人材育成及び働き方改革 

 

イ 食品流通の合理化等（「物流の 2024年問題」への対応） 

トラックドライバーの人手不足に加え、2024 年 4 月からトラックドラ

イバーの時間外労働の上限規制等が適用されることに伴う、いわゆる「物

流の 2024 年問題」により、モノが円滑に運べなくなる可能性が懸念され

ています。 

国の「持続可能な物流の実現に向けた検討会」の最終取りまとめ（令和

５年８月）では、2024 年問題に対して何も対策を行わなかった場合には、

営業用トラックの輸送能力が 2024 年には 14.2％、2030 年には 34.1％不

足する可能性があると試算しており、日本各地の産地や漁港等から荷を集

荷する卸売市場にとっても、この影響は大変大きいものと考えています。 

こうした現状を踏まえ、農林水産省では、「令和４年度食料・農業・農村

白書」において、卸売市場の施設の更新について、「単に老朽化に伴う施設

の更新のみならず、物流施策全体の方向性と調和し、標準化・デジタル化

に対応した卸売市場の物流機能を強化することが必要」とした上で、卸売

市場の活性化に向け、卸売市場のハブ機能の強化やコールドチェーンの確
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保、パレット等の標準化、デジタル化・データ連携による業務の効率化等

を推進することとしています。また、出荷団体・卸売市場関係者等で構成

する「流通標準化検討会」を設置し、部門ごとの『流通標準化ガイドライ

ン』を取りまとめています。 

北部市場においても、これらの取組や国の検討会が取りまとめた「物流

の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者が取り組むべき事

項」等を参考に、開設者を含め、各主体の担うべき役割・取組事項等を整

理する必要があります。 

 

ウ 北部市場卸売業者の経営状況 

(ｱ) ３部門の取扱金額 

 北部市場の取扱金額は、平成 2年以降、青果部卸売業者の再編があっ

た平成 25年から 26年を除き、低下傾向で推移しています。 
   

図表 13 

 

 

(ｲ) 青果部の取扱量・取扱金額 

青果部の取扱量は、平成 4年以降減少傾向となっていましたが、平成

25年に北部市場の卸売業者（川崎中央青果㈱）と昭島市場の卸売業者（東

一西東京青果㈱）が合併し、東一川崎中央青果㈱となったことや、同年

に閉鎖した昭島市場から仲卸業者が移転したことにより取扱量が増加

しました。 

近年の取扱金額としては、平成 3年頃のピーク時とほぼ同等で推移し

ています。なお、現在、東一川崎中央青果㈱は、大田市場に拠点を置く

卸売業者（東京青果㈱）のグループ会社となっており、グループ会社の

ネットワークを活かした事業展開が期待されます。  
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図表 14-1 

 

 

 

(ｳ) 水産物部の取扱量・取扱金額 

水産物部の取扱量は昭和 63 年のピーク時以降、取扱金額は平成 2 年

のピーク時以降、長期的に減少が続いています。 

北部市場の卸売業者は 2社（横浜魚類㈱、横浜丸魚㈱）であり、横浜

魚類㈱は、横浜市中央卸売市場本場に本社を置き、北部市場は支社とな

っています。 

横浜丸魚㈱も同じく横浜市中央卸売市場本場に本社を置き、北部市場

を支社とするとともに、本市南部市場の卸売業者（川崎丸魚㈱）をグル

ープ会社としています。 

 
 

図表 14-２ 

 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0

20

40

60

80

100

120
S6

0
S6

2 H
1

H
3

H
5

H
7

H
9

H
11

H
13

H
15

H
17

H
19

H
21

H
23

H
25

H
27

H
29 R1 R3

（百万円）（千t）
取扱量 取扱金額

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0

20

40

60

80

100

120

S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11H13H15H17H19H21H23H25H27H29 R1 R3

（百万円）（千t）
取扱量 取扱金額

取扱金額がピーク時とほぼ同等を推移 

長期的に減少傾向 

「川崎市卸売市場年報」より作成 

「川崎市卸売市場年報」より作成 

14 94



第２章 機能更新に当たっての基本的事項 
 

 
 
 

 
 

 

 

(ｴ) 花き部の取扱量・取扱金額 

花き部の取扱量・取扱金額は、平成 3 年から 10 年頃のピーク時以降

減少し、平成 14年から 27年は横ばいが続いていましたが、近年は再び

減少傾向にあります。 

北部市場の卸売業者（川崎花卉園芸㈱）は、本社を当市場に、支社を

本市南部市場に置いており、必要な機能ごとに効率的に両市場を使い分

けているという特徴があります。 
  

図表 14-３  

 
 

 

エ 市民等への開放状況 

現在の北部市場は、敷地の中央に関連商品売場を設置しているという特

徴があり、当該売場及び食堂街については、開市日の 8 時から 13 時頃ま

で一般開放しています。 

また、毎週土曜日には、関連事業者による「関連朝市」を開催している

ほか、令和５年度からは水産棟においても不定期で「さかなの日」を開催

しており、これらのイベント時には多くの市民等が来場し、市場での買い

物や食事を楽しんでいます。 

一方で、現在の北部市場は、業務用施設としての性格が強く、未だ地域

にとって身近な存在とは言い難い側面がありますが、今後は、地域に存在

する公共施設として更なる市民来場機会の確保を図り、市場運営について

の理解を醸成するとともに、市民への直接的還元を促進していくことが必

要と考えています。  
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フラワーアレンジメント講座の様子 

水産物消費イベント「さかなの日」の様子 

市場見学の様子 

こども食育講座の様子 

関連商品売場（土曜朝市）の様子 
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２ 川崎市卸売市場経営プラン改訂版について 

 

(1) 川崎市卸売市場経営プラン改訂版の概要 

経営プランは、社会経済環境の変化に応じて将来的に機能を維持し、持続さ

せるための方針及び方向性として、開設者と市場関係者が一体となって卸売市

場の位置付け・役割、機能強化の方向、市場の設備、市場運営のあり方等を明

確にするため、平成 28年 2月に策定したものです。 

また、大幅な制度変更を伴う平成 30年 6月の卸売市場法改正を受け、改め

て市内における卸売市場の要否や公共関与の是非といった基本的な点からプ

ランを検証し、令和元年 6月に改訂を行いました。機能更新は、本プランに基

づき検討を行っています。 

経営プラン改訂版の概要は、以下のとおりです。 

 

(1) 経営プランの目的 

社会経済環境の変化に応じて将来的に機能を維持し、持続させるための方針及び方向性と

して、開設者と市場関係者が一体となって卸売市場の位置付け・役割、機能強化の方向、市

場の設備、市場運営のあり方等を明確にするもの 
 

(2) 目標年次 

平成28（2016）年度から令和7（2025）年度までの概ね 10年間 
 

(3) 本市における卸売市場の必要性 

卸売市場の公共性、卸売市場の社会的役割・機能、卸売市場に求められる機能から、本市

における卸売市場の必要性としては、①市民への食の安定供給のための社会インフラ、②災

害時の対応拠点や非常時のライフライン、③効率的な物流構造の観点から大量の食品を集荷・

分荷するという物流拠点機能、に整理できる。 

加えて、消費地に近接し、発達した交通網を有する立地上の優位性等を踏まえると、『市内

における卸売市場（食品物流拠点機能）の維持は必要かつ合理的』と考えられる。 
 

(4) 川崎市卸売市場の課題整理 

ア 多様化するニーズへの対応 

実需者ニーズの変化（低温管理・加工・パッケージング、情報管理等）への対応 

イ 市場の社会的役割の発揮 

環境負荷低減、災害時の対応拠点・非常時のライフライン機能への対応 

ウ 市場経営の健全化 

事業費支出の削減や使用料収入の確保に向けた取組、民間活力の導入等 

エ 改正卸売市場法への対応 

大幅な規制緩和により市場運営の自由度が向上したことへの対応 

17 97



第２章 機能更新に当たっての基本的事項 
 

 
 
 

 
 

 

(5) 川崎市卸売市場の将来像 

ア 最大限民間活力の導入を図りながら最小限の公の経費負担により、安全安心な生鮮食料

品を市民に安定的に供給し続けている。 

イ 首都圏全体の生活を支えるインフラとして、近隣都市と連携しながら一定の公共関与の

下に運営がなされている。 

ウ 災害時の災害対応拠点としても機能し続け、安全安心な市民生活を支えている。 
 

(6) 市場ごとのビジョン 

北部市場：「首都圏における広域的食品流通の拠点」 

広い敷地と、充実した交通網を有するという首都圏における立地優位性を活かし、食品流

通ネットワークの一翼を担う。 

南部市場：「地域密着型食品流通の拠点」 

本市の中心市街地に近い立地特性を活かし、市民の食生活を支えるとともに、食文化等の

発信を担う。 
 

(7) 川崎市卸売市場の運営体制 

ア 効率性と公共性のバランスを取りながら、社会環境の変化等に迅速・的確な対応を可能

とする柔軟な運営体制を選択する。 

イ 制度転換の過渡期にあること等を踏まえ、北部市場は、当面川崎市による直営体制を維

持する。南部市場は、当面指定管理者による運営体制を維持する。 
 

(8) 課題に対応する「施策の方向性」 

課題 施策の方向性 内容 

多様化するニ

ーズへの対応 

消費者ニーズに合った商

品を安定的に供給するた

めの基本機能の強化 

顧客ニーズに柔軟に対応できる食品流通

拠点としての機能、出荷者と実需者をつ

なぐコーディネート機能の強化 

市場の社会的

役割の発揮 

市場に求められる社会的

機能の発揮 

循環型社会形成に資するエコ市場化に向

けた取組、災害対応拠点機能の発揮に向

けた取組の強化 

市場経営の健

全化 

効率的な機能維持手法の

確立 

機能の持続的な発揮と社会環境の急速な

変化に対応できる運営体制の確立 

改正卸売市場

法への対応 

規制緩和を活かした市場

運営 

自由度の高い取引環境の整備、市民に親

しまれる市場化や市場用地への新規機能

の導入等 
 

(9) 施策の方向性を踏まえた「7つの基本目標」と「20の基本施策」 

(参考資料1、2) 
 

(10) 今後のプラン推進に向けた「計画的な施設整備の推進」 

ア 可能な限り市の直営ではなく、民間活力の導入による整備を検討する。 
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イ 市の公共建築物長寿命化方針を踏まえつつ、全体的な機能更新に向けて最も効率的・効

果的な整備手法を検討していく。 

ウ 市場運営に必要な機能の確保や民間活用の効果を最大化するため市場用地の高度利用等

が必要な場合には、土地利用や建築に関わる規制への対応等について検討する。 

エ 民間活用に当たっては、サウンディング手法などにより、事業内容や事業スキーム等に

関して、民間事業者の意見や提案などを聴取することも視野に入れつつ、対象事業の検討

を進める。 

オ 北部市場については、全体の機能の維持・更新に向け、最適な整備手法を検討する。 
 

(11)プラン推進上の留意点 

取引ルールの変更など規制緩和がもたらす本市卸売市場への影響を把握するとともに、施

行 5年後の卸売市場法の見直しの動向を注視し、必要に応じた対応をとることが必要。 
 

(12)成果指標 

平成26（2014）年度の取引量を維持していく。 

北部：141,175t 南部：10,258t 南北合計：151,433t 

 

 

(2) 北部市場・南部市場それぞれの位置付け 

経営プランでは、市場ごとの特性を踏まえ、北部市場は「首都圏における広

域的食品流通の拠点」、南部市場は「地域密着型食品流通の拠点」というビジ

ョンを定めています。 

現在、北部市場については、機能更新に向けた検討を進めておりますが、南

部市場については、現・指定管理期間の終期（令和７年度末）を見据え、令和

５年度より、「今後の運営方針に係る検討」を始めたところです。 

両市場で検討の段階は異なるものの、ともにビジョンの考え方を踏襲し、北

部市場については、食品流通拠点としての側面に着目して機能更新を検討し、

南部市場については、駅前かつ都心に近い立地などから、「地域に開かれ集客

のできる市場」などいくつかの構想を軸に、人流の拠点としての側面（マーケ

ット的側面）に着目し、今後の運営方針を検討していきます。 

このように、北部市場・南部市場はそれぞれの位置付けの下、両軸として、

各々のポテンシャルに着目した検討を同時並行で進めていきます。 

 

 

(3) 経営プランと「北部市場機能更新に係る基本計画」との整合 

ア 「北部市場機能更新に係る基本計画」の位置付け 

「北部市場機能更新に係る基本計画」は、経営プランに定める『計画的
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な施設整備の推進』を具体化するため、『施策の方向性』に沿って、卸売市

場に必要な機能・規模、施設整備や土地活用の考え方など、機能更新に係

る基本的な考え方を整理するものです。 

 

イ 目標取扱量と取扱量推計の違い 

経営プランと本計画の整合に関する留意点として、目標取扱量と取扱量

推計の考え方の違いがあります。 

『目標取扱量』については、北部市場の強みや立地優位性、北部市場に

おける各主体の今後の取組（基本施策）等を踏まえ、市場関係者が一丸と

なって目指すべき「目標値」として設定したものです。 

一方、『取扱量推計』については、機能更新の検討に際し、機能更新後の

施設が過大とならないよう、目標値とは別に、施設規模の根拠数値として、

取扱量実績に基づく機械的試算と卸売業者の経営計画を踏まえ、設定した

ものです。 

 

ウ 次期経営プランとの整合 

現行の経営プランは、目標年次が令和7年度までとなっていることから、

次期経営プランの策定に当たっては、今回の取扱量推計を含め、機能更新

の考え方と整合を図りつつ、社会経済環境の変化等を踏まえた今後の市場

運営のあり方、新たな目標取扱量の設定等について、検討していきます。 
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第３章 機能更新を必要とする理由及び実現すべきこと 

 

１ 機能更新を必要とする主な理由 

機能更新（施設・設備の全体的な更新）を必要とする主な理由は次のとおりです。  

(1) 施設の全体的な老朽化への対応 

(2) 時代の変化に伴う消費者ニーズの変化への対応 

(3) 災害時の支援物資の拠点としての機能の強化 

 

(1) 施設の全体的な老朽化への対応 

北部市場における近年の大規模修繕としては、主要設備の老朽化に伴うも

のとして、平成29年度から令和 3年度にかけて実施した「屋上防水工事（約

5.4 億円）」、設備機器類の不具合に伴うものとして、平成 30 年度から令和

元年度にかけて実施した「空調機器の更新（約 1.4億円）」、令和 2年度に実

施した「火災報知設備の更新（約 1.4億円）」、令和元年度から 2年度にかけ

て実施した「監視カメラシステムの更新（約 1.0 億円）」などがあります。 

また、緊急の修繕・補修工事としては、平成 30年に57件・約4.8千万円、

令和元年度に 48件・約4.7千万円、令和 2年度に 36件・約4.5千万円を実

施しています。 

今後も、老朽化への対処が必要な施設が増加する見込みであり、早期の機

能更新の実施が必要であると考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 時代の変化に伴う消費者ニーズの変化への対応 

消費者ニーズの変化への対応としては、主に次の２点が必要であると考え

ております。 

 

ア 加工・調製・パッケージ済みの商品の需要増への対応 

近年は、国内消費における加工品の占める割合及び中食（※３）の市場規模

R3 関連商品売場棟屋上防水工事の様子 R2 に更新された監視カメラシステム 
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が増加しており、その背景としては、単身世帯の増加などに伴い、家庭内

での調理時間が減少し、弁当・総菜などの中食ニーズが高まっていると考

えられます。 

これらのことから、卸売市場においても、中食市場を支える加工・調製・

パッケージング等への対応が必要と考えています。 
 

（※３）「中食(なかしょく)」とは…弁当などの調理済みの食材を買って持ち帰り、職場や家庭など

で食べること。また、その食事のこと。 
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図表 15 

図表 16 図表 17 

図表 18 
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イ 低温管理等、品質管理の需要増への対応 

近年は、食品購入時に「安全性」、「鮮度」等を重視する消費者が多いこ

とから、量販店等における品質管理・衛生管理の重要度が高まっており、

それらのニーズに合わせ、コールドチェーン（※４）に代表される品質管理の

向上及び食の安全・安心の確保に向けた取組が求められています。 

一方で、北部市場の現況としては、低温管理等への対応は一部施設のみ

であり、機能更新を契機とした機能強化を図ることが必要と考えています。 

また、令和３年６月から卸売業者や仲卸業者に義務付けられた「HACCP

の考え方を取り入れた衛生管理」の徹底・充実のためにも、対応が必要と

考えています。 

 

（※４）「コールドチェーン」とは…低温管理が必要な製品を冷蔵・冷凍した状態で最終消費地まで

配送する方式。 
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内閣府食品安全委員会 令和 2 年度食品安全モニター課題報告「食品の安全性に関する意識等について」より作成 

場内事業者が整備した低温管理設備 青果棟低温卸売場 

図表 19 
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(3) 災害時の支援物資の拠点としての機能の強化 

北部市場は、「大型トラック向けの動線がある」、「荷捌きに必要なフォー

クリフト等の資機材を確保しやすい」、「全国中央卸売市場間の協定により物

資を集めやすい」など、災害対応に適した環境等があることから、神奈川県

から「広域物資輸送拠点」（※５）に指定されているとともに、本市においても

「市集積場所」（※６）として位置付けています。 

一方で、これらの位置付けは開場時に想定されていたものではなく、社会

情勢が変化する中で生じたものであるため、「支援物資の保管・荷捌きに係

る業務と、早期復興に必要な食品流通業務（卸売業者等の本来業務）の併存・

同時進行」や「電気等のインフラが長時間途絶えた中で支援物資の荷捌き等

を行う環境の確保」など、支援物資の取扱いに関する課題があります。 

そのため、機能更新を契機として、支援物資の関連業務と市場本来の業務

が併存・同時進行できる環境の確保や市場関係者との災害時における対応方

法の見直し、非常用電源設備等の機能強化等が必要であると考えています。 
    

（※５）広域物資輸送拠点…国のプッシュ型支援による物資の受入拠点。『神奈川県災害時広域受援

計画』により位置付けられており、現在、川崎市内では、北部市場のみが指定されている。    
（※６）市集積場所…災害時において、他都市から救援物資の受入れや、調達物資等を大規模に集

約するための場所。現在『川崎市地域防災計画』において、川崎港公共ふ頭、北部市場、

等々力緑地、南部市場を位置付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R3 総合防災訓練の様子（左上、右上、左下） 電動フォークリフト、ターレットトラックの車庫 
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２ 機能更新の際に実現すべきこと 

機能更新を契機として、実現すべきと考えているものは次のとおりです。 

(1) 食品流通拠点としての機能の強化 

(2) 市民に親しまれる市場化の推進 

(3) 卸売市場の維持管理・運営の効率化 

(4) 卸売市場事業特別会計の健全化・持続化 

 

(1) 食品流通拠点としての機能の強化 

１(2)(3)の機能（加工・調製・パッケージ機能、低温管理機能、災害時の

支援物資の拠点機能）の強化に加え、現在の北部市場には、機能更新を契機

として改善・強化が必要な事項があります。 

 

ア トラックバース及び屋根付き荷捌きスペースの不足による路上等青空

下での荷捌き 

現在、北部市場では、トラックバース及び屋根付き荷捌きスペースの不

足により、大型車が混雑する時間帯には、路上や駐車場の空きスペース等

を使って青空下にて荷捌きを行っている状況であり、衛生管理の面からは

適切とは言い難い状況となっています。 

加えて、通行路での荷捌きは車両の滞留を引き起こすため、移動効率・

安全性の低下が問題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 「水産物部と冷蔵庫棟」、「青果部と青果パッケージ場」など、同一部門

の施設が離れた場所にあることによる部門間動線の交錯・重複 

現在、北部市場では、部門間動線の交錯・重複があり、作業効率の著し

い低下に加え、重機や車両による衝突事故等の発生にもつながりやすく、

問題となっています。 

 

 
 

駐車場空きスペースでの荷捌き 路上(通行路)での荷捌き、車両滞留 
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ウ 事業者向け・一般向け駐車場の混在及び事業者の作業動線（フォーク

リフト、ターレットトラック等重機の動線）と一般向け動線の混在 

北部市場は、元々が業務用施設であり、市民利用を念頭に置いた構

造・配置となっていないことから、事業者向け駐車場や事業者の作業動

線が一般向けと混在しており、事業者の作業効率の低下や事業者の重機

や車両による一般市民との衝突事故等の発生にもつながりやすく、問題

となっています。 

 

 

 

 

 

 
 

機能更新を契機として、これらの機能面における問題を解決するため、

食品流通拠点としての適切な機能強化を図ることが必要と考えています。 

 

エ 「物流の 2024 年問題」を踏まえた流通機能の強化 

前項までの食品流通拠点としての問題解決に加え、「第２章１(4)イ 食

品流通の合理化等（「物流の 2024 年問題」への対応）」で述べたとおり、

2024 年 4 月からトラックドライバーの時間外労働の上限規制等が適用さ

れることにより、全国的な輸送能力の不足が懸念されていることを踏まえ、

機能更新においては、この「物流の 2024年問題」を意識し、物流施策全体

の方向性と調和した機能の強化を図ることが必要です。 

事業者の作業動線と一般歩行動線の混在 事業者・一般の車両動線の混在 事業者向け・一般向け駐車場の混在 

図表 20 部門間動線の交錯・重複の様子 
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国の検討会が取りまとめた「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事

業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」では、『物流の2024 年問

題』への対策として、荷主事業者・物流事業者が取り組むべき事項につい

て、荷待ち・荷役作業等時間のルール化や物流管理統括者の設置、運送契

約の適正化、予約受付システムの導入、検品の効率化・検品水準の適正化、

物流システムや資機材（パレット等）の標準化、共同輸配送の推進等によ

る積載率の向上等の具体策が示されています。 

それらは、基本的に発荷主・着荷主間の対応事項（卸売市場で言えば、

出荷団体と卸売業者間の対応事項等）となりますが、作業時間の短縮に資

する使い勝手のよい荷捌き場の設置や効率的な場内動線の設定、場内事業

者による新規システムの導入や今後の機能の拡張・変更等に対応できる基

盤・環境の整備等は、開設者の責務でもあると考えています。 

また、本ガイドラインには、労働環境改善に資する措置として、「中継輸

送の促進」、「高速道路の積極的な利用」等があり、本施策の推進にあたり、

北部市場には、立地上の優位性があるものと考えられます。 

北部市場は、愛知県と東京都をつなぐ「東名高速道路」の東名川崎イン

ターチェンジに近接しており、関西方面からの荷を北部市場で中継し、都

内及び神奈川県域に配送することにより、トラックドライバーの長距離輸

送に係る労働環境改善等に資することが想定され、これまでの場内事業者

とのヒアリングにおいても、すでにそのような活用を行っている事業者や、

今後想定している事業者がいることが分かりました。 

食品流通の基礎ともなる物流施策全体の方向性を踏まえ、物流の観点か

ら見た北部市場の強み・果たすべき役割等を的確に捉え、各関係者で連携

し、『首都圏における広域的食品流通の拠点』として更なる発展ができる

よう、機能更新において必要な機能等を精査していきます。 

 

(2) 市民に親しまれる市場化の推進 

「第２章１(4)エ 市民等への開放状況」のとおり、現在の北部市場は、

業務用施設としての性格が強く、地域にとって身近な存在とは言い難い側面

がありますが、今後は、地域に存在する公共施設として、市民来場機会の確

保を図り、市場運営についての理解を醸成するとともに、市民への直接的還

元を促進していく必要があります。 

そのため、機能更新を契機として、卸売市場ならではの買い物・食事等を

楽しめる環境の整備や、食育・花育等の学習機会及び情報発信の充実を図る

など、「市民に親しまれる市場化」の推進に必要な整備内容・機能等を精査
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するとともに、各主体の担うべき役割等を整理していきます。 

 

(3) 卸売市場の維持管理・運営の効率化及び卸売市場事業特別会計の健全化・

持続化 

現在、北部市場では、第２章１(4)ウで示した取扱量・取扱金額の減少等

に起因して市場使用料収入が減少する一方で、年による増減はあるものの、

施設老朽化等による恒常的な施設整備費支出があります。 

また、老朽化の進展による整備費の増加に伴い、恒常的に支出が収入を上

回る構造となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 卸売市場事業特別会計は南北両市場に係る収支を計上するものであり、平成 26年度以降、南部

市場については、指定管理者制度の導入により使用料収入及び運営費は発生していない。 

 

加えて、南部市場用地の一部売払による収入があった平成 23年及び27年

以外は、歳入不足による一般会計からの繰入（※７）が続いている状況です。 

今後も、施設老朽化等による整備費の増加に伴い、一般会計繰入金の増加

図表 21 

図表 22 
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（百万円） 使用料収入の推移

市場使用料 施設使用料 その他使用料 使用料合計
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（百万円） 事業費支出の推移

運営費 施設整備費 歳出合計
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が懸念されることから、機能更新を契機として、民間活用による維持管理・

運営の効率化や敷地の有効活用による新たな収入の確保を図るなど、卸売市

場事業特別会計の健全化・持続化に向けた取組を推進する必要があると考え

ています。 

 

（※７）「一般会計繰入金」とは…地方公営企業等の経営の健全化を促進し、その経営基盤を強化す

るため、一般会計から特別会計に繰り入れる資金のこと。繰入基準は総務省が定める繰入額算

定の基準のこと。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 23 
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百万円 一般会計からの繰入金の推移

繰入金 繰入基準
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３ 機能更新における課題と対応の方向性 

機能更新を必要とする主な理由、機能更新を契機として実現すべきものを

『機能更新における課題と対応の方向性』としてまとめると、次のとおりとな

ります。 
 

① 施設の全体的な老朽化への対応 
 
② 食品流通拠点としての機能の強化 

ア 基本機能の改善・強化への対応 

ａ トラックバース及び屋根付き荷捌きスペース不足の改善 

ｂ 部門間動線の交錯・重複の改善 

ｃ 事業者・一般の駐車場及び動線の混在の改善 

イ 時代の変化に伴う消費者ニーズの変化への対応 

ａ 加工・調製・パッケージ済みの商品の需要増への対応 

ｂ 低温管理等、品質管理の需要増への対応 

ウ「物流の2024年問題」を踏まえた流通機能の強化 

ａ 国の物流施策全体の方向性との調和及び国施策を踏まえた基盤・環境の整備 

ｂ 北部市場の立地優位性を生かした中継機能等の強化及び輸送従事者の労働

環境改善 
 
③ 災害時の支援物資の拠点としての機能の強化 

ア 支援物資関連業務と市場本来業務の併存・同時進行が可能な環境の確保 

イ 市場関係者との災害時における対応方法の見直し 

ウ 非常用電源設備等の機能強化 
 
④ 市民に親しまれる市場化の推進 

ア 市民来場機会の確保、直接的還元の促進 

ａ 卸売市場ならではの買い物・食事等の環境整備、食育等の学習機会の充実 
 
⑤ 卸売市場の維持管理・運営の効率化及び卸売市場事業特別会計の健全化・持続化 

ア 民間活用による維持管理・運営の効率化 

イ 敷地の有効活用による新たな収入の確保 
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第４章 機能更新の内容 

 

１ 市場施設整備に当たっての基本的事項 

市場の各施設の規模については、各施設の特性や施設利用実態等を踏まえた

上で、適切な規模となるよう算定を行いました。 

 

(1) 市場施設の規模について 

ア 売場施設等規模の算定に当たっての基本的考え方 

売場施設等（卸売場、仲卸売場、買荷保管・積込所等）の規模算定に当

たっては、機能更新後の施設が過大とならないよう、基本的に「市場取扱

量の推計値」に基づき算定することとしました。 

 

イ 市場取扱量の推計 

市場取扱量の推計は以下の手順で行いました。 

① 卸売業者の取扱量実績（※８）に基づく回帰分析により、機能更新後

の運営開始が見込まれる令和17年までの推計値を算出 

② 卸売業者の経営計画を踏まえた補正を実施 

③ 最終的な取扱量推計値を算定 

 

（※８）参照する取扱量実績の期間は、青果部については、卸売業者の再編後である H26～R1(6年

間)における卸取扱量実績、水産物部及び花き部については、H22～R1(10年間)における卸取扱

量実績としている。なお、R2、R3の実績を含めていないのは、新型コロナウイルス感染症によ

る特殊事情を考慮したものである。 

 

 

補正については、場内事業者ヒアリングの結果から、青果部についての

み、卸売業者の経営計画の一定の合理性を踏まえ、推計値に 10％の上方修

正をかけることとし、最終的な取扱量推計値は以下のとおりとしました。 
  

青果部 9.24 万 t （R1 実績比 96％） 

水産物部 2.07 万 t （R1 実績比 80.9％） 

花き部 3.95 千万本束個 （R1実績比 99.0％） 

 

 

 

  

33 113



第４章 機能更新の内容 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 R1 実績値 R17 試算値  将来推計値 対 R1 実績比 

青果部 9.62 8.40  9.24 96.0% 

水産物部 2.56 2.07  2.07 80.9% 

花き部 3.99 3.95  3.95 99.0% 
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※単位︓青果部、水産物部は万ｔ、花き部は千万本束個 

図表 24-1 

図表 24-2 

図表 24-3 

図表 25 北部市場卸売業者(3 部門)の取扱量推計値 

「川崎市卸売市場年報」より作成 (R1 実績まで) 
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ウ 売場施設等の規模について 

前項の取扱量推計に基づく売場施設等の規模算定は、以下の手順で行い

ました。 

① 取扱量推計値に仲卸業者の直荷引き（※９）の量を加えて「市場総流通量」

を算出 

② 国の算定基準（下表参照）中の売場施設単位面積当たりの標準取扱数量

を経年補正の上、市場総流通量から売場施設（卸売場、仲卸売場、買荷保

管積込所）の規模を算出 

③ 場内事業者の施設利用実態を踏まえた補正を実施 

④ 最終的な売場施設等の規模を算定 

 

補正については、場内事業者の施設利用実態を踏まえ、ピーク月の取扱

量を踏まえた１日当たりの市場流通規模の調整や食品加工に必要な面積

として売場面積に現状の加工調製用途面積の割合等を乗じたものの追加

などを行い、売場施設等（卸売場、仲卸売場、買荷保管積込所、加工施設）

の規模は、青果部 約 23,700 ㎡（現状比 106％）、水産物部 約 10,100 ㎡

（現状比 69％）、花き部 約 1,900 ㎡（現状比 73％）、合計 約 35,700 ㎡

（現状比 90％）（※10、11）としました。 

 

（※９）「直荷引き」とは…仲卸業者による産地からの直接集荷のこと。旧卸売市場法では、中央卸

売市場においては原則禁止(仲卸業者は卸売業者以外の者から買い入れて販売してはならない)

とされていたが、法改正により取引ルールが市場毎に規定可となり、本市では、実情に合わせ

た例外規定により直荷引き規制が形骸化している実態を踏まえ、改正法の施行(R2.6)に合わ

せ、市場業務条例を改正し、直荷引きを原則自由とした。なお、直荷引き量の推計は、R2.6 に

自由化されたことを踏まえ、卸取扱量推計値に前年(R1)の卸取扱量実績と直荷引き量実績の割

合を乗じている。 

（※10）既存定期借地の内、機能更新時に契約期間を残すものについては、維持または別途同等面

積を確保する方向で調整を図る。 

（※11）規模と現状比の不一致は、端数調整によるもの。 

 

 

 

 

 

 

  

売場施設の必要規模（㎡）=
１日当たり市場流通の規模（  ,本）× 売場施設経由率（%）

売場施設単位面積当たり標準取扱数量（  ,本/㎡）
＋売場施設通路面積（㎡） 

農林水産省「卸売市場整備基本方針(H28.1) 別記２ 卸売市場施設規模算定基準」より 
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 青果 水産物 花き 合計 

現状の売場施設等の規模 22,331 ㎡ 14,644 ㎡ 2,699 ㎡ 39,674 ㎡ 

機能更新後の売場施設等の規模 約 23,700 ㎡ 約 10,100 ㎡ 約 1,900 ㎡ 約 35,700 ㎡ 

うち、低温化を図る面積(※12) 
（施設規模の内数） 

(約 9,700㎡) (約 5,800㎡) (約 1,800㎡) (約 17,300㎡) 

現 状 比
(※13)

 106% 69% 73% 90% 

 
（※12）「低温化を図る面積」の算出方法…R1卸売業者取扱量実績に占める要冷蔵品目の割合を１(1)ウ①で算

出した市場総流通量に乗じることで総流通量に占める要冷蔵品目の量を算出し、１(1)ウ②と同様に国の算

定基準を参考にして、部門・施設ごとの低温化面積を割り出した。 

（※13）規模と現状比の不一致は、端数調整によるもの。 

 
 

エ その他の市場施設（関連商品売場、管理事務所等）の規模について 

その他の市場施設の規模算定は、以下の考え方で行いました。 
 

関 連 商 品 

売 場 

３部門の売場施設等の考え方を準用して実績から推計した機能更新後の販売額

に基づき施設規模を算出し、関連事業者の施設利用実態を踏まえた補正を行い、

最終的な規模を算定 
 

■現状：10,291 ㎡、算定値：約 8,100 ㎡、現状比：79％ 

冷 蔵 ・ 

冷 凍 施 設 

場内事業者の荷に限定した取扱量推計に基づく施設規模を算出した上で、冷蔵・

冷凍施設の運営者が経営を維持できる規模となるよう補正を実施し、算定 
 

■現状：16,606 ㎡、算出値：約 10,500 ㎡、現状比：63％ 

駐 車 場 

1 日当たり市場流通の規模を用いて国の算定基準を参考に算定 

【国算定基準】駐車場の必要規模 ＝25㎡ × （1日当たり市場流通の規模 ÷ 

1台当たり積載数量 + その他業務用及び通勤用自動車台数） 
 

■現状：47,950 ㎡（1,918 台）、算定値：39,000 ㎡（約 1,600 台）、現状比：81％ 

管理事務所 

執務室、中央監視室、機械室等は、取扱量の多寡に関わらず一定の規模が必要で

あることから、各施設の要否を精査した上で、必要とする規模を算定 

※ 機能更新後の管理事務所の中には、現在市場内に点在（スロープ下や充電車

車庫内など）している関連事業者を集約する予定 
 

■現状：（現管理事務所のみ）：5,245 ㎡、算定値：約5,300 ㎡、現状比：101％ 

 

図表 26 機能更新後の売場施設等（卸売場、仲卸売場、買荷保管・積込所、加工施設）の規模及び現状比 
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図表 27 主要市場施設規模一覧 

部  門 施設種別 現状面積(㎡) 
機能更新後面積(㎡)【概数】 現状比 

(※14) 
 低温化面積(内数) 

青果部 売場施設等
(※15)

 22,331 23,700 9,700 106% 

水産物部 売場施設等 14,644 10,100 5,800 69% 

花き部 売場施設等 2,699 1,900 1,800 73% 

３部門合計  39,674 35,700 90% 

関連事業者 関連商品売場 10,291 8,100 79% 

そ の 他 

管理事務所 5,245 5,300 101% 

冷蔵・冷凍施設 16,606 10,500 63% 

駐車場 

(台) 

47,950 

(1,918) 

39,000 

（1,600） 
81% 

 
（※14）規模と現状比の不一致は、端数調整によるもの。 

（※15）売場施設等…ここでは、青果・水産・花きの３部門における卸売場、仲卸売場、買荷保管積込所、加

工施設を指す。 
 

 

 

この他、機能更新において整備する施設・設備としては、場内事業者の事務所

及びその他業務施設、廃棄物処理関係施設、フォークリフト等の車庫などに加え、

通路・車路等の共用部があります。 

共用部を含む詳細な施設規模については、場内事業者等との調整等を踏まえ、

施設配置と合わせて食品流通拠点としての機能が十分に発揮されるよう今後も

精査を継続し、基本設計において確定するものとします。 
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(2) 施設ごとの整備主体について 

主要市場施設（卸売場、仲卸売場、買荷保管積込所、加工調製施設、冷蔵・

冷凍施設）、関連商品売場、管理事務所及び駐車場については、卸売市場の

基幹的な機能であることから、開設者（川崎市）が整備するものとします。 

なお、加工調製施設については、場内事業者ごとに方針が異なる部分であ

り、事業者の営業利益の確保に直結する機能であることや、取引先のニーズ

に合わせて迅速かつフレキシブルな対応が求められることから、開設者は機

器・設備等の整備は行わず、これらの機能の設置に必要となる環境整備（フ

ロアやインフラ等）を行うものとします。 

 

 

(3) 施設活用のフレキシビリティ確保について 

１(1)アにて、『売場施設等（卸売場、仲卸売場、買荷保管積込所等）の規

模算定に当たっては、機能更新後の施設が過大とならないよう、基本的に「市

場取扱量の推計値」に基づき算定する』としましたが、取扱量は社会経済環

境の変化や卸売業者の取引内容等により常に変動するものであり、再整備後

の市場施設は長期にわたり稼働することを踏まえると、取扱量の変動（施設

規模需要の変動）にフレキシブルに対応できることが望ましいです。 

そのため、市場施設の整備に当たっては、市場機能の再構築や他機能への

転換等に配慮した可変性の高い構造にするとともに、後述する余剰地活用事

業者(民間収益施設)との連携を図るなどにより、施設の有効活用を図ること

を検討します。 

 

 

(4) 社会的機能（食の安全・安心、環境配慮、危機管理等）への対応について 

経営プランの『施策の方向性』に記載のある、３点の社会的機能（食の安

全・安心と食文化の情報発信機能、循環型社会形成に資する取組、災害対応

拠点機能）に関する機能更新との関係性及び機能更新で整備すべき機能の考

え方について整理します。 

 

ア 「食の安全・安心と食文化の情報発信機能の強化」について 

本機能については、食育・花育や食文化の継承に関する取組、食品流通

拠点としての社会的役割などの情報を発信し、理解の醸成を図る取組など、

ソフト施策が中心となるものの、ハード面においても本機能が発揮しやす

い施設整備に配慮する必要があります。 
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食の安全・安心の保全の拠点となる食品衛生検査所の機能維持に加え、

例えば、食文化の継承・発展に向けたイベント（食育・花育教室、料理教

室、魚の捌き方講座、セリ見学会、場内見学ツアー等）等が円滑に実施で

きる会場・設備の整備や施設構造の工夫、手軽に豊富な種類の「食」に触

れあえる食堂街の整備等、本機能の更なる発揮に資する整備を行うものと

します。 

 

イ 「循環型社会形成に資するエコ市場化に向けた取組」について 

本取組は、省エネ・省資源対策やごみの発生量抑制、資源化促進などの

環境対策を推進することで、環境保全型・循環型の食品流通拠点を目指す

こととしているもので、ソフト施策とともに、ハード面においてもその取

組の推進に配慮する必要があります。 

例えば、ごみ発生量の抑制を図る施設・機能の整備等に加え、「川崎市地

球温暖化対策推進実施計画」に則り、2030年度に温室効果ガス排出量 2013

年度比 50％を削減（市役所目標）するとともに、2050 年には温室効果ガ

ス排出量の実質ゼロを達成することができるよう、環境負荷の少ない設備

機器及び再生可能エネルギーの積極的な導入を図るなど、本取組の更なる

推進に資する整備を行うものとします。 

 

ウ 「災害対応拠点機能の発揮のための取組」について 

本取組は、卸売市場の物流機能を活かした災害時の対応拠点としての機

能を発揮するため、事業継続計画（BCP）の策定・運用等のソフト施策とと

もに、有事に備えた施設整備を行うとしているものです。 

これまで述べたとおり、北部市場は、災害対応に適した環境等があるこ

とから、神奈川県から「広域物資輸送拠点」に指定されているとともに、

本市においても「市集積場所」として位置付けています。 

一方で、これらの位置付けは開場時に想定されていたものではなく、社

会情勢が変化する中で生じたものであるため、「支援物資の保管・荷捌き

に係る業務と、早期復興に必要な食品流通業務（卸売業者等の本来業務）

の併存・同時進行」や「電気等のインフラが長時間途絶えた中で支援物資

の荷捌き等を行う環境の確保」など、支援物資の取扱いに関する課題があ

ります。 

そのため、機能更新を契機として、支援物資の関連業務と市場本来の業

務が併存・同時進行できる環境の確保や市場関係者との災害時における対

応方法の見直し、非常用電源設備等の機能強化等を行うものとします。 
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２ 建替手法及び各機能の整備・動線等の考え方 

 

(1) 建替の手法（一部建替・全面建替の比較）について 

市場施設の全体的な機能更新に当たっては、現市場の代替となる土地が存

在しないことから、工事の前提として、現市場敷地内において市場の営業を

継続しながらローリング工事（※16）を行うことが必要となります。 

その上で、「一部建替（既存施設をベースとして長寿命化と高機能化を図

る）」と「全面建替」の比較検討を行いました。 

（※16）ﾛｰﾘﾝｸﾞ工事…敷地内に元からあるｽﾍﾟｰｽや一部解体で生み出したｽﾍﾟｰｽに建物を新築し、移

転する方法。現在の敷地内で解体、新築、移転を繰り返しながら工事を終了させること。 

 

その結果、以下のとおり「全面建替」において効果的な機能の改善・強化、

工期短縮、市場施設の集約化による土地の有効活用、経費の削減といった有

効性の高さが確認できました。 
  市場機能の改善・強化を効果的に図ることができる 

⇒ 一部建替は既存施設がベースとなるため、動線や通路幅の改善が限定的となる 

  ローリング工事の自由度が高く、工期短縮を図りやすい 
⇒ 一部建替は、既存施設の位置が制約となり工事の効率が下がる 
  まとまった余剰地を捻出しやすい 
⇒ 一部建替は、既存施設の存在が制約となり、まとまった余剰地の捻出が困難 
  着工前の調査に要する時間・経費が最小限に抑えられる 
⇒ 一部建替は既存施設の長寿命化を要するが、棟ごとに施工者・施工方法が異なる

ため、全施設の構造や劣化具合を精査し、長寿命化・高機能化計画をそれぞれ立案

していくのは困難であるとともに多大な時間と経費を要する 
 
そのため、機能更新における整備手法としては、「全面建替」を実施する

こととします。 

 

 

(2) 市場施設の複層化について 

今回の機能更新では、従来の市場敷地（168,587㎡）内において、必要な

市場施設規模を確保した上で捻出した余剰地を活用し、新規機能の導入によ

る食品流通機能の強化・補完、市民に親しまれる市場化の推進、卸売市場事

業特別会計の健全化・持続化等の実現を目指すことから、敷地の最大限の有

効活用が求められます。 

そのため、複層化を前提としてモデルケースを作成していますが、複層化
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を図る場合には、スロープ等により大型車・重機等が各階へ直接アクセスす

ることを可能としたり、大型垂直搬送機を活用するなど、作業効率の低下防

止を図ります。 

 

 

(3) 各機能の整備・動線(施設配置)等の考え方 

「第３章３ 機能更新における課題と対応の方向性」を踏まえ、改善・強化

に向けた考え方を整理します。 

 

ア 庇（屋根）付きトラックバース等の整備・拡充 

卸売場等の荷捌きスペースには、大型車が収まるサイズの庇又は屋根を

整備し、商品が雨ざらしになることを防止し、品質管理の向上を図ります。 

また、大型庇等を活用したトラックバースを可能な限り多く設けること

で、空きスペースや通行路上での荷捌きを無くし、移動効率の改善及び場

内安全の確保並びに品質管理の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

イ 加工・調製等の付加機能及び低温管理機能の整備・拡充 

これまで述べたとおり、機能更新においては、消費者ニーズの変化への

対応として、加工・調製・パッケージング等の付加機能、及び売場施設等

における低温管理機能の整備・拡充を図ります。 

なお、低温管理機能については、卸売市場の基幹的な機能であることか

ら、開設者（川崎市）が整備するものとしますが、加工・調製等の付加機

能については、事業者ごとに方針が異なる部分であり、事業者の営業利益

の確保に直結する機能であることや、取引先のニーズに合わせて迅速かつ

フレキシブルな対応が求められることから、事業者により機器・設備の整

備を行う（開設者(川崎市)は機器・設備の設置に必要なフロア・インフラ

等の環境整備を行う）ものとします。 

 

ウ 効率的かつ安全性の高い動線(施設配置)の構築 

(ｱ) 部門間動線の考え方 

コンテナ全体を覆う大型庇 広範囲をカバーする屋根付き買荷保管積込所 
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事業者の作業動線については、関連性の高い機能（水産棟と冷蔵・冷

凍施設等）を集約又は近接することで、部門別事業者の動線交錯・重複

を防ぎ、作業の効率性及び安全性を確保します。 

なお、後述する「２(4) 現地建替（ローリング工事の実施）について」

における本市モデルケースでは、場内事業者との協議を踏まえ、車両動

線への配慮等から『分棟型』を前提とした配置としていますが、社会経

済環境の変化等による整備費の高騰等、事業費の増大が見込まれる場合

には、各部門の『合築型』（一体的施設）を含め、比較・検討します。 

 

(ｲ) 事業者・一般の動線区分の考え方 

基本機能（食品流通機能等）の強化と、市民に親しまれる市場化の両

立に向け、事業者による利用が中心となる機能（卸売場等）と、事業者

と一般市民が共に利用することが多い機能（水産仲卸売場、関連商品売

場、食堂街等）を分けて配置するとともに、駐車場においても、事業者

向け・一般向けを明確に区分することで、一般来場者の安全確保と事業

者の作業効率向上を図ります。 

また、主に仲卸売場及び関連商品売場において、事業者専門の店舗、

一般市民も利用できる店舗など、ターゲット別・利用目的別に配置し、

買出人等の回遊動線への配慮を行うとともに、エリアの統一感確保を図

ります。 

 

エ 「物流の 2024 年問題」に係る物流施策全体との整合 

これまで述べた基本機能の強化、動線の整理等については、常に国の

物流施策全体の方向性との整合性を図りながら進めるものとします。 

加えて、東名高速道路を核とする「中継拠点」等として有効に機能す

るための「転配送の専門施設」を設置するなど、北部市場内のみならず、

広域的な食品流通の効率化、輸送従事者の労働環境改善に資する機能等

の整備・拡充を図るものとします。 

 

オ 施設活用のフレキシビリティ確保 

「１(3) 施設活用のフレキシビリティ確保について」を踏まえ、市場施

設の整備に当たっては、市場機能の再構築や他機能への転換等が行いやす

いよう、可能な限り梁や柱を抑えシンプルな構造にするなど、施設の有効

活用を見据えた可変性の高い構造等に配慮します。 
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(4) 現地建替（ローリング工事の実施）について 

現在の市場敷地内での全面建替（ローリング工事の実施）に向け、市の財

政負担軽減、入札時の競争性確保等の観点から、次のとおり条件を整理し、

ローリング工事モデルケースを作成しました。 

なお、これらの記載はあくまで現時点におけるモデルケースであり、工事

手順や施設配置等については、場内事業者との調整及び開発業者等選定に際

しての民間事業者からの提案を踏まえ、決定するものとします。 

 

ローリング工事の実施における主な条件 
 
・「１(1) 市場施設の規模について」で算定した市場施設面積を確保する。 

・市場施設は複層化を前提とし、十分な業務効率低下防止策を講じる。 

・「各機能の整備・動線(施設配置)等の考え方」を踏まえる。 

・場内事業者の仮移転は、場内事業者の負担と工期短縮のバランスを踏ま

えてその範囲を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 28  ローリング工事モデルケース 

① R10（現状） 
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② R11〜15 頃 

・新冷蔵・冷凍施設を建設して冷蔵施設を集約し、その後、第３冷蔵庫を解体 
・西側敷地の更地化後、開発業者等に定借を開始し、開発業者等において民間収益施設を整備 
 （その後、その施設を仮市場棟として市が賃借し、青果部と花き部を仮移転） 

③ R16〜18 頃 

・旧青果棟・花き棟を解体して新市場棟（第Ⅰ期）を整備 
・新市場棟（第Ⅰ期）へ、水産物部、関連事業者、管理事務所を移転 
・その後、旧水産棟・関連商品売場・管理事務所棟を解体し、新市場棟(第Ⅱ期)の建設に着手 
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（本モデルケースの特徴） 

  本ケースにおける工事期間の試算としては、着工から民間事業者への土地

の一部貸与開始（市への土地賃料支払い開始）まで約 2年、民間事業者が

収益事業を開始できるようになるまで（民間事業者が、市に仮市場として

収益施設の貸与を開始するまで）約 3年 5か月、全体の竣工まで約8年と

なっています。 

  本ケースでは、工期を可能な限り短縮し、工事車両等による周辺地域への

負担や市場運営全体の負担を軽減するため、場内事業者の仮移転が生じる

ものとなっています。また、市の財政負担軽減を図るため、仮移転先の施

設として、約 4年 7か月の間、西側敷地の民間収益施設を市において賃借

することを想定しています。 

  本ケースにおける各部門の施設配置としては、場内事業者との協議を踏ま

え、部門毎に「１階に配置すべき機能、上階に配置することが可能な機能」

等の整理を行い、部門ごとに複層化を図ったものとしています。 
 
※これらはあくまでモデルケースであり、ローリング工事手順や施設配置等につい

ては、場内事業者との調整及び開発業者等選定に際しての民間事業者からの提案

を踏まえ、決定するものとします。 

  

・新市場棟（第Ⅱ期）の建設後、青果部と花き部を移転。 
・市場施設全棟供用開始（R19 頃） 
・旧水産棟跡地周辺を更地化し、開発業者等へ定期借地を開始 

④ R19 頃 
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ローリング工事は、卸売市場の運営を継続しながら、卸売市場と同一

敷地内で工事を行っていくこととなるため、工事方法に応じた工事車両

動線の安全対策（車両誘導員の配置や一方通行規制・入退場口の規制、

入退場時間の規制等）を講じる必要があります。 

また、工事期間は約 8年と長期間が見込まれるため、施工事業者との

契約段階及び当初の設計段階では予測できない環境の変化が起こる可能

性があります。そのため、施工事業者との適切なリスク分担を契約に位

置付けるとともに、施工事業者と契約した事業費や設計内容等につい

て、環境の変化に対応する範囲で見直しが可能となるよう、柔軟性を持

たせた契約とすることを検討します。 
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３ 市場機能連携エリア（余剰地）の活用に当たっての考え方 

 

(1) 市場機能連携エリア（余剰地）の活用に係る基本的考え方 

機能更新に当たっては、卸売市場本体の機能強化に加え、市場規模適正化

の結果生じた余剰地を「市場機能連携エリア」として活用し、機能更新の課

題としている「食品流通拠点としての機能の強化」、「卸売市場事業特別会計

の健全化・持続化」に加え、経営プランの施策である「市民に親しまれる市

場化の推進」、「市場用地への新規機能の導入」等への対応を図ります。 

市場機能連携エリアの活用に係る基本的な考え方としては、卸売市場との

相乗効果（取扱量の増加、食品加工・配送・保管機能の強化、災害対応機能

の強化、食文化の発展・継承等を通じた地域の価値向上等）を生み出す機能

を導入し、卸売市場エリアと一体的な拠点とすることで、食品流通に求めら

れる機能の変化に柔軟に対応するとともに、東名川崎インターチェンジに近

接する立地特性を活かし、全国の産地等と川崎市をはじめとした首都圏との

結節点となるハブ機能(※17)を充実することで、『首都圏における広域的食品

流通の拠点』としての機能の底上げや地域に根ざした市場の活性化を図りま

す。 

市場機能連携エリアの活用手法としては、民間事業者へ貸し出し、市の定

める活用コンセプトに沿った上で、民間事業者の創意工夫を活用した土地利

用を行います。また、民間事業者から借地料を得ることで、卸売市場事業特

別会計の健全化・持続化を図ります。 

 
（※17）ハブ機能…貨物をある拠点に集中させ、そこで仕分け等を行い各拠点に分散させる輸送上

の機能のこと。ハブ機能を有効活用することで、産地等からの輸送ロットを大きくしたり、輸送

者の引継ぎが可能となり、輸送効率の面で有利となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 29 
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【参考１】周辺施設との連携による広域的食品流通拠点形成のイメージ 
 

例１：東京都中央卸売市場大田市場周辺環境（大田区東海－平和島） 

青果物・花きの取扱量日本一である大田市場では、隣接する平和島等に立地する

多数の物流事業所との連携（※１）による機能強化を図っている。 
 

(※１) 隣接する平和島の東側約半分が「南部流通業務団地」に指定されており、当該団地には、トラ

ックターミナル、普通倉庫、卸売業、冷蔵倉庫等が立地している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
例２：横浜市中央卸売市場本場周辺環境（東神奈川臨海部周辺地区） 

横浜市では、東神奈川臨海部周辺を３つの地区に分け、中央卸売市場本場が立地

する地区では、流通の変化や高まる消費者等の安全・安心への関心に対してより柔

軟に対応するため、高度利活用による本場の機能強化を図ることとしている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓神奈川区まちづくりプラン 
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【参考２】卸売市場を軸とした地域活性化のイメージ 
 

例１：京都市中央卸売市場第一市場の再整備に伴う土地活用 

市場の再整備に伴う土地活用により『賑わいゾーン』を創出。民間事業者により

市場の食材を活用した飲食店・商業施設、伝統工芸品の販売、地域・観光情報等の

発信、宿泊施設等の複合型施設を整備し、運営している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
例２：横浜南部市場の再編整備に伴う土地活用 

横浜南部市場では、本場の補完機能化再編整備に伴う土地活用により、『賑わい

エリア』を創出。市による「食の専門店街」の整備の他、民間事業者による食をコ

ンセプトとした飲食・物販・サービス等の複合型商業施設を整備し、運営している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H29.10.13 京都市記者発表資料より引用（駅名、写真は本市にて追加） 

左上︓R1.9.12 横浜市記者発表資料より引用、中央上︓BRANCH 横浜南部市場、右上︓食の専門店街の様子 
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 (2) 市場機能連携エリア（余剰地）の活用コンセプト 

市場機能連携エリアの活用コンセプトについては、以下の手順で用途の絞

り込み及び設定を行いました。 
 

【活用用途の絞り込み】 

・ 卸売市場で取り扱う食品の流通加工・販売・保管など、市場内事業者との

取引・業務連携により、市場の機能強化・取扱量増加が図れる機能  
・ 食文化の発展・継承等を通じて地域の価値向上に繋がる機能  
・ 「物流の2024年問題」への対応も視野に入れ、東名川崎ICに近接してい

るという「交通利便性の高い立地特性」を活かす機能  
・ 災害時支援物資拠点機能の強化に資する機能  
・ サウンディング調査等における民間事業者の活用ニーズ 

   
【活用コンセプトの検討に係る具体的留意点】 

① 首都圏内かつ住宅地・商業地に近接しており、荷が実需者に届くまでのリードタイ

ムが短いという立地特性を活かし、食品の流通加工・販売・冷蔵冷凍・保管配送機能

等の強化を図るとともに、市場内事業者との取引・業務連携による取扱量増加を図る  
② 食を通じた地域との交流促進、食文化の発展・継承など、卸売市場の特徴を活かし、

地域の価値向上と市場の活性化を図る  
③ 東名川崎ICとの近接により、西日本と首都圏の結節点（中継地点）としての適地で

あるという立地特性を活かして『ハブ機能』等を充実し、食品流通ネットワークの強

化及び運送業者の労働環境改善等を図る  
④ 卸売市場施設と互換性のある施設を誘致することで、需要変動による市場施設規模の

過不足への対応や災害時における支援物資拠点としての活用、災害等で市場施設が使

用不可となった際の代替利用を可能とする  
⑤ 発生交通量の抑制やピークタイムの分散など、一定程度交通需要の調整が可能な機能

とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  「食品流通・加工・配送センター」など、従来の卸売市場の延長線上

の使い方を基本とした市場機能及び災害時支援物資拠点機能の強化 
 
  卸売市場ならではの特色ある買い物・食事が楽しめる施設、食文化の

発展・継承を行う施設等による地域の価値向上 
 
  中継機能（ハブ機能）等の充実による食品流通ネットワークの強化 
 
※ これらの活用に際しては、周辺地域への交通等の影響を踏まえるとともに、

状況に応じた交通対策の検討を行う 

市場機能連携エリアの全てを上記①～⑤の留意点に即した使い方に限定するものではなく、

あくまで基本的な活用の方向性とするものです。詳細な用途については、開発業者等選定に

際しての民間事業者からの提案を踏まえ、決定するものとします。 
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(3) 市場機能連携エリア（余剰地）の活用規模 

ア 市場機能連携エリア（余剰地）の規模 

市場機能連携エリアについては、『卸売市場として必要な施設面積を確

保した上で余った面積を活用する』ことを基本としており、「２(4) 現地

建替（ローリング工事の実施）について」において示しているモデルケー

スでは、余剰地面積は約 6 ha となっていますが、活用面積については、

開発業者等選定に際しての民間事業者からの提案を踏まえ、決定するもの

とします。 

 

イ 交通対策について 

余剰地活用に当たっては、周辺交通への負担軽減を図るため、適切かつ

十分な交通対策を講じるものとします。 

まず、市場敷地内における対策及びソフト面での対策として、エリア内

に十分な車両通行路や待機場所・駐車場所を確保するほか、ICT の利活用

による渋滞緩和策や周辺道路における交通整理員・誘導員の手配等を実施

するものとします。 

また、本事業は、余剰地活用規模の上限が大きいことから、上記対策に

加え、課題のある交差点付近において市場敷地を削り一部車線の拡幅を行

うなど、道路改良等のハード面での対策についても、民間事業者と市で調

整し、道路管理者や交通管理者と協議を行いながら、周辺地域に配慮した

対策を講じるものとします。 

 

 

(4) 都市計画について 

ア 都市施設市場について 

建築基準法第 51 条において、卸売市場は、都市計画においてその敷地

の位置が決定しているものでなければ新築し、又は増築してはならないと

されており、北部市場の区域は、都市施設市場の都市計画決定（昭和60年

の変更(区域の追加)が最終）を受けています。 

今回の機能更新では、「３(1) 市場機能連携エリア（余剰地）の活用に

係る基本的考え方」にあるとおり、卸売市場エリア（市場用地）と市場機

能連携エリア（余剰地）を一体的な拠点とし、食品流通機能の底上げや地

域に根ざした市場の活性化を図る考えから、当該区域における土地利用は

全体として市場と判断できる機能の導入を進めるものとし、都市施設市場

の区域変更は行わず、現状を維持するものとします。 
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イ 用途地域について 

北部市場の用途地域は、開場時の市場に求められた『卸売業者が産地か

ら集荷してきた生鮮食料品を、仲卸業者等を通じて買出人や消費者に分配

（販売）する』という基本機能の性質から「近隣商業地域」に指定されて

いますが、社会情勢の変化もあり、現在の卸売市場に求められる食品の加

工・調製・パッケージングなどへの対応（※18）を図ることが必要です。 

また、「卸売市場に関する基本方針（平成 30 年農林水産省告示第 2278

号）」においても、「国内外の需要への対応」に加え、「関連施設との有機的

な連携」（卸売市場から原材料を供給して加工食品を製造する等、卸売市

場の機能を一層有効に発揮できるよう、卸売市場の内外において関連施設

の整備に取り組む）が示されています。 

これらの背景を踏まえ、当地区に求められる土地利用を実現するために、

準工業地域へ見直すことを前提とし、民間事業者の公募等を進めるものと

します。 

なお、今回の機能更新では、卸売市場エリアと市場機能連携エリアを一

体的な拠点とし、食品流通機能の底上げや地域に根ざした市場の活性化を

図る考えから、敷地全体で同じ対応（見直し）を図るものとします。 
 

（※18）近隣商業地域において建設可能な食品加工場等（いわゆる作業場）の床面積は、原則 150

㎡以下となる（建築基準法別表第二参照） 

 

ウ 地区計画等について 

上記イの用途地域の見直しにより、建築可能な用途等が増えますが、適

切な土地利用を誘導し、周辺住環境への配慮、自然環境との調和及び市場

の操業環境の維持等を図るため、地区計画等により建築可能な用途や意匠

等を定めること等を検討します。 

また、今回の機能更新では、敷地の高度利用を図ることで、市場機能の

強化に加え、食を通じた地域との交流促進、食文化の発展・継承に資する

機能の付加などにより、卸売市場の特徴を活かした地域の価値向上を図る

必要があります。 

そのためには、効果的かつ効率的な市場施設計画において、各階への自

走による大型車の搬入出等を考慮した十分な階高を確保するとともに多

層式の施設とすることが必要であることから、都市計画による形態規制に

関して、一定規模以上の外壁の後退、空地の確保など、周辺市街地への影

響等に十分配慮した計画とすることで、高度地区で指定されている絶対高

さ制限の緩和を行うことを前提とし、民間事業者の公募等を進めるものと

します。 
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図表 30 都市計画の変更検討案 
 

主な都市計画 現 行 変更内容 見直しの視点 

用途地域 近隣商業地域 準工業地域 
現行において卸売市場に

求められる機能を満たす

ためには近隣商業地域で

は対応は困難なため、準

工業地域に変更する必要

がある。 

容積率／建蔽率 200%／80% 200% ／ 60%(※19) 

高度地区／高さ 第 3種／20m 必要な高さを検討中 

防火・準防火地域 準防火地域 準防火地域 

都市施設 市 場 市 場 

日影規制 5h 3h 4m 5h 3h 4m 

地区計画等 － 

市場機能の維持、周辺住

環境への配慮等のための

建築規制強化及び効率

的・効果的な市場施設計

画に必要となる建築規制

及び緩和を行う前提とす

る。 

周辺環境への配慮事項

（一定規模以上の外壁の

後退、空地の確保等）を

定めるとともに、市場と

して機能の高度化を図る

ために必要な建築物の高

さを許容するため、高度

地区の緩和が必要であ

る。   
（※19）建築基準法第 53条第3項各号に該当するものは、同項に規定する緩和が可能である。 

 

都市計画の変更については、民間事業者の公募・選定の後、都市計画審議

会の議を経て最終的に決定します。 

 

 

(5) 土地活用の手法について 

土地活用の手法については、市場機能連携エリア（余剰地）の活用用途の

制限など、土地活用の方向性に一定程度市の関与を残すことを目的として、

事業用定期借地制度等を活用するものとします。 

また、定期借地の期間については、民間事業者とのヒアリング結果等を踏

まえ、「市の活用コンセプトに沿った民間事業者の施設整備に対する投資回

収を見込める期間」、「長期契約による事業の安定性確保」等を考慮し、「50

年」を基本としつつ、本市資産マネジメントを踏まえた市場施設側の建替サ

イクルとの整合等の調整を図り、決定するものとします。 

 

 

(6) 災害時の支援物資の拠点機能について 

これまで述べたとおり、市場機能と災害時における物流機能との親和性の
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高さを踏まえ、今回の機能更新では、災害時の支援物資の拠点としての機能

強化を行うこととしています。 

具体的には、災害時において、支援物資の関連業務と市場本来の業務が併

存・同時進行できる体制を目指し、原則として、卸売市場エリアでは通常の

市場機能を、市場機能連携エリアでは災害時の支援物資の拠点としての機能

を果たすことで、両エリアにおける相乗効果を生み出せる体制を構築するも

のとします。 

そのため、市場機能連携エリアでは、災害時に、一時的に支援物資拠点と

しての活用がなされる可能性を考慮し、市との災害時における連携協定の締

結等を図るほか、支援物資拠点として必要なスペースの確保や施設・構造等

についての配慮を行うものとします。 

なお、卸売市場エリアにおいては、市場の本来業務の支障とならない範囲

で支援物資の集積スペースを確保したり、市場の荷と支援物資の共同配送等、

機能面における連携を図るなど、両エリア（市場敷地全体）で災害時の支援

物資の拠点としての機能を発揮できる体制を確保するものとします。 

 

 

54 134



第４章 機能更新の内容 
 

 
 
 

 

４ 事業手法について 

 

(1) PPP/PFIの導入可能性調査について 

「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定）及

び「PPP/PFI 推進アクションプラン」（令和４年改定版）では、国や人口 10

万人以上の自治体等において、一定規模以上で民間の資金・ノウハウの活用

が効果的である事業については、多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討す

るよう促す仕組みを構築するとともに、その適用を順次拡大していくことと

しています。 

また、「川崎市民間活用（川崎版 PPP）推進方針」では、その基本姿勢とし

て、『民間ならではの発想からのアイデアやノウハウを最大限活用すること

で、“効率的・効果的な市民サービスの提供”と“そのサービスの質の向上

の実現”につなげる』、『本市が率先して民間をより最適な公共サービス実現

のための重要なパートナーとして再認識し、本市と民間が、「公共」を共に

担い、共に創り上げていく』としています。 

加えて、経営プランにおいても、「今後見込まれる社会環境や食品流通・

市場取引環境の急速な変化への迅速・的確な対応が必要であること、また、

厳しい市の財政状況にあることを踏まえ、可能な限り市の直営ではなく、民

間活力の導入による整備を検討する」としています。 

こうした背景から、北部市場の整備においても、多様な PPP/PFI手法の導

入について検討を行ってきました。 

 

 

(2) 前提条件となる「市場運営の担い手」についての考え方 

市場の運営体制については、経営プランにおいて、「制度転換の過渡期に

あること等を踏まえ、当面川崎市による直営体制を維持する」としていると

ころであり、市場の運営の内容は、「市場取引の指導・監視等の業務(いわゆ

る開設者業務)」及び「施設・設備の維持管理業務(いわゆるビルメンテナン

ス)」に大別することができます。 

機能更新に当たっては、長期にわたる市場敷地内での建替（ローリング工

事）を予定しており、卸売市場法改正による制度転換の過渡期に加え、機能

更新に伴う市場運営の過渡期も続くものと考えられます。そのような中でも、

公正かつ安定的な業務運営のもと、安全安心な食料を安定的に供給する社会

インフラとしての機能を果たし続けていく必要があることから、現状におい

ては、市が開設者として必要な業務を実施することとしますが、今後の社会
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情勢の変化等を踏まえ、機能更新完了３年前を目途にその後の開設者業務等

のあり方を検証するものとします。 

一方、「施設・設備の維持管理業務(いわゆるビルメンテナンス)」につい

ては、市場施設の整備と一体的に発注することで、施設完成後の維持管理・

保守、修繕を見据えた設計や人材配置を行うことができ、業務効率化による

経費削減が見込めることから、BTO 方式などによる一体的・包括的発注等、

可能な限り民間活用を行うものとします。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 代表的な事業手法の整理 

サウンディング調査等の結果を参考に、市場の機能更新において可能性の

ある事業手法について整理しました。 

 
 

 PFI 的手法 PFI 手法 

事業方式 ① DBO 方式 ② BTO 方式 ③ BTO 方式 
   (割賦無し) ④ BOT 方式 

資金調達 市 民間 民間 民間 
設計施工 民間 民間 民間 民間 

整備費支払 
実績払又は 

引渡時一括払 
事業期間に 
亘り償還払 

実績払又は 
引渡時一括払 

事業期間に 
亘り償還払 

維持管理 民間 民間 民間 民間 
施設所
有者 

運営中 市 市 市 民間 
終了時 市 市 市 市 

民間の参画意向 ○ ○ ○ ×(参画困難) 
交付金対象 ○ ○ ○ ○ 

市の金利負担 
○ (民間調達金利よ

り負担が少ない) 
× (市債金利より負担

が大きい) 

△ (実績払い又は引渡
時一括払であるため、 
金利の影響が少ない) 

× (市債金利より 
負担が大きい) 

民間の税負担 
○ (民間収益施設 

のみ発生) 
○ (民間収益施設 

のみ発生) 
○ (民間収益施設 

のみ発生) 
× (市場施設・民間 
収益施設ともに発生) 

図表 31 代表的な事業手法の整理表 
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資金調達(金利負担)の面からは、「② BTO 方式」・「④ BOT 方式」について

は市債金利よりも割高な民間資金調達に係る金利手数料が発生することか

ら、市が市債等により資金を調達する「① DBO 方式」・「③ BTO方式 (割賦

無し)」に優位性があります。 

民間事業者（開発業者等）の本事業への参画意向の面からは、「④ BOT 方

式」については民間事業者に中央卸売市場の保有に関するノウハウがなく、

リスクが不明瞭であることから参画意向がほぼ無く、実現困難と考えられま

す。加えて、民間資金調達に係る金利手数料及び施設保有リスクを踏まえて

（事業期間を通じて市が民間事業者に支払う）サービス購入料が設定される

ことから、市の財政負担が大きくなり、市場会計健全化・持続化の実現も困

難となることが想定されます。 

以上から、資金調達(金利負担)における優位性があり、かつ民間事業者の

参画意向がある「① DBO 方式」・「③ BTO 方式（割賦無し）」について、従来

方式を含め詳細な比較検討を行うものとします。 

 
 

(4) 事業手法の比較及び定性評価 
 

 
 ① 従来方式 ② PFI-BTO 方式 

 (割賦無し) ③ DBO 方式 

概 要 
設計、施工、維持管理、
余剰地活用をそれぞれ発
注・契約締結。資金は市
が調達・一括払 

設計・施工、維持管理、余
剰地活用を一括発注。市と
SPC で契約を締結。引渡し
時に市が一括払 

設計・施工、維持管理、余剰
地活用を一括発注。市と民間
ｸﾞﾙｰﾌﾟで契約を締結。資金は
市が調達・一括払 

定 

性 

評 

価 

財 政 負 担 平 準 化 ○ 市債の活用により一定の平準化が可能 

施設整備にお ける 
コ スト 削減の 効果 

△ 仕様書に基づいた設
計書によりコストが明
確である一方、コスト
削減の効果はほぼない 

○ 整備範囲が広く、動線の組み方やローリング工事などにおい
て民間のノウハウや創意工夫を活用する余地が大きいこと
から、「設計・施工一括発注方式（性能発注方式）」を
採用することで、コスト縮減の可能性がある。一方で、性能
発注を確実に進めるためのモニタリング費用が生じる。 

維持管理にお ける 
コ スト 削減の 効果 

△ 仕様書に基づいた設
計書によりコストが明
確である一方、コスト
削減の効果はほぼない 

○ 市場施設の整備と一体的、かつこれまで個別に発注してい
たものを包括的に発注することで、施設完成後の維持管
理・保守・修繕を見据えた設計・人員計画など、業務効率
化によるコスト縮減の可能性がある。一方で、性能発注を
確実に進めるためのモニタリング費用が生じる。 

余 剰 地 活 用 の 
一 体 的 発 注 に 
よ る 効 果 

× 市場整備と別発注とな
るため、施工ヤードや
事業全体のスケジュー
ルなど、市場の施工事
業者との調整が困難と
なる可能性が高い 

○ 市場の整備と一体的に発注することで、余剰地活用を見
据えた効率的なローリング工事の立案に加え、市場施設と
民間収益施設の一体的管理によるスケールメリットの享受
など、整備費・維持管理費におけるコスト縮減の可能性が
ある。 

図表 32 事業手法比較表 
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リ ス ク 分 担 の 
明 確 化 

△ PFI 手法と比較して不
可抗力リスク等発生時
に公共の負担の削減
余地が小さい 

○ あらかじめ発生するリスクを想定し、市と事業者との間でその
責任分担を明確化することにより、問題発生時における適
切かつ迅速な対応が可能となり、業務の円滑な遂行が期
待できる。 

事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 
の 早 期 化 

△ 設計・施工の間で、別
途発注手続が必要で
あり、担い手が変わる
ため期間短縮が困難 

○ 設計・施工・維持管理及び運営の一括発注による手続の
簡略化や民間事業者のノウハウに基づく設計・施工期間の
短縮によりスケジュールの早期化が図られる可能性がある。 

事業者選定時の事
務 負 担 及 び 
手 続 き の 明 確 化 

× 設計、施工、維持管
理、余剰地活用を担う
事業者をそれぞれ選
定するため事務負担が
大きい 

○ PFI 法に基づき設計・施
工、維持管理、余剰地
活用を担う事業者を一
括して選定するため事務
負担が小さく、手続きも
明確化されている 

△ PFI 法に準じて設計・施
工、維持管理、余剰地活
用を担う事業者を一括し
て選定するため事務負担
は小さいが、手続きは不明
確である 

民 間 ア イ デ ア の 
活 用 

× 仕様書に沿った設計、
施工、維持管理を行う
ため、民間アイデアの
活用余地は限定的 

○ 性能発注及び市場整
備・余剰地活用の一括
発注による民間アイデア
活用の余地に加え、民
間資金の活用等、更な
る多様なアイデア・ノウハ
ウの活用が期待できる 

△ 性能発注及び市場整備と
余剰地活用の一括発注に
より、民間のアイデアを活か
した提案を受けることが可
能 

事 業 実 現 性 
及 び 安 定 性 

△ 従来どおりの方式であ
るため実現性 は高い
が、事業者の債務不
履行等のリスクがある 

○ 他都市及び本市他事業
で実績があり実現性は
高い。また、SPC 設立に
より債務不履行等のリス
クが軽減される 

× 本市における実績がない。
SPC 等を設立した場合
は、債務不履行等のリスク
が軽減される 

総 合 評 価 × ○ △ 

 

定性評価は、ほぼ全ての項目において、「① 従来方式」より「② PFI-BTO方式(割

賦無し)」及び「③ DBO 方式」に優位性がある結果となりました。 

また、「② PFI-BTO方式(割賦無し)」と「③ DBO方式」については、市場整備と

余剰地活用を一体的に発注することで、効率的なローリング工事の立案や市場施設

と民間収益施設の一体的管理によるスケールメリットの享受など、相乗効果が発揮

できる可能性があります。 

 

「② PFI-BTO 方式(割賦無し)」と「③ DBO方式」の比較では、コスト削減の効果

等は同一ですが、事業者選定時の事務負担及び手続きの明確化、民間アイデアの活

用、事業実現性において、「③ DBO 方式」より「② PFI-BTO方式(割賦無し)」に優

位性がある結果となりました。 
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(5) 事業手法の定量評価 

ア VFM（バリュー・フォー・マネー）（※20）の算定 

内閣府民間資金等活用事業推進室（PPP/PFI 推進室）「VFM（Value For 

Money）に関するガイドライン」では、『公共施設の整備等に関する事業

を PFI事業として実施するかどうかについては、PFI事業として実施する

ことにより、当該事業が効率的かつ効果的に実施できること』を基準と

しており、その基準はVFMの有無としています。そのため、本機能更新

事業においても、VFMの算定を行いました。 

また、同ガイドラインでは、『特定事業の選定段階におけるPFI事業の

LCC（※21）算定に当たっては、原則として、本来公共部門が必要とする施

設のみを想定する』とあることや、VFM算定に当たっての「適切な調整」

の考え方として、『当該公共施設等の管理者等として民間事業者からの税

収その他の収入が現実にあると見込まれる場合、PFI事業の LCC、PSC か

らそれぞれの収入の額を減じる』とあることから、大規模な余剰地活用

による借地料収入を見込む本事業については、「公共施設部分のみ（附帯

的施設(余剰地活用)を含まない）の場合」と「附帯的施設（余剰地活

用）を含む場合」の２パターンについて算定を行いました。 
 

（※20）VFM…財政負担に対する（行政サービス等の）価値という意味で、従来手法とPFI手法

を比較し、事業期間全体を通した財政負担の軽減額又は軽減割合を推計したもの。 

（※21）PFI-LCC（ﾗｲﾌ・ｻｲｸﾙ・ｺｽﾄ）…PFI事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的

財政負担の見込額を現在価値化したもの。対して、公共が自ら実施する場合の事業期間全体

を通じた公的財政負担の見込額の現在価値を「PSC（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｾｸﾀｰ・ｺﾝﾊﾟﾚｰﾀｰ）」という。 

 

（税込 単位：千円） 

 
財政負担削減額 

（PSC － PFI-LCC） 

ＶＦＭ 

（財政負担削減額 

  ／財政負担額） 

公共施設部分のみ 

（余剰地活用を含まない） 
3,849,456 14.60％ 

附帯的施設あり 

（余剰地活用を含む） 
3,849,456 23.57％ 

（※）VFM算定における事業期間32年（設計 4年、整備 8年、維持管理 20年）。現在価値換算時

の割引率：30年物国債の発行が始まった平成 11年 9月 2日から令和 4年12月 30日までの

約 23年間の平均値1.69％にて算定。 

 

本事業を「PFI-BTO 方式(割賦無し)・余剰地活用の一体的発注」で実施

する場合、「公共施設部分のみ（余剰地活用を含まない）」では、従来方式

で実施する場合と比較し、14.60％の VFM が見込まれます。 
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また、「附帯的施設あり(余剰地活用を含む)」では、23.57％の VFMが見

込まれ、「公共施設部分のみ（余剰地活用を含まない）」の算定と比較し、

PFI 手法の導入効果がより大きくなります。 

 
 

 (6) 事業期間の設定 

ア 維持管理に係る事業期間 

民間事業者へのヒアリング結果等を踏まえ、「ある程度経済環境変化の

見通しが立てられ、合理的なリスク分担が可能となり、民間事業者が参画

しやすい（入札競争性が確保できる）期間」、「民間事業者が投資回収を見

込むことができる期間」などを考慮し、20年間を基本とします。 

 

イ 余剰地活用に係る事業期間（借地期間） 

「３(5) 土地活用の手法について」にあるとおり、土地活用の手法につ

いては、市場機能連携エリアの活用用途の制限など、土地活用の方向性に

一定程度市の関与を残すことを目的として、事業用定期借地制度等を活用

するものとします。 

定期借地の期間については、民間事業者とのヒアリング結果等を踏まえ、

「市の活用コンセプトに沿った民間事業者の施設整備に対する投資回収

を見込める期間」、「長期契約による事業の安定性確保」等を考慮し、「50

年」を基本としつつ、本市資産マネジメントを踏まえた市場施設側の建替

サイクルとの整合等の調整を図り、決定するものとします。 

 
 

(7) 事業手法の決定及び留意事項 

これまでの各種評価等を踏まえ、事業手法は次のとおりとします。 

【北部市場の事業手法に係る考え方】 

・基本となる事業手法は「BTO 方式 (割賦無し)」とし、設計・施工及び維持管

理業務(開設者業務除く) を一括して性能発注する。 

・市場整備と併せて余剰地活用を一体的に発注する。 

・維持管理に係る事業期間については 20 年間を基本とする。 

・余剰地活用（定期借地）の事業期間については 50 年間を基本とする。 

 

 

『 PFI-BTO 方式 (割賦無し)(整備期間＋維持管理事業期間 20年) 

 ＋ 余剰地活用（定期借地事業期間 50年）の一体的発注 』 
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ア 事業契約・発注に係る留意事項 

(ｱ) 事業契約における柔軟性の確保 

「２(4) 現地建替（ローリング工事の実施）について」にあるローリ

ング工事モデルケースでは、工事期間は約 8年と長期間が見込まれるた

め、施工事業者との契約段階及び当初の設計段階では予測できない環境

の変化が起こる可能性があります。そのため、施工事業者との適切なリ

スク分担を契約に位置付けるとともに、施工事業者と契約した事業費や

設計内容等について、環境の変化に対応する範囲で見直しが可能となる

よう、柔軟性を持たせた契約とすることを検討します。 

 

(ｲ) 市場施設整備と余剰地活用の一体的発注 

「市場機能連携エリア」の活用については、市場敷地全体を用いた効

率的なローリング工事の実施と、竣工後の市場敷地全体（市場業務エリ

アと市場機能連携エリアの両エリア）を一体的に管理することによるス

ケールメリットを活かす目的から、市場施設の整備と一体的に発注する

ことを前提とします。 

なお、近年の建築資材価格の高騰等、社会経済環境の急激な変化によ

り余剰地活用を含む超長期の契約リスクが高まっている状況を踏まえ、

一体発注では民間事業者による受注が困難と判断した場合は、別発注等、

他の手法と比較・検討します。 
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５ 事業期間における北部市場関係収支 

 

(1) 事業期間における北部市場関係収支 

本事業は余剰地活用を想定していることから、VFMの算定とは別に、余剰

地活用の期間を通じた北部市場関係収支のシミュレーションを行いました。 

なお、本市卸売市場事業特別会計は、北部市場・南部市場の２市場で構成

されていますが、ここでは北部市場機能更新における収支を確認するため、

北部市場に係る収支のみを計上することとしています。 

 

収支シミュレーション結果（概算）
（※22、25）

 

支 

出 

整備関係費（※23） 745 億円 

1,450億円 

収 

支 

0 億円 

（800万円） 

大規模修繕費（※24） 301 億円 

通常修繕費 27 億円 

維持管理費 231 億円 

市場運営費 118 億円 

既往債償還費 29 億円 

収 

入 

国庫補助金 102 億円 

1,450億円 市場使用料 1,002億円 

財産貸付料 346 億円 
 

（※22）シミュレーションにおける前提条件…事業手法は PFI-BTO方式（割賦無し）、事業期間は 62

年間（調査設計等 4年、工事期間 8年、定借期間 50年）と仮定。なお、維持管理については

VFM評価時の考え方から20年とし、余剰地活用期間中は再契約を行ったものとしている。ま

た、事業全体の収支となるため、大規模修繕費及び既往債償還費を計上している。 

（※23）整備関係費の財源は、表中の収入の他、市債の発行約 477億円を想定しており、その償還額

として約 636億円（うち利息分約 159億円）を見込んでいる。なお、整備関係費には、起債利

息が含まれる。 

（※24）大規模修繕費の財源は、表中の収入の他、市債の発行約 298億円を想定しており、事業期間

における償還額として約 300億円（うち利息分約 61億円）を見込んでいる。なお、大規模修繕

費には、起債利息が含まれる。 

（※25）合計額の不一致は、端数調整によるもの。 

 

事業全体における北部市場関係収支は、0億円（＋約 800 万円）とな

り、事業期間を通して収支を概ね均衡させることを想定していますが、

整備期間中などには、一時的に一般会計からの繰入金が発生することが

見込まれます。 

なお、北部市場関係収支としては、このほか一般会計に計上される固

定資産税収入（約＋72億円）があります。  
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(2) 市場使用料見直しの考え方 

施設構造等に係る場内事業者との今後の協議や、建築資材価格及び資金調

達金利の上昇等、社会経済環境の変化により整備費等が増加した場合には、

市場使用料の増額等により収支を合わせることを基本とします。 

一方で、機能更新後の市場使用料については、市場施設の整備、維持管理、

運営等にかかる経費から算出することを基本とし、使用料の大幅な上昇を可

能な限り抑えるため、事業費を抑制する手法等について検討を継続します。 
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６ 事業スケジュール 

 

本計画に基づき、整備内容等の精査を進め、令和 6年度に事業者選定、令和

7年度に環境影響評価（環境アセスメント）や都市計画変更手続き、基本設計

等に着手することを想定しています。 

環境影響評価の手続きについては、開発の規模から第一種行為に該当する可

能性が高く、その場合、約 3年半～4年の実施期間を要します。なお、都市計

画の変更による周辺環境への影響を考慮する必要があることから、都市計画変

更に関する説明会、公聴会等の手続きは、環境影響評価の手続きと並行して実

施します。 

工事期間については、市が定める条件・仕様の下、民間事業者の提案により

決定することとなりますが、「２(4) 現地建替（ローリング工事の実施）につ

いて」に記載するモデルケースでは、約 8年が想定されます。 

また、今後、公募要領等の内容を精査するため、適宜民間事業者との対話を

行うことを検討します。 
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その他 機能更新に関する法令条件等の整理 

 

１ 機能更新に関する主な法令条件等の整理 

 

(1) 川崎市環境影響評価に関する条例 

開発区域面積が10ha以上、延べ面積が100,000㎡以上の大規模建築物

の新築等を行う場合は、「第一種行為」に該当し、環境配慮計画書の作成

をはじめとする事業の実施にかかる環境影響評価、事後調査その他の手続

きを適切かつ円滑に行わなければならないとされています。 

北部市場においては、卸売市場本体の敷地と市場機能連携エリア（余剰

地）では開発行為者が異なることから、個々に見ると第一種行為の対象規

模を下回りますが、敷地全体に及ぶローリング工事等を伴う事業の性格

上、一体で行うことが望ましいと考えられるため、市と民間事業者で役割

分担の上、共同で手続きを行うことを検討しています。環境影響評価の具

体的な実施方法については、今後も継続して検討していきます。 

 

 

(2) 土壌汚染対策法 

3,000㎡を超える土地の形質変更を行おうとする者は、着手する30日前

までに市に届出をしなければならず、土壌汚染調査の結果汚染が見つかっ

た場合は、汚染除去等の措置を講じる必要があります。 

北部市場においては、土壌調査を行うべき要件（3,000㎡を超える土地

の形質変更等）に該当していることから、令和 3年度に「土地の利用履歴

等調査」を行いました。今後、当該調査の結果を踏まえ、土壌汚染調査を

行うべき範囲の特定等を行い、汚染除去の措置を要する可能性を含め、要

求水準等へ適切に反映していきます。 

 

 

(3) 大気汚染防止法（アスベスト対策関係） 

建築物・工作物の解体・改造補修工事を行う場合は、石綿の使用状況に

ついて事前に調査を行う必要があり、石綿の使用が見つかった場合は、そ

の使用状況等に応じて、各種の届出等を行い、解体時等に適切なアスベス

ト飛散防止対策を講じる必要があります。 

北部市場においては、過去の市の調査により、アスベスト含有建材の利

用が認められていたため、令和 3年度に「アスベスト含有建材使用状況調
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査」を行いました。今後、当該調査の結果を踏まえ、解体時に詳細な調査

を行うべき範囲及び解体時における飛散防止対策等、要求水準等へ適切に

反映していきます。 

 

 

(4) 文化財保護法 

埋蔵文化財包蔵地の上で工事を行う場合は市に届出が必要であり、市は

現況や過去の調査結果を基に試掘調査の有無を判断します。試掘調査が行

われ、遺跡が現存すると判断された場合は、市担当課にて現状保存や発掘

調査など対応の判断をします。 

北部市場においては、4か所（B、C、D、F）の文化財包蔵地が指定され

ており、届出を要する区域となっていることから、令和 3年度に試掘調査

を実施しました。その結果、遺跡の存在は確認されなかったため、今後の

発掘調査は不要となっています。 

 
図表 34 北部市場周辺の埋蔵文化財包蔵地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 都市計画法 

本事業では、都市計画の変更（用途地域の変更、地区計画の策定等）を

検討しているため、変更する場合は、同法に則り適正な手続きを行いま

す。 
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なお、都市計画の変更は周辺環境への影響があることから、環境影響評

価に合わせて実施していくこととなります。 

 

 

(6) その他の関係法令等 

これまで記載した関係法令等に加え、以下のような法令及び条例・基準

等を踏まえ、施設内容に応じた整合を図っていく必要があります。 

主な法令 主な条例・基準等 
○都市計画法、建築基準法、建設工事に係る

資材の再資源化等に関する法律、建築物に

おける衛生的環境の確保に関する法律 
○景観法、消防法、駐車場法、騒音規制法、

振動規制法 
○水道法、下水道法、水質汚濁防止法、浄化

槽法 
○電気事業法、エネルギーの使用の合理化等

に関する法律 
○健康増進法、高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律 
○廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
○食品循環資源の再生利用等の促進に関す

る法律、食品ロスの削減の推進に関する法律 
など  

○市都市計画法に基づく開発許可の基準に

関する条例、市建築基準条例、市中高層建

築物等の建築及び開発行為に係る紛争の

調整等に関する条例、市建築物における駐

車施設の附置等に関する条例、市都市景観

条例、市火災予防条例 
○市環境基本条例、市地球温暖化対策等の推

進に関する条例、市緑の保全及び緑化の推

進に関する条例、市公害防止等生活環境の

保全に関する条例 
○市水道条例、下水道条例 
○市福祉のまちづくり条例 
○市廃棄物の処理及び再生利用等に関する

条例 
など  

 

 

(7) 川崎市のその他の計画との整合 

ア 川崎市総合計画第 3期実施計画（令和 4年 3月） 

川崎市総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の 3層構造

としており、実施計画のローリングにより、社会経済状況の変化等に柔

軟に対応していくものとしています。 

「基本構想」は、今後30年程度を展望し、本市がめざす都市像や、ま

ちづくりの基本目標、5つの基本政策を定めるものです。「基本計画」

は、今後概ね 10年間を対象として、「基本構想」に定める 5つの基本政

策を体系的に推進するために、23 の政策及びその方向性を明らかにする

ものです。「実施計画」は、これらのビジョン・方向性に基づき、中期の

具体的な取組を定めるもので、第 3期実施計画の計画期間は令和 4

（2022）年度から令和7（2025）年度の 4か年となります。 

第 3期実施計画において、北部市場の取組は、「政策4-1 川崎の発展

を支える産業の振興」のうち、「施策 2 魅力と活力のある商業地域の形

成」に位置付けられており、施策の方向性を『持続可能な卸売市場の構
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築や効率的な管理運営手法の確立及び施設の機能強化に向けた取組の推

進』としています。市場の機能更新に当たっては、これらの方向性と整

合を図りながら、取組を進めていきます。 

 

イ 川崎市行財政改革第３期プログラム（令和 4年 3月） 

「川崎市行財政改革第３期プログラム」は、川崎市総合計画に掲げる政

策・施策の推進による『成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち・

かわさき』の実現に向け、必要な経営資源であるヒト・モノ・カネ・情報・

時間の確保等を行うことで、将来にわたり持続可能な行財政基盤を構築す

るとともに、質の高い市民サービスを安定的に提供することで、市民満足

度の向上を図りながら、効率的・効果的かつ安定的な行財政運営を行うこ

とができるよう、行財政改革の取組について定めるものであり、計画期間

は、川崎市総合計画第３期実行計画に合わせ、令和 4（2022）年度から令

和 7（2025）年度の 4か年としています。 

本プログラムでは、卸売市場事業特別会計の健全化等に向けた取組の方

向性として、「卸売市場経営プラン改訂版に基づく市場機能の強化に向け

て、北部市場の機能更新における PPP による民間活用や川崎冷蔵株式会社

のあり方など各種課題について、整備費の縮減や整備後の効率的な管理運

営の視点を踏まえながら検討を進めるなど、機能更新に向けた取組を推進

する」としています。 

北部市場機能更新に係る基本計画は、この方向性に沿って効率的・効果

的な整備手法や土地の有効活用等について定めるものであり、卸売市場事

業特別会計の健全化等に向け、着実に取組を進めてまいります。 

 

ウ かわさき産業振興プラン第 3期実行プログラム（令和 4年 3月） 

「かわさき産業振興プラン」は、「川崎市総合計画」を上位計画とする、

産業振興に関わる分野別計画であり、産業施策における他の分野別計画と

の整合・連携を図りつつ、「川崎市総合計画」で掲げる川崎市のまちづくり

の基本目標のひとつである「力強い産業都市づくり」の実現に向けた産業

振興の方向性を定めたもので、計画期間は、川崎市総合計画第 3期実施計

画に合わせ、令和 4（2022）年度から令和 7（2025）年度の 4 か年として

います。 

本プログラムは、産業振興の理念（「多様な人材と産業が創り出す、活力

と魅力にあふれるオープンイノベーション都市かわさき」）に基づき、「4

つの方針」と「7つの政策」から構成されており、卸売市場の取組は、「政
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策 4 市民生活を支える産業の振興」に位置付けられており、「安定的かつ

効率的な生鮮食料品等の供給と市場の機能更新」を取組項目としています。 

取組の方向性としては、「卸売業者、仲卸業者、売買参加者、関連事業者

と一体となり、卸売市場を運営」、「社会経済環境の変化に対応した卸売市

場の実現」としており、北部市場の機能更新では、これらの方向性と整合

を図りながら、取組を進めていきます。 

 

エ 川崎市持続可能な開発目標（SDGs）推進方針（平成31年 2月） 

本市では、将来にわたる持続的な発展を図るため、国際的な取組であ

る持続可能な開発目標（SDGs）達成に寄与する取組を進めていく必要が

あることから、「川崎市持続可能な開発目標（SDGs）推進方針」を策定し

ています。 

本方針では、総合計画の各施策・事務事業を進めるにあたり、市民や

地域の団体、企業等の多様なステークホルダーとの連携等を図りなが

ら、SDGsの達成に寄与する取組を推進することとしています。 

北部市場の取組は、SDGsの目標である、「ゴール 2.c 食料価格の極端

な変動に歯止めをかけるため、食糧市場及びデリバティブ市場の適正な

機能を確保するための措置を講じ、食料備蓄などの市場情報への適時の

アクセスを容易にする。」、「ゴール 11.7 2030年までに、女性、子ど

も、高齢者及び障害者を含め、人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑

地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。」、「ゴール 17.17 

様々なパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、

官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する。」に寄与する施策

として位置付けられており、機能更新に当たっては、これらのゴールを

意識した検討を進めていきます。 

 

 

 

オ 川崎市地球温暖化対策推進実施計画（令和 4年 3月） 

「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」は、川崎市地球温暖化対策等

の推進に関する条例第 7条に規定する計画であり、実施計画は、同条例

第 8条及び基本計画に基づいて、地球温暖化対策の推進のために実施す

る措置に関する計画を定めるもので、計画期間は、川崎市総合計画第 3

期実施計画に合わせ、令和 4（2022）年度から令和7（2025）年度の 4か

年としています。 
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また、基本計画及び実施計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律

第 21条第 1項及び第 3項に規定されている地方公共団体実行計画（区域

施策編、事務事業編）、気候変動適応法第12条に規定（努力義務）され

る地域気候変動適応計画、都市の低炭素化の促進に関する法律第 7条に

規定（任意）される低炭素まちづくり計画としても位置付けるものとし

ています。 

基本計画では、「2050年の脱炭素社会の実現」という未来を先に描き、

2030年度の削減目標を設定する『バックキャスティング』によるアプロ

ーチで目標を設定しており、2050 年のゴールを『市域の温室効果ガス排

出量の実質ゼロ（※26）を目指す』とし、その実現に向けた達成目標を以下

のとおりとしています。 
（※26）実質ゼロとは、人為的な CO2排出量と森林等の CO2吸収量を差し引いて CO2排出をゼロと

みなすもの。 
 

2050 年度のゴール 
市域の温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指す 

2030 年度の温室効果ガス排出量削減目標 
市域目標 2013 年度比 50％削減、1990 年度比 57％削減 

民生系目標 2013 年度比 45％削減（民生家庭、民生業務） 
産業系目標 2013 年度比 50％削減（産業・エネルギー転換・工業プロセス） 
市役所目標 2013 年度比 50％削減（市公共施設全体） 

2030 年度の再生可能エネルギー導入目標 
2030 年度までに 33 万 kW 以上導入（市域全体、2020 年度実績 20 万 kW） 

 
 

実施計画では、基本理念（「『将来世代にわたって安心に暮らせる脱炭

素なまちづくり』と『環境と経済の好循環による持続可能で力強い産業

づくり』に挑戦」）に基づき、「8つの基本的方向」と「40の施策」を定

めており、特に事業効果の高い重点施策を「5大プロジェクト」として位

置付けています。その１つに、「市公共施設の再エネ100%電力導入等の公

共施設脱炭素化」があり、「2030年度までに全ての市公共施設へ再エネ

100%電力を導入するとともに、設置可能な施設の半数に太陽光発電設備

を導入」するものとしています。市場の機能更新に当たっては、これら

の方向性と整合を図りながら、取組を進めていきます。 

 

カ 資産マネジメント第３期実施方針（令和 4年 3月） 

本市では、これまで「①施設の長寿命化」、「②資産保有の最適化」、

「③財産の有効活用」の 3つの戦略による資産マネジメントの取組を進

めてきており、第 2期取組期間である平成26年度から令和 3年度につい
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ては、「①施設の長寿命化」の重点的取組期間とし、将来の施設の修繕

費・更新費の縮減・平準化に向けた取組等を進めてきましたが、今後

は、人口減少への転換が見込まれることや厳しい市の財政環境、将来世

代への負担等、公共施設を取り巻く状況を総合的に踏まえ、「②資産保有

の最適化」に重点的に取り組むとともに、施設が持つ機能に着目し、市

民ニーズ等を把握した上で、必要な機能の整備を図る「機能重視」の考

え方に基づく取組の推進が必要となります。 

こうした取組を推進するため、取組期間を令和 4（2022）年度から令和

13（2031）年度までの10年間とする「資産マネジメント第 3期実施方

針」を策定しています。 

北部市場は、本市公共施設のなかでも大型の施設であることから、取

扱量推計を根拠に整備する施設の規模や公共整備の範囲等について、検

討を重ねてきました。今後も、こうした資産マネジメントの考え方と整

合を図りながら、取組を進めていきます。 

 

キ 川崎市地域防災計画（震災対策編）（令和 2年 3月） 

本計画は、災害対策基本法第42条の規定に基づき、川崎市防災会議が

作成する地震防災に関する計画であり、市、県、県警察、指定地方行政

機関、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機関等が連携し、その有す

る全機能を発揮して、市域における震災の予防、初動対策、応急対策及

び復旧・復興を総合的、計画的かつ有効的に実施することにより、被害

の軽減を図り、市域並びに市民の生命、身体及び財産を保護し、社会の

秩序の維持及び公共の福祉に資することを目的とするとともに、各局室

区、防災関係機関等における防災計画及び諸活動を実施する際の基本

的・総合的な活動指針としての役割を果たすものとしています。 

北部市場は、本計画において救援物資等の市集積場所に指定されてい

ることに加え、場内事業者との「災害時における生鮮食料品等の供給、

輸送及び荷役作業に関する協定書」の締結や、全国の中央卸売市場間に

おける「全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定」の締結な

どがあり、震災対策の重要な拠点に位置付けられています。 

そのため、機能更新に当たっては、支援物資の関連業務と市場本来の

業務が併存・同時進行できる環境の確保や市場関係者との災害時におけ

る対応方法の見直し、非常用電源設備等の機能強化を行うなど、本計画

との整合を図りながら、その機能を十分に発揮できるよう取組を進めて

いきます。  
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参 考 北部市場機能更新の検討経過（庁内会議、説明会等の開催状況） 

 

１ 庁内会議 

(1) 川崎市卸売市場機能検討委員会 

川崎市卸売市場に必要な機能等を調査審議するため設置するもの。機能更

新の検討は主にこの委員会にて実施した。 

 

(2) 民間活用調整委員会 

川崎市民間活用（川崎版 PPP）推進方針を踏まえ、本市の事業における民

間活用手法の導入検討、事業者選定、モニタリング・評価及び総括の実施に

際し、必要な調整を行うため設置するもの。機能更新に関する民間活用の検

討については、主にこの委員会にて実施した。 

 

(3) 開催状況 

開催日 区 分 内 容 

R2.1.6 卸売市場機能検討委員会分科会(※1) 検討状況報告 

R2.1.14 卸売市場機能検討委員会 同 上 

R2.3.27 卸売市場機能検討委員会【書面】 令和元年度の結果報告 

R2.7.31 卸売市場機能検討委員会分科会 令和元年度の結果再
．
報告(※2) 

R2.8.12 
卸売市場機能検討委員会分科会 （合同開催） 

『簡易な検討(※3)』の結果報告 民間活用調整委員会幹事会(※4) 

R2.8.18 
卸売市場機能検討委員会 

同 上 
民間活用調整委員会 

R3.3.24 卸売市場機能検討委員会分科会 サウンディング調査結果の報告等 

R3.12.27 卸売市場機能検討委員会分科会 整備手法等検討状況の報告 

R4.2.15 卸売市場機能検討委員会分科会 取扱量推計手法の確認 

総務委員会資料の内容確認 

R4.3.2 卸売市場機能検討委員会分科会【書面】 総務委員会資料の内容再
．
確認 

R4.3.3 卸売市場機能検討委員会【書面】 総務委員会資料の内容確認 

R4.4.22 卸売市場機能検討委員会分科会【書面】 場内事業者向け資料（取扱量推計）

の内容確認 

R4.7.8 卸売市場機能検討委員会分科会 取扱量推計・市場施設規模の確認 

R4.7.28 卸売市場機能検討委員会分科会 余剰地活用の用途・規模の確認 

R4.8.9 卸売市場機能検討委員会 取扱量推計・市場施設規模、余剰

地活用の用途・規模の確認 

R4.8.18 卸売市場機能検討委員会分科会【書面】 総務委員会資料の内容確認 

R4.8.23 卸売市場機能検討委員会 総務委員会資料の内容確認 

R4.11.7 卸売市場機能検討委員会分科会【書面】 民間事業者ヒアリング資料(整備
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内容)の内容確認 

R5.1.16 卸売市場機能検討委員会分科会 整備内容の確認 

総務委員会資料の内容確認 

R5.1.24 卸売市場機能検討委員会 同上 

R5.8.15 卸売市場機能検討委員会分科会 機能更新検討状況報告及び作業工

程の見直しについての確認 

R5.8.22 卸売市場機能検討委員会 同上 

R5.10.5 
卸売市場機能検討委員会分科会 (合同開催)基本計画案の確認及び

『詳細な検討(※3)』の結果報告 民間活用調整委員会幹事会 

R5.10.17 
卸売市場機能検討委員会 

同 上 
民間活用調整委員会 

(※1) 卸売市場機能検討委員会は、関係局の課長で構成する分科会と局長で構成する委員会がある 

(※2) R2.3.27が新型コロナの影響で書面開催となってしまったため、再報告を実施 

(※3) 川崎市民間活用（川崎版 PPP）推進方針上の名称 

(※4) 民間活用調整委員会は、関係局の課長で構成する幹事会と局長で構成する委員会がある 

 

 

２ 附属機関（川崎市中央卸売市場開設運営協議会） 

(1) 川崎市中央卸売市場開設運営協議会 

中央卸売市場の開設又はその業務の運営に関し、必要な事項を調査審議す

るために設置するもの。機能更新における有識者からの意見聴取等は主にこ

の協議会にて実施。なお、施設整備・民間活用等についてより充実した調査

審議を行うため、協議会の下に、「機能更新推進部会（以下、「部会」という。）」

を設置した。 

 

(2) 開催状況 

開催日 内 容（機能更新関係抜粋） 

R5.1.12 機能更新の検討状況及び機能更新推進部会（前期部会）の設置について 

R5.3.17 【部会】機能更新の検討状況の確認及び現地見学会 

R5.10.26 【部会】「川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画」の考え

方について 

R5.11.6 「川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画」の考え方及び後

期部会（北部市場機能更新事業者選定部会）の設置について 

 

 

３ 場内事業者及び地域との調整 

(1) 北部市場の機能更新検討に係る協議体会議 

市場施設の具体的な内容について協議を行うため、青果部・水産物部・花

き部・関連事業者の代表者により設置したもの。令和５年４月に設置し、８
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月にかけて基本計画に記載する市場施設の基本的な考え方（施設の規模・構

造・配置等）について協議を実施した。 
 
R5.4.14 準備会議 ・会の構成員、今後の進め方等の確認 

R5.5.9 第１回 ・売場施設等の規模の考え方について 

・市場施設複層化の必要性について 

R5.5.29 第２回 ・建替工事の手法及び仮移転の実施について 

R5.6.12 第３回 ・関連商品売場、管理事務所、冷蔵・冷凍施設、駐車場等の

規模の考え方について 

・施設整備パターンについて 

R5.7.10 第４回 ・「基本計画案策定までに決めること」、「公募資料案作成ま

でに決めること」の整理 

・施設整備パターンの方向性について 

R5.7.25 第５回 ・各部門の施設配置パターン確認 

・冷蔵・冷凍施設規模、駐車場規模等について 

R5.8.7 第６回 ・各部門の施設配置パターン確認 

・今後の進め方について 

R5.8.21 第７回 ・基本計画検討案（イメージレベル）の確認 

R5.11.22 第８回 ・基本計画（案）及び意見募集の実施について 

 

 

(2) 場内事業者及び地域自治会への説明会 

場内事業者及び地域自治会等への説明会の開催状況は以下のとおり。なお、

これら説明会の開催に加え、場内事業者の各部門・組合等の各団体との意見

交換、各自治会との意見交換等、個別のコミュニケーションを実施している。 
 

開催日 対象・形式 内 容 

R3.2.9 場内事業者説明会 機能更新に関するサウンディング型市場調査

の結果報告について 

R3.8.17 場内事業者説明会 機能更新に関する検討状況について 

R4.9.16 場内事業者説明会 機能更新に関する検討状況とスケジュールの

見直しについて 

R4.10.28 宮前区周辺自治会説明会 北部市場の業務内容、機能更新の必要性・目

的等について 

R5.3.16 場内事業者説明会 機能更新に関する検討状況及び場内事業者に

よる協議会の設置について 

R5.12.13 宮前区全町内自治会連合

会勉強会 

基本計画（案）及び意見募集の実施について 
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